




Sustainability

トップメッセージ

本質的価値を追求するブランドアイデンティティで、

ゴールドウインをグローバルに拡張し、

地球環境の再生を通じた

持続的企業価値向上を実現していきます。

令和6年能登半島地震から復旧・復興の途上にある能登半島を中心とした地域に、令和6年9月の豪雨により甚大な被害が生じ

ました。亡くなられた方々に謹んで哀悼の意を表しますとともに、被災された皆さまに心よりお見舞い申し上げます。被災された

皆さまのご無事と、救援活動にご尽力されている方々に敬意を表すとともに被災地の一刻も早い復旧・復興を心からお祈り申し

上げます。

自然界の「循環の一部」としての自覚を持って

2024年6月、サンフランシスコ近郊のヨセミテ国立公園を10年ぶりに訪れました。豊かな自然が多様な生態系を育むこの地

は、「ザ・ノース・フェイス（T H E  N O RT H  FAC E）」のロゴのモチーフになっており、私にとっても思い出深い場所です。大自然の

雄大さを前に心身が覚醒し、自らの仕事の意義やゴールドウインの使命について、多くのアイディアが湧き上がってくるのを感

じました。

現在、ウクライナや中東・東アジアでの地政学リスクの高まりが、人間の間での対立を浮き彫りにしています。植民地主義やグ

ローバルサウスの問題など、歴史の中で繰り返されてきた収奪の構図は、自然と人間の間でも顕著です。地球上のすべての生

態系は精緻な循環のもとで成り立っており、人間も本来自然の一部ですが、私たちは自然を人間とは切り分け、収奪してきま

代表取締役社長

渡辺  貴生
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した。今日この考えを改め、自らも循環の中に組み込まれた存在として、行動を見直すべき時を迎えています。人類全体での協

力が必要な大きなテーマですが、いちスポーツアパレルメーカーである当社にもできることがあります。

Regeneration

1980年代に私は、「ザ・ノース・フェイス」の創業者から「M a ke  a  D i f fe re n c e」という教えを受け、他とは異なる価値を追求し

続ける重要性を学びました。創業70周年となる2020年には、創業100周年を見据えて若い社員とゴールドウインの未来を議

論し、地球環境を再生（Re g e n e ra t i o n）するビジネスで圧倒的な差別化を図ることを導き出しました。これが長期ビジョン

「P L AY  E A RT H  2030」です。「P L AY  E A RT H」という言葉には、スポーツの起源となる自然の中での「遊び」に立ち返り、社

会・環境課題の解決に向けて世界の協調を目指す想いを込めています。

長期ビジョンの最初のステップが、前中期経営計画（2022年3月期～2026年3月期）です。当社の成長を牽引してきた「ザ・

ノース・フェイス」は今後も中核ブランドであり続けますが、日本と韓国以外では商標権の制約を受けます。当社の持続的成長

のためには海外への挑戦が不可欠であり、同計画ではオリジナルブランド「ゴールドウイン（G o l d w i n）」のグローバル展開を

一丁目一番地と位置付けました。この中で「G o l d w i n  0」は、地球環境の再生に向けて「C i rc u l a t i o n（循環）」「B o rd e r l e s s

（越境）」「C o-C re a t i o n（共創）」という3つのコンセプトを掲げ、海外市場で差別化していく可能性を示しました。

S p i b e r株式会社との協業は、これを形にしていくための重要な取り組みです。6年間をかけて共同開発した新たな循環型素材

「B re we d  Pro te i n™」は、2021年3月から量産を開始しました。2023年秋には「B re we d  Pro te i n™」を素材とする製品を、4

つのブランドで一斉にグローバル展開しています。

先進国で不要になった衣服はアフリカや南米などに輸出され、売れ残りが投棄されて環境に甚大な影響を与えています。こう

した状況がメディアで報じられ、Z世代の若者たちが大量生産と使い捨て文化を変えようと動き出しています。「G o l d w i n  0」

は、こうした新しい価値観を理解し、共感を集めることにより、人々の支持に強い手ごたえを掴むことができました。

Goldwin500

2024年3月期は、2期連続で過去最高の売上高、営業利益を更新しました。これまでの投資がブランドへの支持につながり、

実需型ビジネスモデルの磨き上げが功を奏した結果と捉えています。ただ、足元での衣料品市場の回復は、外国人旅行者など

による客単価上昇の影響が大きく、一般生活者の消費回復は鈍い状況です。こうした経営環境を踏まえながら持続成長を続

けるため、2024年7月、新中期経営計画（2025年3月期～2029年3月期）を発表しました。このグローバル戦略を

「G o l d w i n500」プロジェクトと題し、ゴールドウインブランドのグローバル拡大を加速させ、10年後までに売上高500億円を

目指します。
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中国では気候変動対策が国策として進められ、消費者の環境意識が急速に高まっています。「B re we d  Pro te i n™」の製品発

表会には業界を超えて多くの方が来場され、環境問題への関心の高さを実感しました。新しいテクノロジーの普及速度が速

く、富裕層も多いため、プレミアムブランドのポテンシャルが高いのが中国市場です。「G o l d w i n500」では、ゴールドウインブラ

ンドの海外売上高比率を80%に拡大し、そのうち60%を中国市場で達成する計画です。中国、韓国、日本の3カ国で出店を加

速し、ブランドポジションの早期確立を目指します。一方、ヨーロッパや北米では、まずはブランド認知と世界観の確立に注力

し、慎重に進めていきます。

ゴールドウインブランドに経営資源を集中するため、「ダンスキン（DA N S K I N）」「エレッセ（e l l e s s e）」「241（トゥー・フォー・ワ

ン）」「ブラック＆ホワイト（B L AC K  &  W H IT E）」の事業撤退を決定しました。その一方、「A l l b i rd s®（オールバーズ）」を展開す

るA l l b i rd s ,  I n c .と日本国内における独占販売契約を締結しました。環境配慮への価値観を当社と同じくするブランドであり、

当社のビジネスインフラの活用で大きなシナジーを期待できると考えています。

また、海外事業を推進するための人材採用と育成も強化します。オペレーションの現地化のため、現地採用を積極化するとと

もに、社内では海外で活躍する意欲のある人材を支援するプログラムを導入しています。

ゴールドウインのグローバルでの認知拡大・プレゼンス向上に向け、C I（C o r p o ra te  I d e n t i t y）とB I（B ra n d  I d e n t i t y）の一

体化とパーパスの刷新も行いました。そこには、創業の精神の継承への強い意志を込めています。

本質的価値

「目に見えるところは誰でも気を付ける。しかし見えないところに細心の注意を払うのがメーカーの良心だ。」という創業者・

西田東作の言葉を私はとても大切にしており、海外への展開も視野に入れ「D e d i c a t i o n  to  d e t a i l」と訳しています。この言

葉の真意は「本質的な価値の追求」にあります。素材へのこだわりや、長く使えるような丁寧な縫製・加工技術など、表面から

は見えないモノづくりの側面、お客さまの新しい挑戦や環境に配慮した生活などによって、ご自身を高めていくことをサポート

するという見えない価値などがここに含まれます。

実需型ビジネスモデルは、効率的な在庫管理により当社の高収益性を支えてきた強みとなっていますが、この根源的な目的は

「お客さま視点でのモノづくりと店づくり」です。「ザ・ノース・フェイス」などのブランドは、163店の直営店をはじめとする自主

管理売場での丁寧なコミュニケーションのもと、支持を得てきました。「本質的価値」を備えた製品は、過度にアイテム数を増

やす必要がなく、流行に左右されずに長く使えるため、お客さまにも環境にもメリットがあります。当社にとっては在庫や値引

きの抑制となり、本質的価値の追求が「事業のサステナビリティ」と「環境のサステナビリティ」の両立を可能にしています。

私たちは本質的価値を提供するプレミアムスポーツブランドとして、自然との調和をテーマに、日本の美の伝統的な作法であ

る繊細、丁寧、緻密、簡潔を表現し、挑戦する人々に寄り添ったブランドアイデンティティを築き上げていきます。2021年にオー

プンした「ゴールドウイン 北京（G o l d w i n  B e i j i n g）」や、インバウンドのお客さまの反応からも、本質的価値は国境を超えて

支持されると実感しています。

創造性

「ザ・ノース・フェイス」の売上高は直近10年間で約5倍に成長しましたが、ライフスタイルや女性・キッズなど、まだまだ多くの

成長余地があります。特にスポーツシューズは、日本だけでも4,000億円の市場規模がありながらも、当社の売上高は60億円
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程度に留まっています。この分野でも当社は、本質的価値の提案によって差別化を追求していく考えです。シューズはデザイン

性に加え、歩きやすさや疲れにくさといった機能性も求められます。これらを兼ね備えた「ザ・ノース・フェイス」らしい製品を提

案することで、ブランドの存在感をさらに高められると確信しています。

本質的価値を生み出すためには、常識を疑い、イノベーティブな視点で物事を捉える「創造性」が要求されます。当社の社員は

真面目でオペレーション能力が高い一方、創造性に関しては強化の余地があります。創造性は個人のセンスに依存すると言わ

れますが、それを磨くことは可能です。製品では機能とデザインを高次元で融合するセンス、店舗表現ではブランドの世界観を

正しく伝えるための編集と演出の感性が求められます。この２つのセンスを備え、高い創造性を発揮できる人材が増えれば、

ゴールドウインの本質的価値は持続的に向上していきます。

人材採用においても、主眼を置くのが創造性です。学歴や国籍、性別を問わず、独自の発想をビジネスに活かせる人材を当社

では求めています。ユニークな発想を尊重し、創造性によって他にはない価値を生み出していくのが当社のあるべき企業文化

であり、本質的なダイバーシティだと考えています。

地球環境の再生を企業としての責任に

私はほとんどの週末を自然の中で過ごしますが、気候変動による変化を肌で感じています。水温上昇による魚の活動性低下

や、人間の居住域に現れるクマの被害など、自然はさまざまな「警告」を発していると感じます。人間の視点からの「サステナビ

リティ」では、もはや地球環境の破壊を食い止めることはできません。当社は環境負荷の低減に留まらず、地球環境の再生を

目指したポジティブインパクトを明確に目標化し、「サステナビリティ」に魂を宿していきたいと考えています。

「G O L D W I N  P L AY  E A RT H  PA R K（ゴールドウインプレイアースパーク）事業構想」は、その象徴的な取り組みです。自然の素

晴らしさを体感してもらい、共感を広げるコモンズ（共有地）としての役割を担い、地域社会と自然への責任を果たしていきま

す。日本は豊かな自然と四季を持つ美しい国ですが、その魅力に気付いていない人も少なくありません。自然を楽しむ需要の

拡大は、新たな経済効果にもつながると考えます。

地球環境の再生には、事業パートナーだけではなく、価値観を共有するお客さまや株主・投資家の皆さまともパートナーシッ

プを築き、共創していく必要があります。「G o l d w i n500」をはじめとする成長戦略を確実に遂行し、信頼を積み重ねながら、地

球環境の再生に本気で挑戦する当社に共感していただけるパートナーの輪を広げていきます。

2024年10月

代表取締役社長
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Sustainability

サステナビリティの考え方

ゴールドウイングループは、スポーツアパレルメーカーとして、ものづくりを通して豊かで健やかな暮らしを生み

出し、地球、社会の持続可能性に貢献することが使命と考えております。

世界では、気候変動や生物多様性をはじめとする環境問題、貧困や人権侵害など、多岐にわたる社会・環境問

題が叫ばれており、企業活動を通じてこうした課題の解決に取り組むことが求められています。当社も環境負

荷や人権問題が危惧されているアパレル産業に携わる企業として、こうした課題に真摯に向き合うことが重要

と考えています。

この使命を実現するためにも、製造から販売に至るまでのあらゆる段階で、社会や環境課題に心を配ることが

必須であり、こうした考え方を「ES G経営の基本方針」として定め、グループ全体で共有しています。

ESG経営の基本方針

ゴールドウイングループは、企業理念の「スポーツを通じて、豊かで健やかな暮らしを実現する」の考えのもとに、製造か

ら販売まで、あらゆる段階で心を配ることを実践していきます。また、経営の透明化や、従業員が健康に働き続けられる

職場環境づくり、そして地球環境・生態系への配慮、次世代育成、地域・社会へのスポーツを通した貢献など、これらす

べてを「スポーツ」への敬意と情熱を通じて実現していきます。

サステナビリティ経営  推進体制

当社グループでは、代表取締役社長がサステナビリティ経営全体についての最高責任と権限を有し、サステナビリティ経営の

有効性について責任を担っています。当社のサステナビリティマネジメント体制は、取締役会に紐づく諮問委員会としての「サ

ステナビリティ諮問委員会」とサステナビリティ経営の進捗状況の確認や、対応方針を検討する「サステナビリティ委員会」にて

構成されています。サステナビリティ諮問委員会は、当社の取締役・監査役に加え、外部から諮問委員を招聘し、サステナビリ

ティ推進に関わる社会動向や外部環境を確認するとともに、当社のサステナビリティ戦略について議論する場としています。サ

ステナビリティ諮問委員会での決定事項は、サステナビリティ委員会にて具体的な業務として執行されます。サステナビリティ

諮問委員会、サステナビリティ委員会ともにどちらも四半期に1度開催しています。

さらに、「（E）環境」について、当社では1999年にスポーツアパレル業界で初めてI S O14001の認証を取得し、環境保全活動・

環境配慮商品の開発と省資源による事業効率向上とを両立してきました。現在では、「E M S推進委員会」が I S O14001の認証

のもと、環境マネジメントシステムを実践しているほか、「開発委員会」のG R E E N  I S  G O O Dワーキンググループにおいて、環

境負荷低減素材の開発やリサイクル活動などを推進しています。
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体制図

ステークホルダーとの価値共創

創業から70年が経ち、当社は成長軌道にあります。これは、トップアスリートを含むお客さま、従業員とその家族、お取引先・

パートナー、金融機関、株主・投資家、創業の地富山県と本社のある渋谷区を中心とした地域社会、それにスポーツと切り離

せない豊かな自然環境とともに歩み続けてきた結果だと考えています。

当社はステークホルダーを常に大切に考え、ステークホルダーと価値を共創しながら、創業者の志であるスポーツのある豊か

な暮らしを実現します。
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マルチステークホルダー方針

当社は、2024年7月に新たな中期経営計画を発表し、株主にとどまらず、従業員、取引先、顧客、債権者、地域社会をはじめと

するマルチステークホルダーとの適切な協働のもと、「事業におけるサステナビリティ」と「環境におけるサステナビリティ」の2

つのサステナビリティの実現に向けて推進しています。その上で、価値協創や生産性向上によって生み出された収益・成果につ

いて、マルチステークホルダーへの適切な分配を行うことが、賃金引上げのモメンタムの維持や経済の持続的発展につながる

という観点から、従業員への還元や取引先への配慮が重要であることを踏まえ、マルチステークホルダー方針を定めていま

す。

方針や具体的な取り組み内容については、以下のP D Fファイルをご参照ください。

マルチステークホルダー方針

（PDF）
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パートナーシップ構築宣言

当社は、取引先とのより良い関係構築および取引の健全化をより一層強化し、継続的に取り組むことで、サプライチェーン全

体での新たな価値の創出を推進するよう「パートナーシップ構築宣言」を宣言しています。

イニシアティブ・外部団体への参画

ゴールドウインは、事業活動を通じて持続可能な社会を実現するため、サステナビリティに関するイニシアティブや外部団体へ

参画し、連携しながらその取り組みを推進しています。

ファッション協定（THE FASHION PACT）

ファッション・テキスタイル産業の環境負荷低減に取り組む国際的な枠組みである「ファッション協定」は、欧州を中心とする

ファッションおよびテキスタイル業界の企業が、「気候変動、生物多様性、および海洋保護」の3分野で具体的な共通目標を掲

げ、2019年8月に発足しました。

当社はこの協定に2024年2月より加盟し、アパレル産業全体の体系的な変革を目指し、議論や活動に積極的に参加していき

ます。

パートナーシップ構築宣言ポータル

サイト

当社のパートナーシップ構築宣言

（PDF）
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気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

当社は気候変動による事業への影響を重要な経営課題の一つと捉え、2022年6月にTC F Dの提言に賛同を表明するととも

に、当社グループの気候変動への取り組みを改めて整理し、フレームワークに基づいた情報を開示しています。

JSFA（Japan Sustainable Fashion Alliance）

ファッション業界が抱える環境や社会への負の影響を軽減するためには業界全体での連携を強化し、持続可能な循環型社会

を目指す必要があります。2021年8月に設立された「ジャパンサステナブルファッションアライアンス（英文名：JA PA N

S U STA I N A B L E  FA S H I O N  A L L I A N C E  略称：J S FA）はファッション産業の抱えるさまざまな課題について議論しており、当

社は設立の準備から参画しています。

参画企業とともに、ファッション産業が環境や社会に与える影響を把握し、ファッションおよび繊維業界の共通課題の解決策

を導き出し、「ファッションロスゼロ」と「2050年カーボンニュートラル」を目標にサステナブルなファッション産業への移行を

推進します。

THE FASHION PACT

TCFD提言に基づく情報開示

JSFAホームページ
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Sustainability

環境マネジメントシステム

基本的な考え方

わたしたちには、未来を生きる子どもたちに美しい地球環境を引き継ぐ責務があり、その実現のために常識を卓越した想像力

で世界に貢献する姿勢を持つことが不可欠であると考えます。地球環境の中で、調和のとれたより良い未来を創ることをめざ

し、広い視野で社会や環境課題の解決にむけて挑戦を続けます。ゴールドウイングループでは、こうした考えを「環境基本理

念」「環境基本方針」に定め、当社グループの全従業員に環境管理カードを配布し携行を促すとともに、毎年2回開催の環境管

理会議や業務部門ごとの環境教育活動を通じて、理念と方針の周知を徹底しています。

環境基本理念

私達には、自然と共存し調和ある繁栄を実現する崇高な使命が与えられています。ゴールドウイングループは、スポーツ

ウエアをはじめ各種機能ウエアの企画、製造、販売を通じて環境負荷の低減を目指すとともに、健康総合企業として地

球環境にやさしい商品の提供により環境への有益な影響を増進するなど、地球環境保護への姿勢を以下の環境方針

に定めます。

環境方針

1. 事業活動または保有する設備が適用を受ける環境に関する法律、規則およびその他要求事項を遵守するととも

に、可能な限り自主基準を設定し、環境の汚染予防と環境保護に努めます。

2. 事業活動が環境に与える有害な影響を認識し、全社員参加によりその影響を低減し、緑の地球を守ります。

3. 環境影響を改善するための目的・目標の設定、および見直しを実施し、継続的な改善活動を実施します。

4. エネルギーおよび資源の使用量・排出量を充分に認識し、限りある地球資源の有効利用、産業廃棄物の削減を実

施します。

5. 持てる経営資源を結集して独自の技術を開発し、人の健康と環境にやさしい商品の開発を推進いたします。

6. 地球と生物が健康体であり続けるために、自然環境に調和し、地域社会と共存できる企業であり続けます。
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環境活動推進体制

当社グループでは、代表取締役社長がサステナビリティ経営全体についての最高責任と権限を有し、サステナビリティ経営の

有効性について責任を担っています。当社のサステナビリティマネジメント体制は、取締役会に紐づく諮問委員会としての「サ

ステナビリティ諮問委員会」とサステナビリティ経営の進捗状況の確認や、対応方針を検討する「サステナビリティ委員会」にて

構成されています。サステナビリティ諮問委員会は、当社の取締役・監査役に加え、外部から諮問委員を招聘し、サステナビリ

ティ推進に関わる社会動向や外部環境を確認するとともに、当社のサステナビリティ戦略について議論する場としています。サ

ステナビリティ諮問委員会での決定事項は、サステナビリティ委員会にて具体的な業務として執行されます。サステナビリティ

諮問委員会、サステナビリティ委員会ともにどちらも四半期に1度開催しています。

また、代表取締役社長が委員長、他の経営層が副委員長を努める「E M S推進委員会」がグループ全体の環境活動推進業務の

統括責任を担っています。「E M S推進委員会」が I S O14001に基づき、各業務部門の環境推進活動の実績を毎月管理していま

す。また、全社の製品や技術開発の中核を担う「開発委員会」の下部組織「G R E E N  I S  G O O Dワーキンググループ」では、主に

環境配慮型商品の開発や不要となった衣類の回収などの活動推進や進捗管理を行っています。

EMS推進委員会

「E M S推進委員会」は、代表取締役社長が最高責任者を務め、経営層が副委員長を務めています。当社グループにおける各部

門の環境推進活動の進捗確認に加え、I S O14001の維持管理を行っています。環境推進活動の進捗は内部監査室、管理本部

及び総合企画本部で構成される事務局が毎月管理しています。事務局は業務部門ごとに環境推進活動を管理し、各業務部門

の管理職が環境推進活動の責任者となることで、環境推進活動の徹底を図っています。

開発委員会GREEN IS GOOD ワーキンググループ

主に調達本部、総合企画本部、事業本部で構成される開発委員会の「G R E E N  I S  G O O Dワーキンググループ」は、月に一度開

催され、環境負荷低減素材の採用推進、衣類回収の管理および、当社の環境推進活動をお客さまに伝えるマーケティング活動

の推進などを行っています。各業務部門の環境負荷低減素材の登録管理を当ワーキンググループで行い、E M S推進委員会と

連動して環境負荷低減素材を使用した製品の売上比率の管理を行っています。また、開発素材の情報共有など、グループ全体

での活動推進の役割も担っています。
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体制図

環境重要課題の特定

アパレル産業は、環境への負荷が大きい産業といわれており、自然と共生する社会システムの構築が喫緊の課題です。また、

当社の事業の中核となるスポーツやアウトドアは環境問題とは切り離すことのできないアクティビティです。当社は、可能な限

り少ない資源とエネルギーを利用した環境負荷を抑えた事業活動を通じて、持続可能な地球環境の保全と社会構造の構築を

目指しています。2024年7月に新たに策定した中期経営計画では、2021年5月に特定した従来の3つの環境重要課題に「生物

多様性の保全と回復」を追加しました。
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環境改善活動における戦略と具体策

具体的な取り組み状況は以下をご覧ください。

グリーンデザインの推進

脱炭素社会の実現

循環型社会の実現
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ISO14001認証取得

ゴールドウイングループは富山地区にて、スポーツアパレル業界で初めて1999年11月に I S O14001（環境マネジメントシステ

ム）の認証を取得しました。環境保全活動・環境配慮商品の開発と省資源による事業効率向上とを両立させるため、2006年2

月にはゴールドウイン全事業所が I S O14001の認証を取得。さらに2008年7月にはゴールドウインロジテムが同様に

I S O14001の認証を取得しています。

当社の経営指針の1つである「きれいな経営」を実践し、雇用・経済活動に加え、環境に配慮した商品・サービスの提供を通じ

て社会に貢献してまいります。

ISO14001認証事業所

環境監査

当社グループでは、I S O14001に基づき、認証機関による監査と年1回の内部監査を実施しています。内部監査は法規制と業

務部門が定めた年度ごとの目標への適合性を中心に行っており、2023年度は3件の不適合と11件の観察事項がありました。

不適合は業務部門が定めた年度ごとの目標未達で確認され、原因を分析し、是正処置を完了しています。

認証機関による審査では不適合はなく、観察事項が6件ありました。観察事項に対しては指摘事項を改善するなどの処置を完

了しています。2021年度からフロア単位からより小さい業務部門単位での管理へ切り替え、2022年度以降はコミュニケー

ションがより活発になり、これまで以上に環境基本理念、環境方針への理解が深まっています。
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EMS内部監査員育成

当社グループでは、2023年度末時点で32人のE M S内部監査員がいます。内部監査員には毎年1回ミーティングを行い、

I S O14001への理解を深めています。2023年度は3人の新任の内部監査員が加わり、新人教育に加え、ベテランの監査員と

実務をともにすることで、スキルの向上を図っています。

環境法令の遵守

ゴールドウイングループでは、該当する法規制を遵守し、環境リスクを最小化するために、該当する法規制の更新を半年に一

度確認し、法規制の要求事項を定期的に確認しています。その結果、2023年度は法令違反や罰金などはありませんでした。

今後も法規制を遵守し、グループ全体で環境リスクのマネジメントに取り組みます。

主な環境関連法令

東京地区

富山地区

2023年度の監査結果

内部監査による指摘 認証機関による審査での指摘

不適合 3 0

観察事項 11 6

資源有効利用促進法

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

使用済み小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）

リサイクルに関する条例

水質汚濁防止法
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ゴールドウインロジテム

富山県公害防止条例

小矢部市公害防止条例

下水道法

騒音規制法

振動規制法

消防法

高圧ガス保安法

電気事業法

工場立地法

資源有効利用促進法

大気汚染防止法

建設リサイクル法

毒物及び劇物取締法

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

使用済み小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

電気事業法

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

使用済み小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）

地域協定書　第6条　水質汚濁防止対策

地域協定書　第7条　廃棄物処理

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）

下水道法
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Sustainability

TCFD提言に基づく情報開示

ゴールドウイングループでは、気候変動による事業への影響を重要な経営課題の一つと捉えております。当社

グループでは、長期ビジョン「PLAY E ARTH 2030」のもと、「事業と環境の二つの側面におけるサステナビリ

ティの両立」を目指し、事業構造を改革しています。2022年度、その取り組みの一環として、「気候関連財務情

報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に賛同を表明するとともに、当社グループの気候変動への取り組みを

改めて整理しました。これからも、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に沿った情報開示

の充実を進めるとともに、気候変動を含むあらゆるリスクに適切に対応し、持続可能な社会の実現と企業価値

の向上を目指していきます。

I.ガバナンス

当社グループでは、代表取締役社長がサステナビリティ経営全体についての最高責任と権限を有し、サステナビリティ経営の

有効性について責任を担っています。当社のサステナビリティマネジメント体制は、取締役会に紐づく諮問委員会としての「サ

ステナビリティ諮問委員会」とサステナビリティ経営の進捗状況の確認や、対応方針を検討する「サステナビリティ委員会」にて

構成されています。サステナビリティ諮問委員会は、当社の取締役・監査役に加え、外部から諮問委員を招聘し、サステナビリ

ティ推進に関わる社会動向や外部環境を確認するとともに、当社のサステナビリティ戦略について議論する場としています。サ

ステナビリティ諮問委員会での決定事項は、サステナビリティ委員会にて具体的な業務として執行されます。サステナビリティ

諮問委員会、サステナビリティ委員会ともにどちらも四半期に1度開催しています。

「取締役会」では、気候変動に係る基本方針や重要事項を踏まえ、事業戦略の策定、投融資審査等を総合的に審議・決定して

います。

さらに、気候変動をはじめとする地球環境問題の改善に向けた実践組織として「E M S推進委員会」を設置しています。また、全

社の製品や技術開発の中核を担う「開発委員会」の下部組織「G R E E N  I S  G O O Dワーキンググループ」と連動して、グループ

全体での環境への取り組みを推進しています。
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体制図

Ⅱ．戦略

気候変動による影響はリスクにも機会にもなりうると考えています。当社グループは、長期ビジョン「P L AY  E A RT H  2030」の

もと、「事業と環境の二つの側面におけるサステナビリティの両立」を目指し、事業構造を改革しており、その取り組みの一環と

して2022年度に将来的な気候変動の影響を評価するためのシナリオ分析を実施しました。

「P L AY  E A RT H  2030」では、中長期の気候変動に対して、環境負荷低減素材を使用した製品比率向上による「グリーンデザ

インの推進」、全事業所と直営店におけるカーボンニュートラル推進による「脱炭素社会の実現」、製品・材料廃棄物のゼロ実

現による「循環型社会の実現」の3つの環境重要課題を定めています。今回のシナリオ分析により検討した気候変動のリスク・

機会については、この環境重要課題により十分に対応できることを確認しています。
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1.シナリオ分析

①シナリオの設定

気候関連リスク・機会の分析においては、国際的に認められた複数の気候変動シナリオを参照しています。気候変動が当社グ

ループに及ぼすリスク・機会の抽出と、長期戦略を検討するにあたり、国際エネルギー機関（ I E A）が2021年に発表したN e t

Ze ro  Em i s s i o n s  b y  2050  S c e n a r i o（N Z E）、気候変動に関する政府間パネル（ I P C C）が2014年に発表した第5次評価報

告書のRe p re s e n t a t i ve  C o n c e n t ra t i o n  Pa t h wa y s  (R C P8.5)を参照し、分析しました。

②気候関連リスク・機会要因の選定プロセス

事業戦略の妥当性や、2030年に向けた成長戦略の検討に向けて、1.5℃シナリオ、4℃シナリオの2つの気候変動シナリオに

基づき、移行リスク・機会および物理リスク・機会を抽出しました。

1.5℃シナリオでは、今後想定される炭素税などのカーボンプライシングや環境規制の強化などがリスク要因に、循環型ビジ

ネスモデルの構築や、サステナブルファッション市場の拡大に伴う次世代素材・リサイクル素材の開発・活用などが機会要因に

なると捉えています。さらに、消費行動の変化に伴い、リセールやファッションサブスクリプションなど、新しい市場参入機会も

創造されると考えています。

4℃シナリオでは、2030年時点ではリスク・機会ともに大きく顕在化しない可能性はあるものの、台風や洪水などの災害発生

によるサプライチェーンへの影響がリスク要因になると捉えています。さらにこうした極端現象の増加がスポーツイベントへ影

響するリスクや、新たなニーズの創造につながると考えています。

想定される世界 参照シナリオ

1.5℃（主に移行リスクが顕在化）
I E A  :  N e t  Ze ro  Em i s s i o n s  b y  2050  S c e n a r i o

（N Z E）

4℃（主に物理的リスクが顕在化）
I P C C  :  Re p re s e n t a t i ve  C o n c e n t ra t i o n  Pa t h wa y s

(R C P8.5)
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1.5℃シナリオ

参考シナリオ：N Z E

想定される変化

アパレル産業への影響

環境関連の政策規制が強化され、企業の温室効果ガス排出は厳しく規制される。

同時に再生可能エネルギー普及政策の強化により、再生可能エネルギーの活用が進む。

消費者のサステナビリティへの関心が高まり、低炭素、循環型の製品・サービスが拡大する。

非財務情報開示の義務化が進み、ES G投資が定着する。

異常気象 (台風の頻発、ゲリラ豪雨、渇水、豪雪等）は、2022年度現在と同程度に発生する。

環境負荷低減に向けリサイクル素材、新素材の活用が進む。

「サステナビリティ」が新しいブランド価値として定着する。

消費者が低炭素、循環型の商品を好んで選択する。

サステナブルファッションのインフルエンサーが登場する。
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区分
気候影響の

分類
カテゴリ リスク・機会の内容 主な取り組み／対策

リスク 移行

政策規制

炭素税導入による操業コスト増

大

カーボンニュートラルに向けた

取り組み（再生可能エネルギー

への転換など）

環境規制の強化による間接コ

スト増（G H G排出量算定、カー

ボンフットプリント表示など）

温室効果ガス排出量の適正報

告・開示体制の整備 (2025年目

途に開示）

技術

環境負荷低減新素材、リサイク

ル素材への転換による生産コ

スト増

次世代素材・リサイクル素材の

転換促進

業界連携・協業などによるコス

ト削減

機会 移行

資源の効率

化

循環型ビジネスモデル構築に

よる競争優位性獲得

発注流動強化によるファッショ

ンロスの低減

循環型ビジネスモデル構築に

向けた業界連携・協業

製品および

サービス

サステナブルファッションへの

先行的移行による競争優位性

獲得

環境負荷低減素材の積極的活

用

新素材、新製法を利用した商品

開発推進による差別化

次世代素材発掘に向けたC VC

開始

顧客の消費行動・意識変化へ

の対応によるブランドイメージ

向上

サステナブルファッション定着

に向けた情報発信・新製品投

入

市場

リセールやファッションサブスク

リプションなどへの進出による

新市場獲得

リペアサービス、リセール、

ファッションサブスクリプション

などの新規事業検討
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4℃シナリオ

参考シナリオ：R C P8.5

想定される変化

アパレル産業への影響

2.財務影響評価

シナリオ分析では、当社グループに将来、影響を及ぼすと予測される気候関連要因を検証しました。なお、財務的影響につい

ては、2022年度では一部の要素についての試算にとどめており、今後詳細に分析する計画です。

将来、想定される炭素税などのカーボンプライシングについては、当社の製品調達や店舗運営コストに影響を与える可能性が

あります。また、台風や洪水といった災害の発生が、当社サプライチェーンへ影響することによる財務的影響も想定されます。

環境関連の厳しい政策規制は見送られ、温室効果ガスの排出は現在（2022年度）の速度で増加。

再生可能エネルギーは一部の企業で導入されるが、従来型エネルギーの需要が大きい。

ES G投資が進むが、非財務情報の活用は一部の投資家に留まる。

異常気象 (台風の頻発、ゲリラ豪雨、渇水、豪雪等）や極端現象の発生頻度が増加する。

異常気象によりサプライチェーンが被災し生産遅延などが頻発する。

夏の猛暑日、冬の豪雪など記録的な極端現象の頻発に伴い、機能性衣類への需要が高まる。

区分
気候影響の

分類
カテゴリ リスク・機会の内容 主な取り組み／対策

リスク 物理的

緊急性の物

理的リスク

台風・洪水などの災害によるサ

プライチェーン上の損害

サプライチェーンマネジメント

の強化

慢性の物理

的リスク

極端現象の増加によるスポー

ツイベントへの影響（開催地の

変更、実施可能時期の減少、競

技人口の変動など）

競技人口の動向を注視し、生産

計画・商品開発に反映

機会 移行
製品および

サービス

極端現象の増加による新たな

ニーズ（機能とファッションの両

立）への対応

新素材、新製法の活用による機

能性の向上と、ゴールドウイン

スタイルのファッション提案
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1.5℃シナリオにおいては、炭素税率の引き上げについて検討しました。今後、15,000円 / t-C O 程度の炭素税が導入された

場合を仮定して、現在のG H G排出量（S c o p e1,2）をベースに試算した結果、財務的影響は軽微であると考えています。また、

製品製造においてリサイクル素材を活用することを推進しており、カーボンプライシングによるリスクは低減するものと判断し

ました。定量分析は行っていないものの、サステナブルファッションが主流となる社会の到来は、当社グループの先進的な環境

への取り組みの市場浸透という点から機会になるものと考えています。

4℃シナリオで想定されるサプライチェーンへの影響については、2019年のタイにおける縫製工場の浸水被害から想定し、当

社への財務的影響は大きくないと考えています。現在でも新規出店等にあたっては災害リスクなどを考慮して展開しているほ

か、サプライチェーンマネジメントの強化に着手しており、被害可能性の最小化に努めています。また、極端現象の増加におけ

る既存ビジネスへの影響も想定されますが、市場動向を注視した生産計画・商品開発により、リスクを低減し機会の獲得につ

ながると考えています。

シナリオ分析により特定したリスクと機会については、当社グループが現在進めている長期ビジョン「P L AY  E A RT H  2030」

の中で、環境問題への取り組みを経営の重要課題の一つと位置付け、財務戦略に反映しています。中期経営計画5期間中で

700～800億円の営業キャッシュ・フローを創出する計画で、その中において「新製品の研究開発」に150～200億円、「環境負

荷低減の取り組み」に50～100億円、「ポートフォリオ再構築」に100～150億円の投資をする計画です。

Ⅲ．リスク管理

当社グループは、経営課題に内在するさまざまなリスクに対応するため、サステナビリティ委員会、ガバナンス委員会をはじめ

とする各種の社内委員会を設定し、リスク管理、コーポレート・ガバナンスの充実に努めています。

気候変動に伴うリスクと機会には、脱炭素社会への移行に起因するものと、気候変動の物理的な影響に起因するものが想定

されます。こうした気候変動に伴う外部環境の変化を整理し、さらにアパレル産業への影響を評価した上で、当社グループの

事業活動への影響度を鑑み、重要なリスクと機会を特定しています。特定したリスクと機会に関しては、サステナビリティ委員

会にて報告され、対応方針、施策、目標の策定とともに審議されています。審議された内容は取締役会に報告され、その監督

の下、最終決定されます。

また、経営戦略に関する意思決定など、経営判断に関するリスクについては必要に応じて法律事務所などの外部の専門家の

助言を受け、関係部門において分析・検討を行っています。

Ⅳ．指標と目標

1.気候関連リスクおよび機会を評価する指標と目標

当社グループでは、V U C A時代の環境変化に適応し、持続的成長を実現するため、リスクと機会を見極めながら当社の強みを

生かして、事業と環境の二つの側面におけるサステナビリティの両立を目指す長期ビジョン「P L AY  E A RT H  2030」を策定し

ました。そのなかでも環境問題への取り組みを最重要課題のひとつとして2030年、2050年を見据えた目標を設定していま

す。

2
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地球環境の改善に向けた環境重要課題として「グリーンデザインの推進」「脱炭素社会の実現」「循環型社会の実現」を掲げ、

中期・長期の目標設定と環境改善に向けた具体策を進めています。

具体的には「グリーンデザインの推進」として環境負荷低減素材への移行を目標に、B re we d  Pro te i n™の開発拡大やリサイ

クル素材への転換推進、環境負荷低減副資材の活用などにより、2050年までに環境負荷低減素材を使用した製品比率

100％を目指します。また、「脱炭素社会の実現」については、再生可能エネルギーへの転換を進めるとともに、サプライチェー

ンマネジメントの強化により、2050年にはサプライチェーンを含むカーボンニュートラル達成を目指しています。「循環型社会

の実現」については、ファッションロス・ゼロを目標に、発注流動強化による総量規制やファッションロス・ゼロに向けた業界連

携などを推し進め、2050年までにサプライチェーンを含む廃棄ゼロの達成を目指す計画です。

2.温室効果ガス排出量の削減目標および実績

①削減目標

当社は、2050年でのサプライチェーンを含めたカーボンニュートラルを目指し、2025年には国内全事業所、2030年には全事

業所・直営店でのカーボンニュートラルを目標として取り組んでいきます。

②実績

当社の温室効果ガス排出量削減の実績は、以下のページより最新情報をご覧いただけます。

脱炭素社会の実現

Goldwin ESG Databook   26

https://about.goldwin.co.jp/sustainability/carbonneutral


Sustainability

グリーンデザインの推進

基本的な考え方

アパレル産業は、温室効果ガスの排出、水の使用、製品の大量廃棄など、社会や環境へのマイナスインパクトが非常に大きい

産業といわれています。ライフサイクルが短く環境負荷の高い製品から、長期にわたって安心してお使いいただける製品への

転換が必要です。

当社グループでは、環境の持続可能性を高め、生活者にとって安心で、長期に使用していただける製品を提供することを目指

し、環境負荷が低く再生可能な原材料を使用した製品開発を積極的に進めています。

環境重要課題

当社グループでは、環境の持続可能性を高め、生活者に安全で長期にわたって役に立つ製品を提供する事を目指し、環境負

荷が低く再生可能な原材料を使用した製品開発を積極的に進めてきました。そして2021年に策定した中期経営計画のなか

で、あらためて重要課題の一つとして「グリーンデザインの推進」を設定しました。

環境負荷低減素材を使用した製品の比率は、各事業部門の重点目標項目に組み込まれるとともに、代表取締役社長が委員

長を務めるE M S推進委員会の事務局が、月ごとの進捗を確認しています。

環境改善活動における戦略と具体策

環境負荷低減素材使用製品の拡大

2021年に策定した中期経営計画のなかで中長期目標を明示したことで、全社的に環境負荷低減素材の使用が進んでいます。

2023年度の環境負荷低減素材を使用した製品の比率は65.3%となりました。構造タンパク質素材「B re we d  Pro te i n™（ブ

リュード・プロテイン™）」をはじめとした植物由来原料、リサイクルやアップサイクル原料など、環境負荷の低い素材を使用し

た製品開発を今後も積極的に進めていきます。
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環境に配慮した次世代新素材の共同開発

環境負荷低減素材使用製品比率(%)
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当社を含む多くのスポーツアパレルでは、これまで石油を原料としたポリエステル

やナイロンといった繊維を多く使用してきましたが、これらの素材は自然環境への

ネガティブな影響が懸念されています。環境負荷低減素材への移行を推進してい

る当社は、2015年から山形のバイオベンチャーであるS p i b e r株式会社と協働し、

より環境負荷が低い素材を開発してきました。「B re we d  Pro te i n™ファイバー」は

植物由来のバイオマスを原材料に使用し、微生物の発酵プロセスにより生産され

るため、従来の素材に比べて環境負荷を大幅に低減させることが可能です。例え

ば、高級獣毛でありながら、さまざまな環境リスクを指摘されているカシミヤ繊維

と比較した場合には、温室効果ガスの排出量を大幅に削減し、土地や水の使用量

を減少させることができます。また、「B re we d  Pro te i n™ファイバー」の素材自体は

生分解性を有するため、最終製品の設計によっては石油由来製品によるマイクロ

プラスチック排出の課題解決への貢献が見込めるなど、従来の動物由来、植物由

来、合成素材に代わるソリューションを提供することができる次世代の素材として

期待が寄せられています。これまでは安定的な供給が難しく、数量限定でTシャツ

などを販売してきましたが、量産化体制の構築に伴い、2023年9月には「リジェネ

ラティブ・サークル（R EG E N E R AT I V E  C I R C L E）」をコンセプトに、「B re we d

Pro te i n™ファイバー」を使用した製品を各国で同時発売しました。東京とロンドン

ではポップアップストアをオープンし、大きな反響をいただきました。さらに、全国

のバイヤーからもたくさんの反応をいただき、サステナブルなファッションの未来に

ついて、関心が高まっていることを再確認しました。同繊維は生産量拡大の途上の

ため、依然として当社の従来製品よりも価格を高く設定せざるを得ないことが課題

です。一人でも多くのお客さまにこの素材を使用した製品を使っていただけること

が、環境課題の解決につながると考え、今後もこの取り組みを推進していきます。

GREEN IS GOOD

生活者とともに環境を考え持続可能な社会を実現することを目的に2008年から行っている環境負荷低減活動である

「G R E E N  I S  G O O D」においては、環境負荷を減少するためのアイデアを取り⼊れた製品開発や製造を推進する「グリーンデ

ザイン」に取り組んでいます。

G R E E N  I S  G O O Dについては、以下をご覧ください。

リサイクル素材への転換促進

Spiber株式会社との共同開発

構造タンパク質「ブリュード・プロテイン」

特設サイト

環境コミュニケーション
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スポーツアパレルの多くは、石油を原料として製造されたポリエステルやナイロンなどを使用しています。当社では、使用済み

の衣料や繊維製品およびペットボトルなどを再生したリサイクルポリエステルやナイロンの利用、また、ダウンジャケットの羽

毛を再洗浄したリサイクルダウンなどを新たな製品に再利用するなどの取り組みにより、枯渇していく化石燃料に頼らないリ

サイクル素材への転換を積極的に進めていきます。あわせて店舗では、不要となった衣類の回収を行い、限られた資源の循環

利用を促進しています。

環境負荷低減副資材の活用

製品主素材での環境負荷が低い素材の使用比率を高めるとともに、製品のファスナーなどの付属パーツに関しても、リサイク

ル原料や環境への負荷が低い植物由来の原料などを使用した資材の利用を進めています。また、容器・包装や吊札類の削減、

循環利用可能な材料の選定など、副資材の利用におけるさまざまな環境負荷低減も推進していきます。

今後の課題

今後も環境負荷の低い素材や製品の開発とともに、製造工程も含めた環境負荷の低減を進めます。ステークホルダーのみな

さまにも当社グループの環境に対する取り組みをご理解いただけるように努め、機能、美しさだけでなく環境に配慮した製品

として選択していただくことが課題となります。
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Sustainability

脱炭素社会の実現

基本的な考え方

アパレル産業はC O 排出量が非常に多い産業といわれています。地球温暖化は喫緊の課題であり、パリ協定で約束された

1.5℃目標の達成にむけ積極的な対応が必要です。当社グループは、可能な限り少ない資源とエネルギーを利用した環境負

荷を抑えた事業活動を通じて、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。今後は直営店での排出削減やサプライヤーと

の連携強化による化石燃料に頼らない原材料の調達や製造工程の見直しなどとともに、カーボンニュートラル達成を目指し

ていきます。

環境重要課題

当社グループではかねてより、主要事業所におけるエネルギー消費量の削減とC O の排出量削減に取り組んできました。これ

らの取り組みを一層進め、サプライチェーン全体でのC O 削減に取り組むために、中期経営計画のなかで、重要課題の一つと

して「脱炭素社会の実現」を設定しています。サプライヤーとの連携を強化し、化石燃料に頼らない原材料の調達とともに、

カーボンニュートラル達成を目指しています。

また、代表取締役社長が委員長を務める「E M S推進委員会」を中心に脱炭素社会の実現に向けた取り組みを進めています。

E M S推進委員会事務局では事業所ごとの温室効果ガス排出量の実績を毎月管理し、排出量の削減に努めています。また、年

2回開催される環境管理会議でも進捗が報告されます。

環境改善活動における戦略と具体策

2

2

2
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温室効果ガス排出量削減

当社グループは、継続して温室効果ガス排出量の削減を実施しています。2023年度の国内事業所からの排出量は128  t-C O

であり、直営店からの排出は2,158  t-C O でした。

また、2023年度は、初めてG H Gプロトコルに基づき、S c o p e1・2・3の算定をしました。今後は算定結果に基づいた排出量削

減に向けて、取り組みを強化していきます。具体的には、当社が直接排出するS c o p e1に加えて、直営店の再生可能エネル

ギーへの転換などによりS c o p e2の削減を進めるとともに、温室効果ガス排出量の多くを占めるS c o p e3のカテゴリ1の削減

に向けて、C O 排出量の少ない製品の開発やサプライヤーとの連携を強化していきます。

2

2

2

CO 排出量推移（国内事業所および直営店）(t-CO )

※2024年3月期より直営店のCO 排出量算定を行いました。

2 2

2

2023年度温室効果ガス排出量（t-CO ）

S c o p e  1・2・3 262,864

S c o p e1 312

S c o p e2 1,974

S c o p e3 260,578

　カテゴリ1  245,008

2

※1
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温室効果ガス（GHG）排出量の第三者検証の受審

当社は、算定した温室効果ガス（G H G）排出量の信頼性向上のため、S G Sジャパン株式会社による第三者検証を受審し、その

検証結果を公表しました。

今後も脱炭素社会の実現に向けてC O 削減の取り組みを推進し、事業活動に伴う環境への影響を適切に把握・管理していき

ます。また、ステークホルダーの皆さまへ正しく分かりやすくお伝えするとともに、環境負荷低減に向けた取り組みを加速させ

ていきます。

検証意見書（2023年度）

　カテゴリ3 633

　カテゴリ4 3,491

　カテゴリ5  41

　カテゴリ6 850

　カテゴリ7 941

　カテゴリ12 9,614

※1  算定対象は連結対象のうち、日本国内の親会社および子会社とし、海外子会社を除きました。

※2  調達した製品を算定対象としました。

※2

2

Goldwin ESG Databook   33

https://about.goldwin.co.jp/cms/wp-content/uploads/2024/10/sgs2024.pdf


調達物流から排出された温室効果ガス

ゴールドウイングループでは物流に関する温室効果ガスの排出量の把握に取り組んでおり、2023年度は調達時の輸送で

2,029 tのC O ₂の排出がありました。翌2024年度に同量の排出枠クレジットを購入しカーボンオフセットを完了していますが、

今後は排出削減に向けた施策の検討とその実施を進めていきます。

エネルギー使用量の削減

当社グループは、継続してエネルギー使用量の削減に取り組んでいます。

2023年度の国内主要事業所の総エネルギー使用量は34,547G Jであり、2022年度から削減されましたが、2023年度から算

定の対象に直営店を加えたことにより、主に電力およびショッピングモール内のテナント店の空調の動力として使用される都

市ガスの使用量が増加し、結果として総エネルギー使用量が82,310G Jに増加しました。その他内訳における変化について

は、ゴールドウインロジテムにおいて空調の動力として使用していたA重油を電力へ切り替えたことによりA重油の使用量が

0 tとなり、また、軽油については、揮発油との区別をより明確化したことにより算出量が2022年度と比較し増加しています。算

定の対象を拡大し精緻化することでエネルギー使用状況の可視化が進みました。2024年度も引き続き省エネルギーに努め、

さらなる削減に取り組みます。

エネルギー使用量

単位
2019年

度

2020年

度

2021年

度

2022年

度

2023年

度

電力
千

k W h
3,711 3,501 3,502 3,473 8,548

都市ガ

ス

構内設備使

用分
千㎥ 5.527 3.192 2.197 3.759 118.803

L P G
構内設備使

用分
t 187.0 6.9 6.7 5 .8 4 .7

A重油 ㎘ 50.4 50.8 52.0 18.4 0

揮発油
自動車使用

分
㎘ 16.0 11.0 18.9 20.3 18.6

軽油
自動車使用

分
㎘ 0.980 0.862 4.492

総エネルギー  合計 G J 48,898.9 37,765.5 37,979.9 36,372.2 82,310
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再生可能エネルギーへの転換

当社グループは、温室効果ガス排出量の削減のために、使用する電力を再生可能エネルギーに転換しています。この取り組み

の一環として、富山地区の事業所においては太陽光パネルによる自家発電システムを導入しています。

2023年度は、これまでの算定範囲である国内主要事業所に加え直営店を含めたことから、電力使用量は増加しました。また、

同様に算定範囲に直営店を含むことにより算定範囲全体の再生可能エネルギー使用比率は低下することとなりましたが、

2023年度の国内主要事業所における再生可能エネルギー使用比率は97.6％となり、前年度からの再生可能エネルギーへの

転換が進んでいます。算定範囲を直営店も含めることにより、更なる現状の可視化、算定の精緻化を進め、引き続き事業所、直

営店で使用する電力を再生可能エネルギーへ転換することを推進します。

※軽油の使用量は2021年度から計測しています。

※2023年度より直営店実績を含む

エネルギー使用量推移（GJ）
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オゾン層破壊物質の適正管理

当社グループでは、空調機器に充填されているフロン類を、フロン排出抑制法に定められた基準に従い管理しています。2023

年度はフロン類の漏洩は確認されませんでした。今後も法を順守し、フロン類の排出抑制に努めていきます。

今後の課題

2023年度は国内事業所での温室効果ガス排出量を計画値以上に削減できました。また、直営店の温室効果ガス排出量およ

びG H Gプロトコルに基づくS c o p e3の算定をしたことにより、当社グループの温室効果ガス排出量の把握も進展しました。今

後もより正確な排出量の実態把握に努めるとともに、中長期計画に基づき事業所・直営店に加えサプライチェーンでの温室効

果ガス排出量についても実態把握を進め、その削減を推進します。

電力使用量(kWh /  %)

※国内主要事業所使用量（一部の事業所と店舗は除く）

※2023年度より直営店実績を含む
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Sustainability

循環型社会の実現

基本的な考え方

アパレル産業は人々の生活で重要な役割を果たす一方で、大量生産・大量消費・大量廃棄といった社会や環境への負のイン

パクトが深刻化しています。再生可能な原材料の利用や製品寿命の長期化など、資源を有効利用することが必要です。

ゴールドウイングループでは、事業活動における廃棄物削減や不要となった衣料の再利用など、廃棄をなくすファッションロ

ス・ゼロによる循環型社会の実現を目指します。

環境重要課題

当社グループでは、これまで調達や生産計画の管理を徹底し、当社内での資材や製品の廃棄削減に努めてきました。そして、

バリューチェーン全体で廃棄による単純焼却や埋め立てをなくすべく、中期経営計画のなかで、重要課題の一つとして「循環型

社会の実現」を設定しています。サプライチェーン全体における材料や製品の廃棄ゼロに向けた取り組みや、不要となった衣

類の店頭回収とその再利用を推進し、循環型社会の実現を目指しています。

また、代表取締役社長が委員長を務めるE M S推進委員会の事務局では、製品・材料廃棄量の実績を毎月管理し、廃棄量の削

減を進めています。さらに、年2回開催される環境管理会議でも進捗が報告されます。

環境改善活動における戦略と具体策
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廃棄物の削減

当社グループの2023年度の産業廃棄物の排出量は56.4 tでした。2024年5月の本社移転に向けた準備や、物流倉庫等の整

理に伴い廃棄が増加しました。製品と材料の廃棄は全体の約24%を占めていますが、デジタル技術を活用した設計や製品製

造の過程で発生する生地の廃棄削減に取り組むなど、ファッションロス削減に努めました。今後も、製品や材料廃棄の削減・有

効活用について検討し、廃棄ゼロを目指します。

販売ロス率の低減による製品廃棄の削減

アパレル産業で大きな環境問題とされているのが、供給過剰による製品廃棄問題です。当社は2000年からの実需型ビジネス

モデルへの転換を機に、発注流動管理を徹底し、調達総量を厳しく管理しています。また、販売期間中の迅速な在庫流動によ

り、2023年度の販売ロス率を1.5％まで低減しています。

廃棄物排出量（t）

※2022年度より、廃棄物排出量の明細を「製品・材料」と「その他」に分類しています。
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水資源の保全

当社グループは、節水による水使用量の削減や、排水処理、排水水質の適正な管理などで、水資源の保全に取り組んでいま

す。上水道においては、東京本社は上⽔を利⽤し、富⼭本店とゴールドウインロジテムは地下⽔を利⽤しています。各拠点（東

京本社、富山本店、ゴールドウインロジテム）における2023年度の上⽔道利用量の合計は、上⽔4,076㎥、地下⽔126,623㎥

となりました。

また、下水は生活排水のみ16,447㎥を排水し、汚染物質の排出は確認されませんでした。

販売ロス率（%）

上下水道使用量

単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

上水道

上水 ㎥ 4,920 3,065 2,723 3,574 4,076

地下水 ㎥ 91,065 232,048 178,496 159,155 126,623

下水道 ㎥ 17,422 13,989 13,034 14,259 16,447

※東京本社、富⼭本店、ゴールドウインロジテムが対象です。
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紙の使用量削減

当社グループは、ペーパーレスを推進し、オフィスにおける紙使用量の削減に取り組んでいます。資料・文書の電子データ化、

電子申請システムの導入によるペーパーレス化、両面・割付印刷の推進、ノートP C端末導入によるペーパーレス会議の推進

などにより、コピー用紙の使用削減に取り組んでいます。

2023年度の東京地区におけるコピー用紙の使用量は2,729kgとなりました。今後はそのほかの事業所における使用量の把

握と、さらなる使用量削減に取り組んでいきます。

※これまで算定対象の記載が「富山本店」となっておりましたが、正しくは「東京地区」でしたので、修正しました。

GREEN IS GOOD

生活者とともに環境を考え持続可能な社会の実現することを目的に2008年から行っている環境負荷低減活動である

「G R E E N  I S  G O O D」において、お客様と一緒に起こすアクションとして、お客様で不要となった衣類を回収しリサイクルする

活動を進めています。繊維製品を循環させる取り組みなどを通して循環型社会の実現を推進しています。

G R E E N  I S  G O O Dについては、以下をご覧ください。

コピー用紙の使用量（東京地区）（kg）

環境コミュニケーション
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資源を大切に使うための取り組み

リサイクルの推進

当社グループは、限りある資源を大切に使うために、衣類を循環型モデルに組み込む取り組みを進めています。ブランドや質・

状態に関わらず、不要となった衣類を回収し、新たな製品の原料にするリサイクル活動を2008年よりさまざまなパートナー企

業とともに開始しました。2023年度は13,799kgの衣類を回収しました。当社の直営店を中心とした全国163（2024年3月末

時点）の店頭にリサイクルボックスを設置し、お客さまからの製品回収を進めています。さらに、富山マラソンやカターレ富山

（サッカーチーム）ホームゲームなどのスポーツイベントで製品の回収を実施し、パートナー企業（河田フェザー株式会社、東

レ株式会社、長谷虎株式会社、株式会社J E P L A N）の協力のもと、循環型ビジネスに向けたリサイクル活動を推進しています。

製品回収実績：回収量（kg）
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大切に使っていただくためにリペアサービスを推進

ザ・ノース・フェイス（T H E  N O RT H  FAC E）では、「もし素材や製造上の欠陥が原因であれば、代金は一切いただきません。そ

の他の場合は、適正な価格で修理いたします」というポリシーを徹底したリペアサービスを行っています。現在当社では、ザ・

ノース・フェイスをはじめとしたアウトドアブランドの製品に限らず、モーターサイクルウエア、スキーウエア、アスレウエアなど

もリペアの対象としており、キッズ商品（一部を除く）は無償で対応しています。

環境への関心の高まりなどにより、製品の使用期間は長期化する傾向にあり、修理の依頼も増加しています。東京の恵比寿

ガーデンプレイスセンタープラザ内の直営店に常設のリペアサービスコーナーを設置しているほか、ウェブサイトでリペアの

受付をしています。ゴールドウインブランド製品の修理を無料とし、2004年の時点で年間3,500件程だった依頼は、2023年度

は23,743件になりました。

当社グループでは、製品リペアの需要が今後も増加すると見込んでおり、引き続きリペア体制を拡充し、修理件数の増加に対

応することに加えて、2025年にはこれまで4週間だった納期を2週間に短縮することを目標にしています。
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リペア実績（件）
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リセール事業「GREEN BATON」の開始

一般的にキッズ製品は子どもの成長によって約2年でサイズアウトするといわれていますが、当社のアンケートではそのうち約

40%がゴミとして廃棄されているという結果が出ています。

子どもの成長によりサイズアウトして着なくなったキッズ製品を買取り、リペアやアップサイクル後に新たな製品として販売す

るサステナブル・レーベル「G R E E N  BATO N（グリーン・バトン）」を2022年7月より展開しています。リセール製品にはバトン

をイメージした“グリーンの引き手やネーム”が施され、他にはない一点モノの製品として新たな価値が付加されます。

GREEN BATON WEBサイト

アップサイクル前  →  アップサイクル後
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今後の課題

衣類の回収量、リペア件数も増加傾向にあり、リセール事業「G R E E N  BATO N」も継続的に行っています。今後は2050年度の

サプライチェーンにおける廃棄物ゼロの実現のために、自社だけでなく、サプライチェーンでの廃棄物の排出量の把握と削減、

および廃棄対象物の再利用方法の検討が課題です。
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Sustainability

環境コミュニケーション

基本的な考え方

ゴールドウイングループは、「常識を突き抜ける想像力、世界に貢献する革新的な開発で地球環境の改善を目指す」ことをビ

ジョンに掲げ、スポーツと環境を第一に考えたものづくりやサービスの提供を行っています。そして、こうした環境に関する取り

組みや情報を社会に広く発信し、透明性を高めるために、さまざまなステークホルダーとのコミュニケーションを促進していま

す。また、従業員への環境教育を実施するのみならず、イベントやワークショップなどでお客さまに向けた自然環境に対する興

味と理解の向上の場を提供しています。

GREEN IS GOOD

生活者とともに環境を考え持続可能な社会を実現することを目的に、当社は2008年からスポーツアパレルメーカーとして環

境のためにできることを、G R E E N  I S  G O O Dのコンセプトのもとで展開しています。

社会の課題を解決すること。そして創造的であること。

ゴールドウインのモノづくりは、地球環境の改善と⾰新的な製品開発が地続きにあります。GREEN IS

GOODとはまさにそのモノづくりの姿勢を表す⾔葉であり、地球環境への負荷を低減させるための新素

材の開発や選択、資源の循環や製品をより長く使っていただくための修理といった、実際の取り組みや

サービスを内包した概念でもあります。

製品は、地球を知るための媒介、対話を促す道具です。その製品を通じて⼈と⾃然が共⽣する美しい環

境の実現を⽬指して。
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スポーツフィールドやアウトドアフィールドで「さまざまな環境に配慮する」ことを目標に、環境負荷を減少するためのアイデア

を取り入れた製品開発や製造に加え、その製品の使用者であるお客さまと一緒にアクションションを起こすことで循環型社会

の実現を目指してきました。店頭や製品、当社のW E Bサイトやイベントなどを通じたお客さまとのコミュニケーションとともに

活動推進を進めています。

環境教育

当社グループでは、社内に環境理念と環境方針を周知し、環境重点課題の進捗を共有することを目的に、業務部門ごとに年に

2回の環境教育を実施しています。

2023年度は、全従業員を対象とした環境教育の実施により、環境重点課題の進捗を共有するとともに環境目標の達成に向

けた各部門における取り組み事例の共有を実施しました。各部門で約25分の環境教育を２回実施し、全従業員が受講してい

ます。また、社内イントラを利用したサステナビリティの社内浸透にも取り組んでいます。サステナビリティについて身近なテー

マとして考えてもらうコンテンツ「S u s t a i n a b i l i t y  N av i g a t i o n（サスナビ）」を連載しました。2023年度は合計で14回のコン

テンツを掲載しています。

さらに、当社の事業拠点である富山、札幌、大阪、福岡において、ES G勉強会を合計8回実施し、178名が受講しました。ES G勉

強会では、サステナビリティに関する基礎知識や、統合報告書を通して当社の取り組みについて紹介しました。勉強会の内容

はアーカイブとして参加できなかった従業員にも共有しています。

2024年度は、社内イントラへのコンテンツ掲載を強化するほか、従業員のサステナビリティへの認識を高めるための研修を企

画しています。今後も全従業員を対象に環境方針の徹底を図るだけでなく、当社グループを取り巻く環境問題を学ぶ機会を提

供していきます。

GREEN IS GOOD WEBサイト

研修内容 対象者 研修時間 回数

環境教育 全従業員 約25分 /回 2回 /年
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環境コミュニケーション事例

ゴールドウイングループでは、環境への取り組みをホームページ、統合報告書、およびイベントでの協賛を通じて積極的に行っ

ています。

また、店頭やスポーツイベントなどで、スポーツやアウトドアアクティビティへの参加者とともに、地球環境改善に向けた活動

推進を実施しています。さらに、キッズネーチャースクールやP L AY  E A RT H  PA R Kなど、地球の未来をになう子どもたちに体

験や遊びを通じて自然や地球への興味喚起とともに自然環境を守る大切さを感じてもらえる活動を行っています。

Sustainability Navigation（サスナビ）創刊号

次世代育成
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富山マラソン2023での衣類の回収

当社は、創業の地、富山県で開催される「富山マラソン」に2015年から協賛しています。2023年11月5日（日）に開催された大

会では、当社の環境に対する取り組みを紹介するブースを出展するとともに、約539kgの衣類の回収を行いました。ポリエス

テルやナイロン製のものは高純度の原料に戻すケミカルリサイクルを行うなど、回収した衣料を新たな製品の原料として、で

きる限り再利用し資源循環することで環境負荷の低減を目指しています。

「カターレ富山」のホームゲームでの衣類の回収

ゴールドウインは、創業の地、富山県のプロサッカーチームであるカターレ富山に2008年のチーム誕生時からユニフォームサ

プライヤーとしてチームのサポートを続けています。

2022年シーズンよりカターレ富山のホームゲームでサポーターからの不要衣類の回収を開始し、2023年度は1,091.1kgの

衣料を回収しました。
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湘南国際マラソンへの協力

ゴールドウイン（G o l d w i n）、ザ・ノース・フェイス（T H E  N O RT H  FAC E）は、ゴミ0を目指した「マイボトルマラソン」を実施する

「湘南国際マラソン」に協力しています。

2022年に開催された大会から、ランナーにマイボトルを持参してもらい、紙コップ、プラカップ、ペットボトルを全廃し、コース

上200ヵ所以上に給水タンクや給水ジャグを設置。これまで必要としていたペットボトル約31,500本、紙・プラカップ約

500,000個、ゴール後に配布するペットボトル約26,500本を全廃しました。また、リサイクル・リユースできるウエアとシュー

ズの回収を行い、出場者・来場者から約260kgの物品が集まりました。

地域清掃活動

当社グループでは、業務部門ごとに地域の清掃活動を行っています。2023年度は、各事業所や店舗での清掃活動の他、ビーチ

クリーン活動、清掃登山活動など、640回の清掃活動を行いました。
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植林活動

当社が展開するザ・ノース・フェイスでは、商品を“選ぶ”という行為を通じ、地球の環境について考えることを目的として、対象

商品1点の販売ごとに1本の植樹を行う「O N E  P R O D U CT  O N E  T R E E」のキャンペーンを行っています。当社ではこれまで約

12,000本の植林を行い、今後も継続的に実施する予定です。

今後の課題

2023年度は社内の環境教育を業務部門ごとに行い、全社および部門ごとの目標や課題などの理解を深めました。今後は各

部門や地域、店舗などを含む当社グループの環境への取り組みを、さまざまな媒体を通じて、ステークホルダーの皆さまへお

伝えしていきたいと考えています。
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Sustainability

サプライチェーン・マネジメント

基本的な考え方

サプライチェーンが世界的に拡大する今日、自社グループの範囲を超えて、サプライチェーン全体で持続可能な社会の実現を

目指していくことが、企業の重要な社会的責任となっています。ゴールドウイングループでは、サプライヤーとの共存共栄を基

本とし、高い倫理観をもって環境・社会・人権に配慮した持続可能な責任ある調達を推進するため、「ゴールドウイングループ

調達方針」を定めています。

ゴールドウイングループ調達方針

ゴールドウイングループ（以下、当社グループ）は、「スポーツを通じて、豊かで健やかな暮らしを実現する」という企業理

念のもと、事業活動を通じて持続可能な社会の実現を目指しています。サプライヤーとの共存共栄を基本とし、高い倫

理観をもって環境・社会・人権に配慮した持続可能な責任ある調達を推進するため、「ゴールドウイングループ調達方

針」を定めています。

1.環境・社会・人権への配慮

2.透明性・公平性の確保

3.品質と安全性の確保

当社グループの「環境基本理念」及び「環境方針」に基づき、自然と共存し調和ある繁栄の実現を目指し、環境にやさ

しい製品・サービスを提供します。

「ゴールドウイングループ人権方針」に基づき、労働者・地域社会の人権を尊重します。

労働環境及び安全衛生に十分配慮し、継続的に改善活動に取り組む調達活動を推進します。

企業活動を通して、地域社会と共生し、社会貢献への取組みを推進します。

製品の調達における資材及び工程のトレーサビリティを確保します。

紛争や犯罪に関与しない原材料の使用により、社会への影響を考慮した調達活動に取り組みます。

動物福祉の5つの自由を尊重し、倫理的に扱われた資材を使用します。

各国の法令遵守はもとより、国際行動規範や倫理を尊重した誠実かつ公正な調達活動を行います。

サプライヤーの選定にあたり、品質、価格、納期の確実性に加え、環境・社会・人権への取組みを公平・公正に評価し、

誠実な取引を推進します。

調達活動を通して知り得た機密情報や個人情報を適切に管理します。また、第三者の知的財産を侵害するような調

達活動は行いません。

サプライヤーとともに、製品・サービスの品質と安全性の維持・向上に努めることで、価値のある製品・サービスの提

供を目指します。
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ゴールドウイングループサプライヤー行動規範

当社グループでは、サプライヤーの皆さまに対して、お取引をいただく際の基本的な原則を「ゴールドウイングループサプライ

ヤー行動規範」として定め、その理解と遵守にご協力いただいています。2023年度には、すべてのサプライヤーに求める行動

規範（人権・労働、環境、安全衛生など）や管理体制（マネジメントシステム、苦情処理メカニズム、開示など）をより明確にする

ことを目的に改訂を行いました。2024年度も引き続きサプライヤー行動規範へのご理解をお願いし、同意覚書の締結を進

め、透明性を重視したサプライチェーン・マネジメントによって、持続可能な社会発展に貢献していきます。

サプライヤー行動規範の主な記載事項

項目 主な記載事項

1
コーポレート・ガバナ

ンス
企業としての社会的責任や事業継続を果たすための体制を構築

2 法令の遵守 関連する法令の遵守だけでなく、倫理的な業務を実施

3 労働および人権
「ゴールドウイングループ人権方針」の遵守に加え、児童労働や強制労働の禁止等

も遵守

4 安全と衛生 従業員が安全で衛生的かつ健康に働けるような環境を維持

5 環境 当社グループの環境戦略に沿って協業し、環境への影響を最小化に努める

6 公正な企業活動 不正行為などをせず、公正で自由な競争のもと企業活動を行う

7 責任ある調達 人権、環境、動物福祉に考慮した調達を行い、トレーサビリティの確保に努める

8 地域との共生 地域社会への負の影響を減らし、地域社会の発展に向けて取り組む

9 遵守状況の確認
行動規範の内容の遵守状況を確認するための記録の保持や監査に協力し、不遵

守が判明した場合は改善に努める

10 製品の品質と安全性
安全・安心な製品の生産を行うために「ゴールドウイン製品品質基準書」を遵守

し、問題発生時は適切な対応を行う
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ゴールドウイングループ サプライヤー行動規範

推進体制・責任者

商品本部本部長を責任者とし、商品部と品質保証部を主管部門とするサプライチェーン・マネジメント体制を構築しています。

国内外のサプライヤーに対して継続的なコミュニケーションを図っており、製品・資材調達担当者の同席のもと、当社の方針へ

の理解や協力を求めています。各施策はサステナビリティ委員会および経営会議へ報告し、経営会議を通して取締役会から監

督・指示を受けています。

体制図
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ゴールドウインのサプライチェーン

当社グループでは、国内外のさまざまなサプライヤーより

直接・間接的に調達活動を行っています。完成製品を当社

に納品する1次サプライヤー、および1次サプライヤーを通

して当社製品に資材、化学物質、原材料などを供給する2

次以前のサプライヤーを含め、広くサプライチェーンとして

捉えています。

1次サプライヤーとなるのは、当社製品の製造工場、および

その製造に関わる商社・生産管理会社です。品質指導など

のコミュニケーションを直接行うとともに、2021年度より

製造工場に実地での監査を実施しています。製造工場の約

9割（発注金額換算）が海外工場です。

2次サプライヤーには、原材料の調達から、加工・染色など

を経て資材（生地や副資材など）を製造する資材メーカー

や、資材商社が該当します。

1次・主要2次サプライヤーに対しては、当社が定めるゴー

ルドウイングループサプライヤー行動規範およびゴールド

ウイングループ制限物質管理規程の同意覚書の締結を取

引の前提としており、2023年度に取引のあったサプライ

ヤーと同意覚書を締結し、書面監査を実施しています。

製品原産国比率
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新規サプライヤーの選定

当社グループでは、新規サプライヤーとの取引開始に先がけ、ゴールドウイングループサプライヤー行動規範やゴールドウイン

グループ制限物質管理規程などの当社グループ基準を満たしていることを確認しています。すべての書類を受理確認し、書面

監査評価後に取引を開始しています。2023年度には110社と新規取引を開始しました。

契約前に提出を求める書類

CSR調達

健全なサプライチェーンを構築し、製品の品質向上や、人権・環境・安全などへの取り組みを強化していくため、サプライヤー

には毎年定期的に必要書類の更新を求めています。さらに2021年度より、書面監査の実施と第三者監査員による実地監査を

行い、ゴールドウイングループサプライヤー行動規範で定める法的・社会的・倫理的要件の遵守状況をモニタリングしていま

す。

ゴールドウイングループサプライヤー行動規範同意覚書

会社概要

会社確認書類（営業許可証/工場登記簿  等）

書面監査報告書

関係会社・下請けリスト

ゴールドウイングループ制限物質管理規程同意覚書

危険物管理調査表

ゴールドウイン制限物質管理規定につ

いてはこちら
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書面監査の実施

当社グループでは、書面監査を毎年1回サプライヤーに一斉に送付し、サプライヤー自身でC S R活動の推進状況をチェックい

ただいています。さらに、回答結果を当社グループにて確認し、リスクを認められたサプライヤーに対しては個別に改善を要請

しています。2023年度の対象企業は442社で、合計438社から回答を回収しています。

書面監査の項目

2023年度は、書面監査の対象を製造工場のみならず、一次サプライヤーの管理会社、商社に加え、二次サプライヤーである一

部の主要資材会社に拡大しました。また、2023年度にゴールドウイングループサプライヤー行動規範を改訂したことと合わせ

書面監査の内容を更新し、サプライヤーにおけるC S R活動の推進状況をスコア化して管理しています。2023年度の結果で

は、サプライヤーにおける「環境」に対する取り組み状況が68％であり、他の項目に比べて課題が多いことがわかりました。こ

の結果に基づき、サプライヤーにおけるC S R活動の推進に向けて、連携を強化していきます。

また、書面監査ではC S R活動の網羅的な推進状況の管理に加え、別途リスクの高い項目を設定しており、回答結果により「指

摘事項」としてサプライヤーにフィードバックしています。「指摘あり」と認められた項目については、重点的に改善を要請し、個

別のコミュニケーションを通じてその進捗を確認しています。2023年度は202社のサプライヤーで「指摘あり」の結果となりま

した。特にハイリスクなテーマに設定している「労働および人権」に関する指摘事項が多く、サプライヤーと連携し重点的に対

応を進めていきます。

1. コーポレート・ガバナンス

2. 法令の遵守

3. 労働および人権

4. 安全と衛生

5. 環境

6. 責任ある調達

7. 遵守状況の確認

8. 製品の品質と安全性
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実地監査の実施

当社グループでは、実地監査として社会的責任監査を実施していただくことをサプライヤーにお願いしています。当社の定め

る基準として、S M E TAやB S C I等の国際的な監査プログラムに対応いただくことや、一部の製造工場では当社従業員が直接

実施する訪問調査を受けていただくことを、取引要件としています。

サプライヤーにおけるCSR推進状況（達成度） 2023年度書面監査実績（社数）

対象438社

指摘事項の内訳（件数）

合計351件
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2023年度は、製造工場244社に対して実地監査を実施しました。初回監査113社、更新監査131社を実施し、判明したすべて

の課題に対して是正対応を依頼しています。また、課題の内容により、重要度が高いと判断した場合は、是正計画書の提出を

お願いし、監査後の是正対応状況の確認までの実施を完了しています。

主な課題としては、「安全と衛生」が57%（ミシンの安全装置の未装着、作業の安全性のリスク評価の未実施等）、「労働および

人権」が26%（法令労働時間の超過、社会保険の加入不備等）と、この2つの項目で全体の80%以上を占める結果となりまし

た。また、上記のうち40社が高リスクなサプライヤーと判断されました。その中でも、「地域最低賃金未達」「出勤時に出勤記録

が無い場合有」等に該当するサプライヤーは特に高リスクの為、是正計画書の提出を依頼し、是正対応された事を確認してい

ます。具体的には、原因の究明や発生課題に対する処置（不足分の賃金の後日支払い等）、再発防止策の提示等を行っていま

す。

次年度以降も、全製造工場への実地監査を継続するとともに、課題の是正状況の確認をすることにより、工場管理C S R体制

の継続的な改善に繋げていきます。

サプライヤーとのコミュニケーション

当社の事業は、生産現場を動かし、製品・材料等を当社に納品するサプライヤーの協力なくして成り立ちません。事業を通して

サステナビリティを推進する当社の考え方をサプライチェーンに広く共有し、相互の信頼のもとで協働体制を築いていけるよ

う、サプライヤー一社一社とのコミュニケーションを重視しています。

実地監査での課題（244工場）
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ゴールドウインサプライヤーサミット

当社では、主要サプライヤー（商社、素材メーカー）を一堂に会したミーティング、サプライヤーサミットを2年に1回、2日間の

日程で開催しています。当社の代表取締役や各事業部長も参加し、初日は経営方針や事業方針を説明するとともに、2日目に

は自然のフィールドに出て、トレッキングやマリンスポーツなどを体験しながら実際に当社の製品を使用していただくなど、コ

ミュニケーションをとりながらパートナーシップの構築に努めています。

2022年度は29社38名のサプライヤーが参加し、まずは富山県富岩運河環水公園で行われていた「P L AY  E A RT H  PA R K」を

視察していただいたのち、富山本店においてミーティングを開催。翌日は立山町に移動しハイキングなどのアクティビティを体

験しました。

サプライヤーとのエンゲージメント

ゴールドウインサプライヤーサミットに加えて、各サプライヤーに対してのエンゲージメントとして意見交換の場を積極的に設

けています。国内外を問わず、当社の取り組みに対しての意見を伺い、意識の共有と相互理解を深めています。また、監査を進

めるうえで支援が必要と判断されたサプライヤー工場へは当社の担当者が訪問し、報告書上では把握が難しい状況の確認を

進めているほか、改善策について指導を行っています。

2023年度実績

取引先説明会

当社グループのサプライチェーンに関するC S R体制について、取引先説明会を実施しています。ゴールドウイングループサプラ

イヤー行動規範へのご理解と遵守をお願いするとともに、その背景や具体的な改訂事項を説明し、提出を求める書類等の実

務的な内容についても解説しています。

製造工場を管理する主力商社・主力管理会社との個別の意識共有・意見交換：8社

製造工場を管理する中小管理会社との個別の意識共有・意見交換：5社

主力商社との管理工場の監査レビュー（結果および対応策共有）：2社

越南地区主力工場との監査後フォローアップ訪問（課題共有と是正状況確認）：5社

外国人技能実習生在籍工場への人権デューデリジェンス（採用手数料負担の働きかけ）：5社、1団体

Goldwin ESG Databook   60



2023年度は、調達方針の策定や、ゴールドウイングループサプライヤー行動規範の改定とそれに伴う書面監査の見直しを

行っており、改定のポイントや、サステナブルなサプライチェーン構築に向けた当社グループの考え方などを、改めてご説明し

ました。説明会は、製造工場・商社・生産管理会社・資材関連会社などのサプライヤーから、対象企業465社に対して説明動画

を配信する形で行いました。具体的には、2023年6月にはこれらの改訂の概要について、2024年1月には改めてゴールドウイ

ングループの人権方針、環境方針、調達方針およびサプライヤー行動規範・書面監査チェックリストの内容についての説明動

画を配信し、サプライヤーへ視聴を促すとともに、一部の工場へは、商社・生産管理会社の協力も得ながら理解向上に努めて

います。

主要サプライヤー（商社）との定例会議

当社では、主要サプライヤー（商社）とそれぞれ個別に月次定例会議を実施しています。品質・コスト・納期などについて情報

交換するほか、その時々に発生している課題について話し合い、ともに解決していく場としています。継続的なコミュニケー

ションを重ねることで、連携を深め、より良いパートナーシップの構築に努めます。

社内教育

当社グループでは、サプライチェーンに関するC S R体制の強化に向けて、社内の調達関係者への教育を定期的に実施してい

ます。

2023年度は、改訂を行った取り組み内容や方針などを中心に周知する研修動画を配信し、サプライチェーンに関するC S R体

制についての従業員の理解、意識づけを進めました。また関連部署600名に向けてエンゲージメント講習会を行いました。

今後もゴールドウイングループサプライヤー行動規範や、現体制推進にあたってその内容や考え方を正確に伝え、取引先との

窓口を務める上で適切な対応ができるよう、情報を共有しています。
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下請法研修

公正な取引を実現するための法律、下請代金支払遅延等防止法（下請法）に関する社内研修を定期的に実施しています。下請

法の目的や対象となる条件、親事業者の義務などとともに、発注書関連記載必須項目についても解説し、社内の担当者が発

注にあたって法令遵守を徹底できるようにしています。

今後の課題

当社グループでは、今後もサプライヤーの皆さまとの連携を深め、サプライチェーン全体で社会的責任を果たしていきます。

2024年度以降も、サプライヤーとのエンゲージメント強化および社内教育の強化を通じて責任ある調達活動の推進に取り組

みます。特に直接面談によるサプライヤーみなさまに対する丁寧な説明を進めるため、機会の創造と調査要員の育成などを

強化します。今後もサプライヤーのみなさまにご理解とご協力をいただくとともに、透明性の高いサプライチェーンの構築に取

り組んでいきます。

Goldwin ESG Databook   62



Sustainability

品質管理

基本的な考え方

ゴールドウインでは、お客さまの役に立つ商品やサービスの価値創造を目指し、製品の安全確保と品質向上に努めています。

設計から材料手配、生産、完成後の製品検査に至るまで、関連する法令を遵守し、「店頭起点」の発想でお客さまの声を製品づ

くりに反映しながら、ご満足いただける品質を追求します。「見えないものにこそ、真実の価値がある」という思いで、スポーツ

を楽しむ人の安心や快適性を守り、ときに競技のパフォーマンスさえも左右する製品を提供する責任を認識し、スポーツ基軸

の高い品質実現を目指し続けます。

推進体制・責任者

品質保証部長を責任者とし、品質保証部が主管部門となってグループ全体の品質管理の取り組みを統括しています。品質保

証部では運営ルールの策定や数値管理を行うほか、品質会議を毎月開催し、商品部・商品研究部・生産技術部・カスタマー

サービスセンター、事業本部、内部監査室、テック・ラボとの連携を深めています。一方、品質に関するサプライヤーへの情報共

有・依頼は商品部が担います。

各施策に関する経営層への報告は、代表取締役社長および取締役相談役が出席する調達本部・開発本部の合同月次会議の

中で行っています。また、カスタマーサービスセンターに寄せられる品質へのクレーム情報は、経営層を含めて部長以上の全

管理職にも随時配信されています。
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体制図

品質管理体系

ゴールドウインでは、グループの品質基準を統一化した「製品品質基準」を独自に定め、サプライヤーにも理解・熟知いただい

ています。製品品質基準は、4つの規定「製品品質管理規定」「製品品質検査規定」「材料品質管理規定」「材料品質検査規程」

から成り立ち、当社が扱う製品に適用されます。商品企画・生産準備・生産・出荷・受入の各プロセスにおいて、本規程に基づく

確認・検査を行い、お客さまに高い品質を提供できる管理体系を整備しています。当社のゴールドウインサプライヤー行動規

範のもと2023年度までに400社以上のパートナー工場に本規程への遵守をお願いしています。2023年度は「製品品質基準」

の一部を改定し、管理項目を強化しています。さらに、製品の受入検査の対象範囲をグループ関係会社に拡大するために、サ

プライヤーとの連携強化に取り組んでいます。今後本格運用に向けて、取り組みを推進していく予定です。
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製品の安全性について

当社では、「製品品質基準」において、安全に関する品質基準として以下の4つを定め、製品の安全管理を行っています。

製品品質基準の規定と考え方

規定名 規定に対する考え方

製品品質管理規定
製品の品質管理の運用に関する規定（材料から生産工場の選定、製造時の品質および

安全性の管理などものづくりの全般に対するルール。）

製品品質検査規定
製品の品質検査に関する規定。製造時から出荷や納品時における検査実務に関する

ルール。

材料品質管理規定
材料の品質管理の運用に関する規定。材料の検査・検反や安全に関する運用全般に関

するルール。

材料品質検査規程
基準に基づく材料の品質検査に関する規程。材料の外観検査および性能試験に関する

ルール。

品質管理体系図
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サプライヤー工場の品質管理強化

ゴールドウインでは、サプライヤー工場を訪問し、当社「製品品質基準」における技術指導や品質改善指導を行う品質会議を

定期的に実施しています。2023年度には18工場に対し、合計56回の専門スタッフ派遣を行いました。サプライヤーとの品質

会議はシーズン毎に実施し、受入検査での不良内容や営業不良返品での不良内容をデータと画像で共有し改善を求めていま

す。また、生産技術の面では富山のマザー工場で新素材の加工方法の確認と開発を行っており、そのノウハウを生産工場へ指

導・技術供与しています。サプライヤーからも難易度の高い素材については指導要請があるなど、細やかな連携を図っていま

す。

また、海外生産比率が90%を超える現在、グローバルでの対応は特に重要性を増しています。海外の主力サプライヤー工場と

の定期的な品質会議を継続しており、2023年度には7社と合計12回を実施しました。サプライヤー工場と連携した品質管理

強化により、お客さまに安心してご使用いただける製品を提供するとともに、サプライヤー各社と当社の相互の企業価値向上

を目指しています。

さらに2023年度からは、サプライヤーにおけるCSR推進を広げていくために、品質会議の中で人権に関する監査を実施しま

した。現在は一部のサプライヤーでの実施となりますが、今後対象範囲を拡大していく計画です。

安全に関する品質基準と考え方

安全に関する品質基準 基準に対する考え方

1.「ゴールドウイン制限物質管理規

程」 および関連する法規を遵守しな

ければならない。

法規厳守の上では、日本の法規だけでなく海外の規制も取り入れて安全な

製品を提供することに努めています。

2.物理的・化学的等の要因により生じ

る皮膚刺激、および湿疹・かぶれの原

因となるものは使用しない。

当社の製品がスポーツ・アウトドアウエアであるため、長時間の使用や汗や

濡れた状態なども含め皮膚障害などが発生しやすい過酷な条件下での使

用を考慮し、常に快適に使用していただくことが使命と考えています。

3.ハサミ・針・金属片等、人体に危害

を及ぼすものが混入しない危険物管

理を徹底する。

ハサミ・針・金属片等の異物混入防止は、最も信頼的要求が高い部分であ

ると考えており、混入がないよう徹底した管理が、当社の品質の向上にもつ

ながっています。

4.子ども用衣料の安全性管理を徹底

する。

子ども用衣料の安全性はメーカーとして当然のことですが、大人向けの製

品よりも大きな事故につながるケースが多く、子ども用衣料特有の安全性

管理の情報収集と認識・共有を徹底しています。
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製品異常に対するリコール対応

ゴールドウインでは、製品異常による事故の発生・拡大の可能性を最小化するため、以下のようなリコールの対応をとっていま

す。

製品異常や事故が認められた場合、全社で共有する「リコール処理手順」に基づき、当該事業部と品質保証部が連携のもと、

お客さまへの被害を防ぐことを最優先に速やかに対応しています。

「リコール処理手順」概略

2023年度は、23件のリコールを実施しました。そのうち重大事故と認められるものはありませんでした。

販売中止および流通、店頭からの製品回収

消費者に対するリスクについての適切な情報提供

消費者の保有する製品の交換、改修（点検・修理等）又は引取り

1. 製品異常の報告を受けた担当者が、速やかに当該事業部に伝達

2. 当該事業部による事実関係の把握、品質保証部への情報共有

3. 「リコール判定ガイドライン」に基づくリコールの判定、重大事故の場合はリコール対策本部を設置

4. リコールの実施／当該事業部が事前に準備を進めた上で、一斉に告知し、全社でリコール対応

5. 回収状況のモニタリングとレポート作成

6. 当該事業部と商品部が連携し、原因を究明、再発防止策を策定

7. 処置結果と再発防止策の社内への公開

8. 製品の回収率が100%となった時点でリコール終了
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品質管理に関する従業員教育

製品の高い品質を支えるのは従業員であるという認識のもと、当社では品質管理に関する従業員教育を継続的に行っていま

す。調達担当者を中心に、職層に合わせたさまざまなプログラムを充実させています。

2023年度研修実績

研修 対象

一人あたり

研修時間

（分）

受講者（名） 研修目的・内容

品質表示の基礎知

識（組成表示＆取

扱い表示につい

て）

商品本部従業員

40分（組成

表示20分、

取扱い表示

20分）

のべ181名

（組成表示

94名＋取扱

い表示87

名）

家庭用品品質表示法の繊維製

品品質表示規程の基礎的な表

示方法を説明

クレーム事例紹介

および対応内容と

関連する試験方

法・基準の解釈

事業部・商品研究

部従業員
60分 22名

クレーム事例とそれに関連する

試験方法・基準値の解釈を説明

製品品質基準の説

明
商品本部従業員 20分 90名

品質基準およびゴールドウイン

の品質に対する考え方の説明

量産受入検査説明 商品本部従業員 30分 78名

品質基準書のフローチャートに

よるモノづくりの説明と受入検

査の役割説明

海外販売製品の表

示内容の説明

商品研究部・商品

部・N /・ナナミカ従

業員

各回60分

のべ20名

（15名＋2名

＋3名）

海外販売製品における表示内

容および関連資料の説明

キャリア採用者に

対する品質管理研

修

商品部・SV従業員 各回180分
計2名

（1名＋1名）

品質基準書のフローチャートに

沿った品質管理手順の説明お

よびゴールドウインの品質に対

する考え方の説明

機能性試験および

基準
テック・ラボ従業員 60分 5名

各機能性における試験方法を

メカニズムと関連して説明
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制限物質管理

当社グループでは、すべての製品において、お客さまと従業員の安全を守り、地球環境への負荷を低減するよう努めています。

製品づくりにおいて不可欠な役割を担う化学物質の使用では、各プロセスで徹底した管理を行い、有害物質の混入を防いで

います。

グローバル対応を強化していくため、2021年4月には、欧州をはじめとする海外事業国の法令や規制を踏まえた「制限物質管

理規定」を策定しました。これは、当社グループが取り扱うすべての製品と、それに使用される材料等を対象に、制限物質とそ

の制限値を明らかにしたものです。当社に製品や資材を納品するサプライヤーに本規定の理解を求め、下請けの管理を含め

た遵守を依頼し、サプライチェーンでの管理体制を敷いており、2023年度は428社のサプライヤーと「制限物質管理規定同意

覚書」を締結しました。また、品質保証部では、定期的にサプライヤーによる制限物質の管理状況確認のため、第三者機関に

よる抜き打ち検証試験を任意で実施し、万が一制限物質が検出された場合は是正勧告を行います。2023年度は60件の資材

に対して、抜き打ちでの検証試験を実施いたしました。試験の結果、6件の資材から制限物質の検出を確認したため、是正勧告

を実施するとともに、代替品への変更、改善品への再生産などの対応を行いました。

ゴールドウイン制限物質リスト（RSL）

以下のゴールドウイン制限物質リスト（RSL）は、当社および当社のグループ会社へ提供されるすべての製品および製品に使

用される材料、部材、原材料に適用されます。自社内および自社サプライチェーンにおいてこのリストを共有し、ゴールドウイン

制限物質管理規定およびRSL遵守のための管理・検証を適切に実施しています。

Ver2.0（2022年4月1日改定）のリストでは、310物質を規定しており、今後も社会や各国法規の動向を鑑み、適宜更新してい

く予定です。自社サプライチェーンにおいては、常に最新版を理解し、RSLに定める制限値およびその他の要件、製品に要求さ

れる各国の関連するすべての法規を遵守します。

ゴールドウイン制限物質リスト（RSL）

責任ある製品表示・広告の取り組み

製品に関する正確な情報をお伝えすることは、お客さまにより良い商品・サービスを安心して購入いただくために欠かせませ

ん。当社グループでは関連する法令・規制を遵守し、誤認されることのない製品表示・広告を徹底しています。

特に、すべての製品に関わる景品表示法への対応では、各部署に表示管理者を設定して取り組んでいます。表示管理者に対し

ては、社内Eラーニングシステムによる動画での教育や個別の勉強会を開催しているほか、具体的な表現・用語について注意

を喚起する「注意が必要な表示事例集」を品質保証部で作成の上、表示管理者に配布し、各部署での対外資料作成時のガイド

ラインとして使用しています。
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遵守する関連法・規制

今後の課題

「より高い品質」というゴールのない目標に向けて、当社グループでは今後も品質管理の取り組みを継続し、社会的責任を果

たしていきます。安心・安全な製品の提供を通し、世界のお客さまから信頼される企業を目指し続けます。

事業のグローバル展開を進める中、品質管理においては、「グローバル展開拡大に対応した製品品質の確保」「サプライチェー

ンのCSR管理・制限物質管理強化」「企画・設計段階での品質管理の強化」の3点を重視した取り組みを進めていきます。ま

た、クレーム・営業不良返品率の削減や、サプライチェーンにおける環境負荷低減などにも引き続き取り組んでいきます。

近年は、新商品・新素材の開発が進んでおり、従来の品質検査にプラスした当社独自のオリジナル試験も行うなど、日々、品質

の追求を行っています。

家庭用品品質表示法

景品表示法

薬機法

資源有効利用促進法

食品衛生法

JIS規格

JASPO（一般社団法人日本スポーツ用品工業協会）ガイドライン

環境省「環境表示ガイドライン」

Goldwin ESG Databook   70



Sustainability

お客さま満足の向上

基本的な考え方

ゴールドウイングループでは、お客さまとの対話を基点とし、ブランド価値を最大化する店舗の運営とともに、イベントの実施、

カスタマーサービスセンターやリペアセンターの運営を通じて、販売後もお客さまとの継続した信頼関係づくりを進めていま

す。お客さまから頂戴するさまざまな声に真摯に向き合うだけでなく、まだ言葉に表れていないお気持ちにまで心を寄せて、最

高の顧客体験の実現を目指しています。

推進体制

当社グループでは、開発や生産のプロセスのみならず、販売からお客さまの使用に至るすべてのプロセスにおいて、安全と品

質の管理体制を構築しています。店舗運営やカスタマーサービスセンターの運営を販売本部が統括し、ECサイトはEC販売部

が担当する社内体制となっています。お客さまからいただいた貴重なご意見は各事業部や商品部、品質保証部、ゴールドウイ

ン テック・ラボをはじめとする関連部門と連携し、後の製品開発やサービスの向上に生かしています。

ブランド価値を最大化する店舗表現

当社グループでは、ブランド価値をお客さまに伝えることができる最前線は店舗だと考えています。出店する地域、お客さまの

層によって、専門性の高いショップ、ファミリー層に向けたショップ、ライフスタイルショップなど、さまざまなスタイルのショップ

を展開しています。それは品揃えだけではなく、店舗の内装、質感、音楽、香りなど、お客さまの五感に訴え「居心地がよい」「長

くここにいたい」と思わせるようなショップづくりを目指しています。

お客さまのニーズに寄り添った新たな店舗業態の開発

お客さまとの双方向コミュニケーションのさらなる向上を目指し、新たな販売業態の開発にも注力しています。昨年度は、世

界遺産を拠点とするフィールドショップとして屋久島環境文化村センター内に「T H E  N O RT H  FAC E  屋久島」をオープンし、ア

クティビティの提案やアウトドアツアー・イベントの紹介など、製品とアクティビティを通じて、屋久島の自然、歴史、文化を発信

しています。また、東京都内には自然との触れ合いや身近な自然を再認識するきっかけを提供する「T H E  N O RT H

FAC E /N EU T R A LW O R K S .  吉祥寺」や、大人も子どもも楽しめる遊びの拠点として「P L AY  E A RT H  PA R K  W O N D E R

STO R E  都立明治公園」を展開しています。

これらの直営店舗を通じて、スポーツの新たな価値の探求や商品・サービスの提案を行っています。
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販売スタッフ研修「セールスコンベンション」

当社グループでは、企画開発した商品の機能や用途、さらには着用場面や注意点などの情報を、直営自主管理店の店頭を通

じて直接お客さまにお伝えして、新しい体験をご提案する双方向コミュニケーションに力を入れています。

年一回実施している接客ロールプレイングコンテストの「セールスコンベンション」を通じて、販売スタッフ自らの接客スキルの

向上を目指しています。2023年度は全国の販売店舗から選抜された11名の販売スタッフが出場しました。

お客さまとのコミュニケーション

店舗は、お客さまにスポーツを体験する機会を提供し、その魅力を積極的に提案する場でもあります。商品を提供する場とし

てだけでなく、お客さまとの大切なコミュニケーションの場として、イベントやワークショップ等も開催しています。2023年度

は、服や靴、ギアをメンテナンス・修理して、愛着を持って大切に使い続けることを目的とした合同リペアイベント「D O

R E PA I R S」に、当社からゴールドウイン（G o l d w i n）、ザ・ノース・フェイス（T H E  N O RT H  FAC E）、ヘリーハンセン（H E L LY

H A N S E N）の３ブランドが参加しました。2023年5月と９月に開催したイベントでは、「専門スタッフによる修理サービス」、「自

身で修理やアップサイクル体験ワークショップ」、「プロのメンテナンスアドバイス」の3つをテーマに、ひとつの製品を長く大切

に使い続けることを楽しむためのさまざまなコンテンツを提供し、多くの来場者とコミュニケーションしています。そのほかに

も、各店舗においてリペアを含めたお客さまにご参加いただけるイベントを実施しています。
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またお客さまとの双方向コミュニケーションは、店舗においてだけでなくインターネットを通じても強化しています。オンライン

とオフラインの融合（O M O）を進め、店舗やウェブサイト、ECサイト、S N S、b l o g、メールマガジンなど、お客さまとのあらゆる

接点で最適な購買体験や情報を提供しており、同じ情報を同じタイミングで提供することがお客さまの信頼につながると考え

ています。

さらに、新しい遊びを創造する「P L AY  E A RT H  PA R K」の開催等、体験、発見、冒険など、プラスαの付加価値をご提案していま
す。これらのお客さまとのコミュニケーションから得た知見は、社内にフィードバックし、常に新たな商品・サービスの開発につ

なげています。

DO REPAIRSの様子

イベントやワークショップの開催
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お客さま相談窓口

お客さまからのお問い合わせは、ご相談内容に応じて下記3つの窓口を設置し、対応しています。応対にあたっては、お客さま

からのご意見・ご要望に真摯にお答えするだけでなく、まだ言葉に表れていないお気持ちにまで心を寄せて、お客さまとの信

頼関係構築に努めています。お客さまからの貴重なご意見は、社内にフィードバックし、商品やサービスの改善に繋げていま

す。

店舗では、さまざまなイベントやワークショップを行っています。お客さまと接することでいただいた貴

重なご意見を、社内にフィードバックします。

窓口 概要

カスタマーサービスセンター ブランド、製品についてのお問い合わせ、ご意見・ご要望

G o l d w i n  O n l i n e  S to reサポート G o l d w i n  O n l i n e  S to reに関する各種お問い合わせ

リペアセンター 製品修理のご相談

お問い合わせ

窓口 合計件数 電話件数
メール件

数
内容 件数

カスタマーサービスセン

ター
12,715 8,391 4,324

お問い合わせ 6,103

お叱り 140

ご意見・ご要望 1,411

お褒め 13

在庫照会 3,433

その他 1,615
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応対品質の向上

お客さま相談窓口にお問い合わせいただいたお客さまとの通話は録音させていただき、応対者は対象通話の録音を聞いたう

えで、良かった点と改善すべき点をトレーナーとともに共有し、次の電話応対に活かされます。

お客さまの声を活かす仕組み

お客さま相談窓口にいただいたお問い合わせ内容は、データ化されレポートにまとめて毎月すべての部門役職者で共有して

います。また製品品質に係る問題は担当する事業部や商品部、品質保証部、ゴールドウイン テック・ラボをはじめとする関連部

門にフィードバックされ、再発防止や改善に取り組む仕組みとなっています。

窓口 合計件数 電話件数
メール件

数
内容 件数

G o l d w i n  O n l i n e  S to re

サポート
23,846 4,270 19,576

注文関連 12,638

サイト・I Dに関するお問

い合わせ
1,907

商品入荷 2,360

商品に関するお問い合わ

せ
3,553

商品クレーム申し出 3,388

リペアセンター 20,733 3,628 17,105

修理対応可否確認 8,915

修理申し込み方法 4,975

内容・納期確認 6,012

その他 831
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2023年度の主な改善事例

リペアセンターを通じた製品の改善

環境への関心の高まりなどにより、製品の使用期間は長期化する傾向にあり、「リペアセンター」への修理依頼も増加してい

ます。2004年の時点で年間3,500件程だった依頼は、2023年度は23,743件になりました。修理をご依頼されたお客さまに

は、修理後にアンケートにお答えいただいています。アンケート結果は関係した従業員にフィードバックされるとともに、新製

品開発や改善などに活用しています。

品番：THE N ORTH FACE 「マウンテンダウン」(ND91930)

内容：羽毛吹き出しに関するお申し出をいただいていました

が、より通気度の低い素材に変更し改善しました。

※画像は現行製品

品番：THE N ORTH FACE 「バルトロライトジャケット」

（ND92340）

内容：フロントのベルクロが生地に擦れて毛羽だってしまう

とのお申し出をいただいていましたが、現行製品からベルク

ロを柔らかい素材に変更し、摩擦の軽減をはかっています。

※画像は現行製品
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ECサイト「Goldwin Online Store」リニューアル

2024年2月20日にECサイトをリニューアルしました。製品を販売するだけでなく、多様なスポーツの楽しみ方を伝え、新たな

体験に繋がる機会を提供するオンラインストアを目指しています。当社が展開するさまざまなブランドに触れるきっかけとなる

ことも考慮し、ECブランドトップページから別のブランドページへの遷移を可能にし、指定したブランドからお気に入りアイテ

ムの絞り込み検索を可能にするなど、サイト内を回遊しやすいユーザビリティを追求しています。季節に合わせた特集コンテン

ツ、16のアクティビティ別ページでは、特定ブランドによる提案だけではなく、ブランドを横断してよりそれぞれのシーンに適し

たアイテムやコーディネートを提案し、購買体験の質の向上に取り組みます。

リペア実績（件）
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お客さま満足の向上のための従業員教育

お客さま満足のための最初の窓口は従業員であるという認識のもと、当社ではさまざまな従業員教育を継続的に行っていま

す。

電話応対品質研修

お客さま相談窓口では毎年、電話応対研修を行っています。10名の担当者を対象に、1名につき約40分、ランダムに抽出した

通話の録音を聞いたうえで、良かった点と改善すべき点をトレーナーとともに共有し、改善しています。

ECサイト「Goldwin Online Store」におけるスタイル撮影研修

ECサイトでは、当社の店舗スタッフが製品を着用したスタイル写真「スタッフスタイル」をご覧になり、ご購入いただくお客さま

が増えています。より分かりやすいスタイリング画像や動画を撮影するために研修会を実施しています。2023年度は西日本、

東日本の店舗で実施し、合計80名の従業員が受講しました。2024年度は全国に規模を拡大し、180店舗の従業員が撮影研

修に参加予定です。
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今後の課題

多くのお客さまに当社グループのファンになっていただけるよう、お客さまとの対話を基点とした活動に注力していきます。特

にお客さまとの接点である店舗、ECサイトやカスタマーサービスにおいては、お客さまの貴重なご意見を伺うとともに応対品

質向上に引き続き取り組みます。ECサイトについては、リニューアル後もお客さまの声を反映しながらより使いやすくご満足い

ただけるサイトの構築を目指します。

また、お客さまからいただいた貴重なご意見を、品質向上のみならず今後の製品・サービスの開発に役立てていくためにも、

経営層を含めた情報共有の強化に向けて社内システムの見直しを行います。
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Sustainability

知的財産の管理

基本的な考え方

当社グループでは、企業理念の「スポーツを通じて、豊かで健やかな暮らしを実現する」ため、ゴールドウイン テック・ラボを中

心にさまざまな研究開発を行っています。当社の企業価値を構成する要素は、高付加価値のスポーツブランドの商標権ないし

は販売権、ブランド価値を具現化するための優れた創造力、企画開発力、製造ノウハウ、高品質維持体制、ブランド価値をお客

さまに伝える店舗デザイン、販売ノウハウなど、さまざまな知的資本で成り立っています。これらの知的資本を活用して、短期

的な製品開発にとどまらず中長期的な企業価値向上のために、常識を突き抜ける想像力と世界に貢献する革新的な開発で

地球環境の改善を目指す努力を続けていきます。

事業における知的資本活動の仕組み

開発委員会

当社グループ独自の技術・機能に特化した高付加価値商品の開発を行うため、「開発委員会」を年6回開催しています。全社横

断型で選出されたメンバーによる会議体で、人的資本、知的資本など、社内の資本の最大活用を目的としています。さらには、

商品化・マーケティング戦略・販売プロモーションを検討することで商品企画の高度化・効率化を可能とし、組織を超えたノウ

ハウの共有を図っています。当委員会で開発された「光電子®」は三浦雄一郎氏のエベレスト登頂を支えた製品にも採用され、

開発、プロモーション等、ブランド横断型で展開しています。
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特許意匠分科会、特許意匠作業部会

当社グループの知的財産を有効活用するべく、その方針および戦略を策定するため、特許意匠分科会を年2回開催し、その下

部会議にあたり、より具体的な審議を行う「特許意匠作業部会」を年4回行っています。特許、意匠、実用新案、ノウハウ等の知

的財産に関する情報の共有化を図り、当社ならではの高付加価値を、各ブランドを通じてお客さまに提供しています。

また、審査を通じて出願の決定等を行うことにより、効果的かつ効率的に知的財産の独占的権利化・保護を図り、他社の権利

化防止と、類似品の出現を抑える役割を担っています。

職務発明制度

従業員が職務上に成した、発明、創作、考案、ノウハウ等の知的財産に対する報奨制度を設けています。特許意匠分科会にお

いて指定された知的財産については、これを成した従業員に対してその評価に応じた報奨金を、さらに事業への貢献度を定

期的に評価し報奨金を付与しています。この制度は単に関連法規に基づくだけの機能にとどまらず、独自の技術・機能に特化

した高付加価値商品の開発意欲の向上に大いに貢献しています。

「光電子®」は、着る人の肌から放射する遠赤外線（体温）を、繊維に練り込んだ超微粒子セラミックスが

吸収し、身体に戻す高機能保温素材です

ゴールドウイン独自の技術であるSMART SEAM®（スマートシーム）。縫い目をフラットにすることで、縫

い目が肌にこすれるストレスを軽減します

Goldwin ESG Databook   81



モータージャケット胸部エアインテイク。胸部のファスナーを二重構造にすることで雨天時の防水性と雨

天時以外の換気性能を両立。これまで以上に多くの風を導入し衣服内の蒸れを軽減します

Goldwin ESG Databook   82



取り扱いブランド一覧

当社独自のオリジナルブランドの他、オウンドブランド（商標権を取得したブランド）、ライセンス／ディストリビューションブラ

ンドなど、マルチブランドによる事業を展開しています。各ブランドのグローバルオーナー企業と戦略的パートナーシップを組

み、世界規模でブランドの価値を創生し、その価値を向上するべくビジネスを展開しています。

オリジナルブランド（当社独自のブランド）

オウンドブランド（商標権を取得したブランド）

ライセンス／ディストリビューションブランド
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Sustainability

人材戦略の考え方と人的資本

基本的な考え方

ゴールドウインでは、人的資本の最大化を目指すことが、経営上の最重要項目となっています。

激変する社会と、厳しい経営環境下においても、持続可能な成長を目指すための「人事基本方針」として、当社では「不透明な

環境下においても、会社を持続的に成長させることができるプロフェッショナル人材の育成と確保を推進する」ことを掲げてい

ます。主管部門である人事部においては、「地域・社会から必要とされる100年企業への成長を目指し、人的資本経営推進の

中心的役割を担う」ことを目標とし、中期経営計画のP L AY  E A RT H  2030の達成に向けて長期的な企業価値向上の視点を

持った人材マネジメントを実行しています。また、従業員が能力を最大限に発揮できる事業体制構築のため、従業員エンゲー

ジメントの向上や人材への投資、適切な配置を推進するとともに、海外事業の拡大に伴う人材確保および育成を強化してい

ます。

求める人物像

当社では「人事基本方針」の実現に向けて、「求める人物像」を定め、全社で共有しています。こうした人物像が当社の企業価

値を支える人的資本であると認識し、これを最大化するための各施策に取り組んでいます。
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1
お客さま志向で、想像力が発揮できる、専門性の高い人材

相手の立場で物事を考え、人とは違う思考と、高いレベルの専門性（知識・スキル）により、新しい事業を構想・推進でき

る人材

2
自身の役割・責任を主体的に果たしチャレンジできる人材

チーム（組織）として成果を上げるために、自身に求められる役割・責任をしっかり認識し、責任を持って遂行するととも

に、新しいことにチャレンジする人材

3
個性を尊重し、チーム力を活用して成果を上げることができる人材

個々の能力の最大化に加え、チーム（組織）としてのリソースを最大限活用し、全社最適の観点から事業を推進する人材

推進体制・責任者

管理本部本部長を責任者とし、人事部が人事基本方針に基づいた各施策の主管部門です。各施策は経営会議へ報告し、経営

会議を通して取締役会から監督・指示を受けています。また、グループ会社人事との連携ならびに、労働条件や職場環境、待遇

面について従業員代表であるゴールドウイン委員会と意見交換・改善案の協議を行っています。2024年度より人事部の配下

に人的資本推進グループを新設しました。人的資本を強化する体制を整え、社内への周知も行っていきます。
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各施策の詳細は以下のページを参照してください。

ゴールドウインらしい企業風土の醸成

当社は創業以来、先人たちから受け継いだ知恵と技術を伝承し、ゴールドウインらしい企業風土を守りながら企業活動を行っ

ています。2022年度からは、社長と従業員が直接対話を行い当社のビジョンへの理解を深め行動指針とする社長講話研修

（20～25名ほどの小単位でミーティング）と、キャリア採用者を対象に富山において当社の歴史を学び、気づきを得る会長研

修を行っており、それぞれ累計で、計1,139名、518名が受講しています。

雇用・ダイバーシティ

働きやすい職場環境の整備

人材育成

公正な評価・処遇
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先人たちの功績を称え、その遺徳を偲ぶ「遺徳の碑」

富山県小矢部市に建てられた「遺徳の碑」。さまざまな苦難を乗り越えて会社の発展を支え続けてくれた先人たちの功績を称

え、その遺徳を偲びたいという創業者の西田東作が想いを込めて建立しました。毎年の株主総会終了後には経営幹部全員が

遺徳の碑を参拝しています。ただ過去を刻み、とどめるためにではなく、創業時の熱い想いと絶え間なく続けてきた努力を、現

在、そして未来へと受け継いでいくための道標であり、さらなる発展へと向かう出発点でもあります。

情報の共有、目標の共有、会社の共有を実践

かつて富山県の高瀬神社や国泰寺などに場を借りて行っていた新入社員や経営幹部たちの研修合宿では、問題や将来の課

題をまとめ、一人ひとりがどう取り組むかを考え、心を一つにすることの大切さを学びました。早朝の掃除に始まり、講話や座

禅で心の鍛錬に励むことは当社の伝統行事となりました。現在では年一回、経営幹部が集まり会社の情報・目標を共有する経

営方針発表会に引き継がれています。
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家族や先祖へ感謝し、遷宮による文化継承を学ぶ、伊勢神宮参拝

創業者の西田東作は、「世の中には人間の力の及ばないものもあります。迷った時は心を洗い、邪心を払って清浄な気持ちで

神仏の前で、自分がどうすればよいかを真剣に考えてみる。そうすると自然と歩く道が見えてくるのです」と語っていました。当

社では毎年、厄年を迎えた従業員が伊勢神宮を参拝しています。従業員一人ひとりが先祖や家族に感謝し健康を祈るととも

に、20年に一度の遷宮の歴史を通じて、受け継ぐことの大切さを学ぶ機会としています。

2023年度は59名の従業員が参拝しました。

新しい視点のインターネットメディアSPORTS FIRST MAG

S P O RTS  F I R ST  M AGでは当社の従業員やゆかりのあるアスリートのインタビューを通して、スポーツを一番に考える人たち

のスポーツライフや、スポーツと仕事、スポーツに役立つノウハウなどを発信しています。上手か下手か、強いか弱いか、という

基準ではなく「スポーツを一番に考えるヒト、コト、生活、仕事」といった目線でスポーツを捉えた新しい視点のメディアです。
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2023年度は18名の従業員のスポーツライフを紹介しました。

各種スポーツ大会への従業員の参加

当社では、160k m以上のトレイルを走る国際的なトレイルランニングレース、ウルトラトレイル・マウントフジや、富山県で開催

される富山マラソンなどに協賛するとともに、大会には多くの従業員が選手、運営／ボランティアスタッフとして参加していま

す。
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SPORTS FIRST AWARDS

S P O RTS  F I R ST  AWA R D Sは、スポーツを実践している従業員を表彰する制度です。前年度の活動（インターネットメディア

S P O RTS  F I R ST  M AG）のなかから、最もS P O RTS  F I R STを体現していると思われる従業員を社内の投票によって選出し、そ

の上位3名を表彰するもので、それぞれに金一封と特別休暇を授与しています。

2023年度は、東京本社から富山本店間を自転車で出勤するという離れ業を成し遂げた石森充昭がゴールドアワードを受賞

し、谷口信孝がシルバーアワード、小林達郎がブロンズアワードを受賞しました。

スポーツエール制度

スポーツエール制度は、スポーツに関わる従業員に対して、一過性のイベント参加では無く、高い目標を立てて継続的なチャ

レンジをしていただくために支援を行う制度です。

スポーツ大会だけでなく大会でのボランティアや指導者としての参加も対象となっており、各自のレベルにより、金銭補助、商

品提供、特別休暇などで支援します。2023年度は41名の従業員が制度を利用しました。

2023年度の実績

イベント名 従業員の参加人数

北陸ウェルフェアゴルフトーナメント 24名

富山マラソン 36名

ウルトラトレイル・マウントフジ 82名
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ゴールドウイングループ委員会（従業員代表）

当社グループでは、各事業所で従業員代表を選任しています。また、従業員代表が執行部を担うゴールドウイングループ委員

会を設置し、労働組合に代わり法的に求められる労使協議を行い、36協定を含む必要な労使協定を締結しています。

従業員代表の選任にあたっては、全従業員（パート・アルバイトを含む）の投票により、年に1回実施しています。また、従業員に

著しい影響を及ぼす可能性がある重大な変更を実施する場合、従業員および従業員代表に対して事前に通知し、従業員代表

との協議の上決定しています。従業員代表とは定期的に会議を実施しています。2023年度はJ-ES O P給付に関する周知、イン

ターナルメディア「C O M PA S S」による情報発信、介護をしている従業員の支援、スポーツイベント、サステナビリティ推進等に

ついて、4回の会議を行いました。また富山地区においては独自に10回の会議を行っており、上記のテーマに加え、労働安全衛

生や地域におけるイベント等について話し合いを行いました。

今後の課題

当社では、今後も人事基本方針に基づき各施策に取り組みます。2022年度に開始した新人事制度の理解促進に引き続き注

力します。2023年度は従業員満足度調査を実施し、課題の特定と改善に向けた検討を行いました。2024年度以降は具体的

な施策に落とし込み、組織活性化に取り組んでいきます。また、経営方針に基づいたグローバル人材の育成や、ダイバーシティ

の推進を行い、人的資本の最大化を目指します。
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Sustainability

雇用・ダイバーシティ

基本的な考え方

ゴールドウインでは、従業員それぞれの暮らし方・働き方・考え方を認め、個性を尊重し合うことを大切に考えています。こうし

た考えを「人権方針」に定め、性別や国籍、民族、障がいの有無、性的指向などによる一切の差別をせず、多様な人材確保に取

り組んでいます。

2022年度よりジョブ型人事制度へと移行したことで、入社年次や年齢、新卒・キャリア入社を問わない、より公正公平で透明

性のある運用が可能となりました。多様な人材が自身の能力・経験を活かしきり、活躍できる環境づくりに努めていきます。

2024年度は人事部に人的資本推進グループを新設し、人的資本経営、女性活躍やダイバーシティ推進、人材育成などの施策

を強化しています。

多様性確保の考え方

従業員一人ひとりの多様な経験やバックグラウンドは、事業を支え、成長させていく原動力となります。当社では、持続的な成

長と企業価値の向上を実現させるためには、従業員の多様な視点や価値観を尊重することが重要と考え、経験・技能・キャリ

アが異なる人材を積極的に採用しつつ、管理職・エリア長・店長等の中核人材に女性・外国人・キャリア採用者であることの区

別無く、積極的に登用しています。目標やK P Iを具体化し、社内外にその進捗を発信しながら着実に取り組みを進めていきま

す。新卒採用においてもグローバル志向を持つ人材採用を進め、海外事業拡大においてリードできる人材の獲得と育成を行っ

ています。

従業員データ（グループ）

2019年

度

2020年

度

2021年

度

2022年

度

2023年

度

従業員数（名）

合計 2,679 2,830 2,861 2,866 2,903

男 1,252 1,328 1,364 1,376 1,400

女 1,427 1,502 1,497 1,490 1,503

外国人従業員数（名） 9 13 21 22 26

平均年齢（歳） 39.7 39.7 39.8 40.5 40.6

平均勤続年数（年） 12 11.8 11.7 12.1 12.1
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2019年

度

2020年

度

2021年

度

2022年

度

2023年

度

管理職比率（％）

男 97.4 95.5 95.4 93.8 93.5

女 2.6 4.5 4.6 6 .2 6 .5

女性役員比率（％） 14.3 15.4 16.7 14.3 14.3

新卒採用人数（名）

合計 39 30 34 14 36

男 19 18 20 8 25

女 20 12 14 6 11

キャリア採用人数

（名）

合計 137 127 108 98 132

男 65 58 48 56 71

女 72 69 59 42 61

新卒社員3年定着率

（％）

合計 71 85.3 80.7 97.4 90

男 71.4 81.8 71.4 100 88.9

女 70.6 87 88.2 95 91.6

離職者数

合計 252 175 214 240 221

自己都合 214 144 186 201 176

契約期間満

了
19 22 21 34 43

定年 2 1 2 2 1

会社都合 17 8 5 3 1

離職率（％） 8.6 5.8 7.0 7 .7 7 .1
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雇用契約別従業員データ（グループ）

  2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

従業員非正社員比率（%） 64.7 65.7 64.4 65.1 63.6

正社員（名）

合計 947 970 1,019 1,001 1,056

男 492 503 524 521 569

女 455 467 495 480 487

契約社員

（販売職以外）（名）

合計 393 433 463 493 425

男 207 239 254 262 225

女 186 194 209 231 200

契約社員

（販売職）（名）

合計 905 978 997 972 1,063

男 442 467 474 465 512

女 463 511 523 507 551

パート・アルバイト（名）

合計 434 449 382 400 359

男 111 119 112 128 94

女 323 330 270 272 265

従業員数（名） 合計 2,679 2,830 2,861 2,866 2,903

その他

  2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

派遣社員

合計 33 44 35 32 37

男 2 4 0 1 2

女 31 40 35 31 35
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採用方針

当社では、採用方針として性別や国籍、新卒・キャリア、障がいの有無を問わず当社の価値観に共有いただける仲間を広く求

めています。「不透明な環境下においても、会社を持続的に成長させることができるプロフェッショナル人材の育成と確保を推

進する」ことを「人事基本方針」として定め、この実現に向けて「求める人物像」を全社で共有しています。こうした人物像が当

社の企業価値を支える人的資本であると認識し、これを最大化するための各施策に取り組んでいます。

求める人物像

1 お客さま志向で、想像力が発揮できる、専門性の高い人材

相手の立場で物事を考え、人とは違う思考と、高いレベルの専門性（知識・スキル）により、新しい事業を構想・推進でき

る人材

2 自身の役割・責任を主体的に果たしチャレンジできる人材

チーム（組織）として成果を上げるために、自身に求められる役割・責任をしっかり認識し、責任を持って遂行するととも

に、新しいことにチャレンジする人材

3 個性を尊重し、チーム力を活用して成果を上げることができる人材

個々の能力の最大化に加え、チーム（組織）としてのリソースを最大限活用し、全社最適の観点から事業を推進する人材

インターンシップ

当社はスポーツ業界、アパレル業界を目指す大学生、高校生への教育支援活動として、インターンシップを実施しています。社

会課題でもある若者の失業率を改善するとともに、当社の業務を経験していただくことで業界の活性化を目指し、あわせて自

身の業務が未来を創ることを実感していただいています。

2023年度は、全12日間の日程で延べ391名が参加し、モノづくりやプロモーション企画の実習を行いました。
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女性活躍推進

ゴールドウインでは、すべての従業員が能力を存分に発揮できる企業風土や環境づくりを進めるなかで、女性活躍の推進に力

を入れています。女性活躍推進においては、上位職志向において男女差があることを課題として捉え、女性管理職比率の向上

に加え、管理職候補となるリーダー職、エリア長・店長職への積極登用を重点目標として定め、取り組みを進めています。さら

に、働きやすい職場環境の整備を通じて、育児休業後フルタイムで復職できるよう柔軟な働き方を推進しています。

女性活躍推進に関する行動計画

当社では、2020年に女性活躍推進法に基づく行動計画を策定しています。2021年度には子育て中の女性従業員を対象に、

ワークライフバランスシートをもとにしたヒアリングを推進し、2022年3月までに実施率100％となっています。

女性の活躍機会を一層拡大すべく、2022年度には新たに2024年度までの3カ年の行動計画を策定しました。以下の3つの目

標のもと、さらなる環境整備を進めています。

目標1　育休からの復職者と管理者に対してのフォローアップ面談実施率100％

目標2　女性従業員のキャリアアップ意識向上率10％増

目標3　男性育休推進実施により男性育休取得率30％目標

2023年度の実績

目標 2023年度

目標1

育休からの復職者と管理者に対してのフォローアップ面談実施率

100％

・復職者面談実施率70％

・管理者に対してのフォローアップ未実施

目標2

女性従業員のキャリアアップ意識向上率10％増

キャリアアップ意識向上施策は74期に実施

予定

目標3

男性育休推進実施により男性育休取得率30％目標
育休取得率72.5％
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女性従業員のキャリア形成支援

女性管理職の拡大に向けて、現状の課題を把握し今後に活かしていくため、2021年より女性管理職ワークショップ

「Wo m a n’sチャットミーティング」を開催しています。3回目となる2023年度は、ワークショップの実施に伴い男性従業員に

「女性活躍と自身のキャリアについて」のアンケートを実施しました。2回目のミーティングでヒアリングした女性従業員の本音

と合わせて、男性従業員の思いも共有することで相互理解を深め、よりよい職場環境をつくっていくことを目指しています。当

日は、当社社外取締役の秋山里絵氏と為末大氏を迎え、参加した従業員との意見交換の場も設定しました。2023年度は

L I V E配信で実施し、アーカイブ視聴合わせて約100名の方にご参加いただきました。女性従業員への研修・セミナーは今後も

継続開催し、そのキャリア形成を支えていきます。

障がいのある従業員が活躍できる環境整備

ゴールドウインでは、ハンディキャップの有無に関わらず、多様な人材が活躍できる共生社会の実現を目指しています。障がい

のある人が、それぞれの障がいの特性に応じて柔軟に働き続けられる環境整備に取り組み、2023年度の障がい者雇用率は

2.31％となりました。

今後は、店舗を含めた職域の開発を行い、障がい者雇用を拡大していく予定です。その土壌づくりとして、障がい者雇用への理

解促進の研修を、管理職から順次実施していきます。

「GOLDWIN KAWAGOE FARM」と「GOLDWIN HANNO FARM」の取り組み

ゴールドウインでは、スポーツを通じた豊かな暮らしの実現と、社会の発展に寄与することを目指し、障がい者の就労・定着に

取り組んでいます。その取り組みの一環として、株式会社スタートラインが展開する「屋内農園型障がい者雇用支援サービス

I B U K I」を活用し、埼玉県川越市に「G O L D W I N  K AWAG O E  FA R M」と飯能市に「G O L D W I N  H A N N O  FA R M」を開設しま

した。本農園では、2024年3月現在、「K AWAG O E」は8名、「H A N N O」は7名の障がいのあるスタッフが作物の栽培や加工に

従事しています。スタッフは就労中、N EU T R A LW O R K S .で製作したユニフォームを着用し、ゴールドウイングループ従業員と

しての一体感を感じながら作業に当たっています。本農園で生産したハーブは、東京本社でハーブティとして提供するほか、各

種イベントやN EU T R A LW O R K S .のノベルティとしての使用、ゴルフ倶楽部ゴールドウインや直営店カフェのレストランメ

ニューにも採用しています。当社の人事担当者が積極的に運営に参画し、障がいのあるスタッフが仕事に慣れ、定着して働く

一般事業主行動計画

障がい者雇用率の推移（連結）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

障がい者雇用率（％） 2.46 2.63 2.33 2.42 2.31
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ことができるように支援や対応等を行っており、今後、この活動に対する社内の認知・理解をさらに深め、障がい者雇用の重要

性について従業員の意識浸透を図っていきます。

高齢者再雇用制度

労働力人口が減少する今日、年齢を問わず、多くの人が長く現役で働き続けられる環境整備が社会全体で求められています。

ゴールドウインでは高齢者再雇用制度を設け、60歳の年度末で定年を迎える従業員のうち、希望があるすべての人を65歳に

なる年度末まで再雇用しています。2023年度の再雇用者数は100名、再雇用率は70.9%でした。

高年齢者再雇用者数と再雇用率

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

再雇用者数（人） 29 75 84 158 100

再雇用率（%） 54.7％ 64.6％ 71.7％ 82.3％ 70.9％
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今後の課題

ゴールドウインは、包容力をもって一人ひとりの人格を大切にする企業であるために、多様な人材の雇用や勤務を可能とし、

その能力を活かす職場環境づくりを目指し続けます。今後は人的資本の最大化、女性を含むダイバーシティの推進、研修制度

の充実などの取り組みを強化していきます。
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Sustainability

人材育成

基本的な考え方

「人」はゴールドウインの最大の資産であり、人材の成長こそが当社の成長の源泉となります。高い視座と革新性・創造性を

持った従業員を育て、多様なナレッジを共有していくことが組織を強くするという考えのもと、当社ではさまざまな人材育成施

策を実施しています。

70年以上に亘り受け継いできたゴールドウインのD N Aを伝承し、事業成長を推進していく人材輩出に向けて、2022年度には

新人事制度をスタートしました。新たに策定した人材マネジメント方針では「不透明な環境下においても、会社を持続的に成

長させることができるプロフェッショナル人材の育成と確保を推進する」ことを人事基本方針とし、それに基づく「求める人材

像」を明確にして人材育成の拠り所としています。

1 お客さま志向で、想像力が発揮できる、専門性の高い人材

相手の立場で物事を考え、人とは違う思考と、高いレベルの専門性（知識・スキル）により、新しい事業を構想・推進でき

る人材

2 自身の役割・責任を主体的に果たしチャレンジできる人材

チーム（組織）として成果を上げるために、自身に求められる役割・責任をしっかり認識し、責任を持って遂行するととも

に、新しいことにチャレンジする人材

3 個性を尊重し、チーム力を活用して成果を上げることができる人材

個々の能力の最大化に加え、チーム（組織）としてのリソースを最大限活用し、全社最適の観点から事業を推進する人材
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人材育成

ゴールドウインでは従業員一人ひとりの成長をサポートするため、長期的視点から研修制度を整備しています。階層別研修、

管理職研修、選抜研修、全体研修の4つの軸で、社内講師および外部講師によるプログラムを組み合わせ、創造性やイノベー

ションを引き出すさまざまな機会の創出を目指します。2023年度は、会長研修や社長講話研修など、会社のトップと従業員が

直接対話しエンゲージメントを高めることを目的とした、対象従業員の広い研修を継続的に実施し、企業風土の醸成を図りま

した。また、2022年度に導入した新人事制度浸透のため、管理職向けのプログラムを重点的に行いました。2024年度は、チー

ム内のコミュニケーション促進に関するマネジメント研修や、若手グローバル人材の育成、フェムテック研修など、当社の課題

に合わせたさまざまな研修を実施する予定です。

階層別研修

新入社員から中堅社員、管理職に至るまで、各階層に合わせた研修を実施しています。従業員が現在の業務にあたる上で必

要な要件を身に付けられるよう支援し、全体の底上げを図ります。

研修受講状況・研修費総額（単体）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

全社共通の教育・研修の年間受

講者数

のべ218

名

のべ399

名

のべ309

名

のべ1,246

名

のべ1,175

名

全社共通の教育・研修費総額
7,451万

円

7,734万

円

4,667万

円
5,025万円 4,706万円

従業員一人当たりの研修時間

（平均）
2.01時間 2.64時間 2.39時間 3.64時間 3.98時間

Goldwin ESG Databook   101



主な階層別研修

研修

一人あたり

の

研修時間

（時間）

受講者（名）

研修目的・内容
2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

新入社員

研修
78時間 40 29 34 13 23

企画、生産、販売まで行っ

ているスポーツメーカーの

人材として、自分の職種以

外の業務を研修で経験し、

これからの仕事に生かすこ

とを目的に、新入社員およ

びキャリア採用の従業員

は、当社の研究開発施設

「ゴールドウイン テック・ラ

ボ」において定期的に研修

を受講しています。アーカ

イブコーナーで企業の歴史

を学ぶとともに、自らス

ポーツウエアをつくり上げ

る縫製実習を通じて、モノ

づくりの基本を学びます。

中堅社員

研修
実施なし 22 19 14

実施

なし

実施

なし

自身の対人行動の特長を

理解し、他者と絆を深める

ポイント（対人関係の社会

的能力）を学習  します。強

い絆を持ったチームのあり

方を体験的に理解します。

昇格者研

修
4時間 60 49 38 58 43

販売アルバイトからの社員

登用者を対象にした、マイ

ンドセット、モチベーション

向上を目的とした研修

販売キャリ

ア入社研

修

3時間 11 43 28 25 46

販売キャリア入社者を対象

にした、マインドセット、モ

チベーション向上を目的と

した研修

販売基礎

研修
38時間 11 15 15 7 16

新卒販売職を対象にした、

販売の基礎を学ぶ研修
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管理職研修

管理職の社員に対し、組織を管理する上で欠かせないマネジメントスキル等を磨く研修を提供しています。2022年度からは新

人事制度の導入にあたり、制度の理解と評価軸の共有のため、評価者勉強会とフィードバック面談の説明会を実施していま

す。

主な管理職研修

研修

一人あた

りの

研修時間

（時間）

受講者（名）

研修目的・内容
2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

新任リー

ダー研修

実施

なし
24 23 30

実施

なし

実施

なし

初めて管理職になる従業

員を対象に、ゴールドウイ

ンの管理職としての基礎知

識・ベースつくりを行いま

す。

新任マネー

ジャー研修
21時間 13 25 16 90 19

ゴールドウインの今後を担

うマネージャーとして活躍

するために、以下の3点に

ついて学ぶ研修です。

①マネージャーに求められ

る基本的な役割について

②チームを活性化し運営

するスキルと、チームメン

バーに対する指導・支援ス

キル

③マネージャーとしての自

己理解

マネジメン

ト基礎研修
15時間 ― 85 27 21 23

店長の役割を理解する研

修

ミドルマネ

ジメント研

修

36時間 4 0 10 15 10

部長職以上を対象とした、

ビジネスリーダーとして必

要となる経営スキルの体

系的な修得と全社的な経

営視点の養成を目指すプ

ログラム（12回）
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研修

一人あた

りの

研修時間

（時間）

受講者（名）

研修目的・内容
2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

新任エリア

長研修
0時間 0 20 6 0 7

健全な店舗運営の実現に

向けて、エリア長としての

役割を認識する研修

新任管理者

研修
3時間 26 30 19 21 23

新任店長としての管理者

業務の習得を目的とした

研修

マネジメン

ト研修
11時間

未実

施

未実

施

未実

施
126 10

部長職に対して、マネジメ

ントの向上を目的とした研

修

新人事制度

評価者研修
2時間 126 140

新人事制度の導入にあた

り、制度の理解と評価軸の

共有のため、評価者勉強会

とフィードバック面談の説

明会
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選抜研修

優秀な社員を選抜し、ゴールドウインの将来を担う幹部候補として戦略的に育成しています。さまざまな研修を通し、実践的

な知識や専門スキルの習得を促します。2023年度は、キャリア採用者を対象に、本店のある富山地区で1泊2日の会長研修を

実施し企業風土の醸成を図りました。

主な選抜研修

研修

一人あた

りの

研修時間

（時間）

受講者（名）

研修目的・内容
2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

若手選抜研

修
20時間 6 0 18 6

実施

なし

選抜者を対象とした、ビジ

ネスパーソンが成果を上げ

続けるために身に付けて

おくべき論理思考力（問題

解決力やコミュニケーショ

ン力、意思決定力など）を

鍛えることを目的としたプ

ログラム。

IF I研修
実施

なし
1 1 7

実施

なし

実施

なし

（M D編）マーケティング、ブ

ランデング、マーチャンダイ

ジング等の知識の習得ま

た、営業力の強化、V M D、

在庫管理等の販売に結び

付く実践的な内容を学ぶプ

ログラム。

（店舗運営編）販売促進や

営業力強化、店舗運営と

V M Dを含め、ブランド資産

を増やせる店舗人材を目

指すプログラム。

サービス・接

遇研修
14時間 0 60 40 80 142

サービスに型を学び、顧客

感動へ導く応対スキルを身

に着ける研修

指導者養成

研修
14時間 0 0 7 19

実施

なし

指導者としての効果的な

部下育成の方法を学ぶ研

修
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研修

一人あた

りの

研修時間

（時間）

受講者（名）

研修目的・内容
2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

会長研修 13時間 211 307

キャリア採用者を対象に、

本店のある富山地区で1泊

2日の会長研修を実施して

います。研修初日は講義形

式で会長よりゴールドウイ

ンの歩みを学んだのち、会

社の発展を支えた先人た

ちを偲ぶ「遺徳の碑」、ゴル

フ倶楽部ゴールドウインを

見学。研修二日目はグルー

プの物流機能を担うゴー

ルドウインロジテムを見学

後、トップアスリートたちと

のモノづくりに関する話を

講義形式で聞いた後に、直

接モノづくりに触れる機会

としてゴールドウイン テッ

ク・ラボで、プリント・縫製

の技術研修に参加します。

ゴールドウインの歴史や企

業風土に触れるとともに、

当社の技術力の優位性に

ついて社員が理解できるプ

ログラム内容になっていま

す。
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全体研修

全社員を対象とした、各種研修プログラムを整備しています。積極的な受講を促し、ゴールドウインの人材力強化につなげて

います。2022年度から、社長自らが従業員と直接対話し意見交換をしながらエンケージメントを高める社長講話研修を行っ

ています。研修は1グループ20～25名程度の人数で構成され、販売職以外の従業員を対象に実施しています。

その他の研修

海外語学研修

海外事業を支えるグローバル人材の育成のため、入社3年目以上の正社員・契約社員（販売職を含む）を対象に、海外語学研

修の参加者を社内公募しています。希望者は上長の推薦を受けて応募し、書類選考と面接を経て、最終的に経営会議で選出

されます。選出された社員は帰国後の配属部署を事前に決定した上で、6カ月間ホームステイをしながら語学力を磨き、現地

のゴールドウイン店舗でも経験を積みます。 2018年度から2020年度までに2名がこの研修制度を利用しました。これまでの

実施国はアメリカです。2022年度以降はコロナ禍により実施を見送りましたが、状況に応じて早期の再開を予定しています。

接客ロールプレイングコンテスト「セールスコンベンション」

ゴールドウイングループでは、企画開発した商品の機能や用途、さらには着用場面や注意点などの情報を、直営自主管理店の

店頭を通じて直接お客様にお伝えして、新しい体験をご提案する双方向コミュニケーションに力を入れています。年一回実施

している接客ロールプレイングコンテストの「セールスコンベンション」を通じて、販売スタッフ自らの接客スキルの向上を目指

しています。2023年度は全国の販売店舗から選抜された11名の販売スタッフが出場しました。富山本店の会場には、役員を

含めた約100名以上の従業員が参加したほか、オンラインでの視聴も可能とし、当社の多くの従業員が参加しました。販売ス

タッフだけでなく、多くの従業員が製品や販売に関する知見を高める機会として、今後も継続的に実施していきます。

全体研修

研修

一人あたり

の

研修時間

（時間）

受講者（名）

研修目的・内容
2022

年度

2023

年度

社長講話研

修
2時間 773 366

ゴールドウインの理念や将来ビジョンを社

長自ら社員に向けて直接発信・共有し、理念

の浸透を図るプログラム内容

Goldwin ESG Databook   107



海外赴任者研修

ゴールドウイングループでは、海外赴任が決まった従業員に対して、赴任前研修を行っています。語学研修の他、パスポート、ビ

ザ、保険、健康診断関連などの各種手続きや、赴任後の住まい、子女の教育等、海外における生活を総合的に学びます。2023

年度は海外赴任者がいませんでしたが、今後は状況に応じて実施する予定です。

Leave No Trace研修

当社は、環境に対するインパクトを最小限にしてアウトドアを楽しむための環境倫理プログラム「Le ave  N o  Tra c e」のオフィ

シャルパートナー企業として、その活動を支えています。2023年度は、Le ave  N o  Tra c eと協業して、アウトドアアクティビティ

における環境配慮についての理解促進を目指した体験型研修を箱根と屋久島で行い、のべ50名従業員が参加しました。箱根

ではLe ave  N o  Tra c eの原則をベースに野外炊事やゲーム形式で環境へのインパクトを学ぶコースを開催したほか、屋久島

国立公園の白谷雲水峡ではLe ave  N o  Tra c e原則の教え方に重点を置いたトレーナー資格取得プログラムを実施しました。

従業員のキャリア開発支援

ゴールドウインでは、従業員が多彩な能力を開発し、自ら希望するキャリアを実現していけるよう、ワークショップの開催や面

談を通したさまざまな支援や、技能検定の補助等を行なっています。また、配属先の決定にも、従業員自身の希望を反映しや

すい仕組みを整えています。さらに、従業員の製造技術・技能の向上や、繊維製品の品質・性能の向上を図ることを目的とした

各種検定・資格の受験料の補助を行い、従業員のさらなるキャリアアップを支援しています。2023年度からは、これまで年2回

だった上長との面談を4回行うことにより、従業員のキャリア形成をバックアップする体制を整えています。
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キャリアアンドディベロップメント（C&D）

ゴールドウインでは年1回、部長職以下の全従業員（契約社員も含む）にキャリアデベロップメントカードへの回答を求めてい

ます。これは、オンラインアンケート形式で自身のキャリアへの考え方について尋ねるものです。アンケート項目には異動の希

望に関するものも含まれ、全社的な人材配置の資料として活用されます。キャリアデベロップメントカードを通し、従業員は今

後自分がどのように働きたいかを会社に伝え、所属部署や勤務地の選択に主体的に関わることができます。

2023年度は内勤者79名、販売職167名が異動希望を出し、そのうち17名が希望部署に異動しました。

社内公募制度

新規部署の立ち上げなどにあたり、その部署に希望する人材を配属できるよう、当社では必要に応じて社内公募を行っていま

す。応募した従業員は該当部署および人事部の審査を受け、業務に必要な基準を満たしていると判断された従業員の中から

厳正に選出されます。社内公募は不定期で、2023年度は1件実施しましたが、配属には至りませんでした。従業員の希望を重

視した異動の仕組みとして、2024年度以降も状況に応じて実施する予定です。

技能検定等の補助

ゴールドウインでは、従業員の製造技術・技能の向上や、繊維製品の品質・性能の向上を図ることを目的とした各種検定・資

格の受験料の補助を行い、従業員のさらなるキャリアアップを支援しています。

各種検定・資格補助一覧

検定・資格名 頻度 負担金額
現在の認定

者数

うち、2023年度認

定者

婦人子供服既製服縫1級、2

級
毎年実

施

受験料の半額を会社が

負担
26 1級 /1名、2級 /3名

繊維製品品質管理士

（TES）試験

受験料の全額を会社が

負担
90 6名

婦人子供服既製服パターン

メーキング1級、2級
2年に1

回

受験料の半額を会社が

負担
10

隔年実施のためな

し

縫製機械整備　1級、2級
受験料の半額を会社が

負担
34

隔年実施のためな

し

Goldwin ESG Databook   109



キャリア相談室・キャリアワークショップ

従業員一人ひとりが、（1）社会の変化から今の自分の状況を客観的に見ることができ、（2）変化に気づき、理解し、自分のなか

に取り入れることを体験し、（3）未来を生き抜くための自分自身の力を考える機会を提供するために、定期的にキャリアコン

サルティングを実施しています。さらに年に1回、「50、55歳」「40、45歳」「30、35歳」の年齢別のキャリアワークショップを開催

しており、それぞれのライフステージに応じて従業員が自分のキャリアを見つめ直すきっかけを提供しています。

2023年度のキャリアワークショップには、60歳8名、50歳22名、55歳17名、40歳22名、45歳19名、30歳15名、35歳20名が

参加しました。また、キャリア相談室として、希望者にはキャリアコンサルタントによる個別面談を通年で実施しています。

利用者の声

（役に立った自由記載）

30代の声

40代の声

50代の声

60代の声

30歳という節目を契機に自身のキャリアを見つめ直す人は多いと思いますが、それを周囲と共有し、フィードバック

を得られる機会はキャリアパスを描く上で貴重と感じています。

自分自身を考える時間が作れてよかった。悩みを言葉にすることで気持ちが軽くなった。

普段直接関わらない方と会話することで刺激を受けました。同じ年齢ですが価値観・考え方・経験・将来の展望など

全て異なるため、「自分もこういう考え方を取り入れよう」と感じる事ができ、今までよりも柔軟な考え方ができるよう

になれると感じています。

他の人の強みやライフチャートを見せてもらうことで、自分の行動や思考へ活かしたいことなど、気づきを得ることが

できました。

自身のつよみの発見に繋がり、前向きな気持ちでさらにスキル開発や、今後注力する仕事が明確になりました。

新卒の新入社員を採用していないときに入社しているため、同期入社が無い年代ということもあり、同じ歳の同じ研

修を受けることができたことで、社内のコミュニケーションになった。

50代に向けてどう行動しようかと思っていたので、具体的に考えることができてよかった。

今までの自分をライフラインで振り返り、自分を見つめなおせた。この先の60歳からというのを考えたことがなかっ

たので良いきっかけにしたい。

さまざまな立場の人の本音、経験を聞くことが出来、更に仲間意識が高まりました。また後輩に何が残せるのか考え

る機会になりました。

同じステージに立った方々の意見や思いを聞く機会となり、とても参考になる意見があり良かったです。

客観的に自分を知ることの大切さをわかる機会を得ることができて良かった。

再雇用のスタートとして、この時期に新たな発見ができ、今後の励みとなった。
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今後の課題

当社では、2022年度よりスタートした新人事制度のもと、会社としての育成方針や求める人材像をより明確に従業員に示し

ていくことに注力しています。人的資本を最大化するため、積極的に能力開発を目的とした研修を行い、従業員一人ひとりが

自身のキャリアアップを考えられるような環境を整備し、従業員の自己啓発を加速させ、チャレンジする気持ちを高める制度

運用を目指します。また、当社がどのような支援策を用意しているかを、従業員一人ひとりに分かりやすく伝えていきます。
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Sustainability

働きやすい職場環境の整備

基本的な考え方

ゴールドウインでは、人材を最大の資産として捉え、すべての従業員が能力を最大限に生かし、やりがいを感じながら働き続

けられるよう、時代に合わせたサポートを絶えず進化させていく必要があると考えています。従業員一人ひとり異なるライフス

テージや働き方へのニーズを踏まえ、対応できる制度の整備・運用に注力します。従業員が安心して仕事に集中できる環境づ

くりを通し、職場全体の生産性・パフォーマンス向上を目指しています。

ワーク・ライフ・バランスの推進

従業員がワーク・ライフ・バランスを実現し、健康に、充実感をもって働ける適切な労働時間を実現するため、過重労働の防止

や年次有給休暇取得率の向上に取り組んでいます。

過重労働の防止

当社では、2020年度から業務効率改善のための棚卸を実施し、ネットワーク制限やテレワーク制度の導入を通して、全従業員

の時間外労働時間の削減に取り組んでいます。就業時間の管理においては、P Cの起動・終了時刻を毎日レコーディングし、上

長にそのログデータを自動配信することで、部下の働き方への意識を促しています。また、労働時間が一定基準を超える従業

員がいる場合、人事部がその部門の管理監督者に働きかけ、改善策の策定を求めています。2021年度には時差出勤制度、

2022年度には中抜け有給休暇制度を開始し、柔軟に働く環境を整備し過重労働防止を推進しています。2023年度は、全社従

業員の年間時間外労働時間の削減に取り組み、結果として従業員一人あたり年間時間外労働時間は152.6時間となりまし

た。これを踏まえ、2024年度も削減のためさらなる取り組みを推進しています。具体的にはタイムカードによる勤怠時間とP C

のログイン時間を一元化し、実績の見える化等の施策を計画しています。
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年次有給休暇取得率の向上

当社では、従業員の健康維持・増進や、働きやすい職場環境づくりを進めるため、年次有給休暇取得率の向上に取り組んでい

ます。各部門で有給取得率75%上の達成目標を定め、所属長の責任ものと、取得推進に取り組んでいます。取得状況は毎月、

部門ごとの一覧で回覧され、進捗率を全社で共有しています。

2023年度の年次有給休暇取得率は86.9％となりました。

育児・介護との両立支援

従業員が仕事と育児・介護を両立できるよう、さまざまな支援を行なっています。特に育児支援では、子どもが小学校4年生に

なるまで時短勤務を利用できるようにするなど、法定を超えた制度を充実させています。また、本人および配偶者が妊娠した

従業員に対し、育児休業をはじめとする制度の個別周知・意向確認を徹底しています。2023年度は、出生時育児休業制度開

始にともない管理者向けの研修で制度の説明を行いました。新制度は取得期間と日数が限定されているため、出生時育児休

業制度の枠を超えて通常の育児休業を取得するなど選択肢が広がり、育児休業の取得者増加に寄与しています。また2024年

度は働きやすさについて従業員アンケートを実施し、それらの意見を活かしながら、さらに働きやすい職場環境の整備づくりを

目指します。

従業員一人あたり年間労働時間

  2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

従業員一人あ

たり

年間総労働時

間

1,829.0時間

／年

1,830.9時間

／年

1,788.9時間

／年

1,802.8時間

／年

1,796.9時間

／年

従業員一人あ

たり

年間時間外労

働時間

179.9時間／

年

137.9時間／

年

145.2時間／

年

155.5時間／

年

152.6時間／

年

年次有給休暇取得率の推移（単体）

  2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

有給休暇取得率 84.0％ 79.7％ 85.8％ 83.3％ 86.9％
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制度利用実績

制度
2019年

度

2020年

度

2021年

度

2022年

度

2023年

度

育児休業制度利用者数（名）

男 3 7 13 31 29

女 28 33 52 44 45

育児休業の取得平均日数（日）

男 111 33 26 19 42

女 324 351 238 372 406

育児休業後の復職率（%）

男 100 100 100 100 100

女 96.4 94.7 96.8 94.6 92.5

育児短時間勤務制度利用者数

（名）

男 0 0 2 1 1

女 20 26 26 35 42

介護休暇制度利用者数（名）

男 7 11 10 10 8

女 9 13 20 18 23

介護休業制度利用者数（名）

男 0 0 2 0 0

女 0 0 0 1 0

介護短時間勤務制度利用者数

（名）

男 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0

看護休暇制度利用者数（名）

男 20 24 53 71 81

女 58 97 96 117 144
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ママ・パパ相談室

2021年6月、育児中の従業員への支援窓口となる「パパ・ママ相談室」を設置しました。これまでにも女性活躍推進法に則り、

出産・育児というライフステージを迎えた女性従業員への支援を充実させてきましたが、今回の窓口設置は、男性従業員の育

児参加の加速を大きな目的のひとつとしています。2023年度は、個別相談を通し、従業員が利用できる制度の周知と利用促

進に努めました。

その他の支援制度と利用者数

制度 概要
2020年度利

用者数（名）

2021年度利

用者数（名）

2022年度利

用者数（名）

2023年度利

用者数（名）

産前産後休業

出産予定日の46

日前および出産後

56日間の休業制

度

28 51 33 42

配偶者出産休暇

配偶者の分娩のた

めの特別休暇付与

制度

22 21 14 24

出生時育児休業

育児休業制度とは

別に子の出生後8

週間の期間内に4

週間以内の休業を

取得できる制度

– – 6 33

二重保育料支援

フル勤務継続のた

めの保育料支援制

度

0 0 0 0

駐車場代補助

保育園送迎のため

の駐車場代支援制

度

1 0 1 1
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働きがいのある職場の実現

ゴールドウインでは、従業員が仕事を楽しみ、誇りや連帯感をもって能力を発揮できる職場づくりに注力しています。ゴールド

ウインらしい働きがいある職場を追求することで、従業員のエンゲージメントを高め、持続的成長へとつなげていきます。

2023年度相談実績

期間：2023年4月～2024年3月/相談件数：226件

相談時期 件数 相談内容

産休前 60件

育児休業延長時 56件

男性社員育休取得前 63件

復帰後の相談 47件

制度・給付金・申請の仕方説明

切迫早産・重度悪阻などの体調不良時の相談産休開始時期

について

産休前の有給取得やシフトについて

第一子育休から連続で第二子の育休を取得する方法につい

て

パパの育休について

延長手続きの仕方について

保育園入園と復帰タイミングについて

育休手当金について

制度・給付金・申請について

出生時育児休業について

取得時期・期間の相談

社会保険料免除について

時短勤務について

復職後の働き方について
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多様な働き方の推進

従業員それぞれが働き方への多様なニーズを持つ中、働く時間・場所の柔軟性を高めていくことは、業務の効率化や生産性の

向上につながると考えています。すべての従業員が働きがいを高め、自己成長の機会を得られるよう、多様な働き方を支える

さまざまな制度を導入しています。これまであった時差出勤制度に加え2022年度からは中抜け有給休暇制度を開始しまし

た。2024年度は従業員の意見を活かしながら、さらに働きやすい職場環境の整備づくりを目指します。

働きがいの向上を目指す制度の導入

制度 概要 2023年度実績

永年勤続制度

長期にわたって勤務する従業員に対し、休

暇と金一封を支給する制度。勤務10年、20

年、30年、40年でそれぞれ設定。

勤務10年：　66名

勤務20年：　7名

勤務30年：　49名

勤務40年：　25名

バカンス休暇

販売職を対象にした、連続で10日間の休暇

が取得できる制度。私用休を組み合わせる

ことで、最長14日間までの休暇を取得でき

る。レクリエーションや家族との時間などに

役立てるよう推奨。

対象者972名、うち取得希望者925名、うち

取得者871名（取得率：対象者総数89.7%、

取得希望者94.2%）

スポーツエール制

度

一過性のイベント参加では無く、高い目標を

立てて継続的にスポーツ活動や大会のボラ

ンティア、指導者に励む従業員に対し、金銭

補助、商品提供、特別休暇などで支援する

制度。

41名
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多様な働き方を支援する制度

制度 概要 対象

有給休暇の半

日・時間単位で

の付与

【目的】

労働者のさまざまな事情に応じて、柔軟に休暇を取

得できるようにする為

【内容】

半日単位および年５日の範囲内で時間単位での取得

が可能

社員・契約社員・パートアルバイト

副業許可制度の

導入

【目的】

①社内では得られない知識、スキルの獲得

②社外から新たな知識・情報や人脈を獲得することに

よる事業機会の拡大

③従業員の自律性・自主性の涵養、優秀な人材の獲

得・流出の防止

【内容】

①個人事業主型

②企業秘密が漏洩する可能性がないこと

③会社の事業と競合関係にないこと

④定時時間外の副業を許可するため、健康上や職務

の能率に悪影響が出ないこと

社員・契約社員の内、副業を行うこと

を認められた者

テレワークの導

入

【目的】

新たな価値創造、生産性向上による企業収益への貢

献、従業員のゆとりある生活および災害や感染症等

への対応を目的とする

【内容】

自社オフィス以外の場所において情報通信機器を利

用して業務を行う

①在宅勤務

②モバイルワーク

③サテライトオフィス

社員・契約社員・パートアルバイトの

内、テレワークで業務を行うことを認

められた者

サテライトオフィ

スの設置

【目的】

出張・外出等の移動中に利用が必要な従業員にワー

キングスペースを提供し、より多様な働き方に対応す

る

【内容】

サテライトオフィス運用会社と契約、事前申請した従

業員の利用を許可している

一部地域社員
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RPA（業務自動化ロボット）の導入

ゴールドウインでは、ワーク・ライフ・バランスを向上させるため、R PA（業務自動化ロボット）で代替できる業務の業務自動化

（以下、R PA化）を進め、残業時間の削減等、長時間労働の緩和を目的とし、従業員が今まで以上に働きやすい環境作りを推

進しています。R PAとは、「Ro b o t i c  Pro c e s s  A u to m a t i o n」の略称となり、人が手作業で行っていたコンピューター上の定型

的な業務プロセスをソフトウェアのロボットが人間に代わって自動で処理を実施する技術です。定型的な単純作業や大量作業

する際の人為的な作業ミスは大幅に削減でき、長時間労働の緩和、従業員の心理的負荷軽減に繋がります。またR PA化するこ

とで創出された時間を人にしかできない高付加価値業務に充てることができるため、生産性の向上が期待できます。当社では

システム部が中心となり、人事、財務、経理、生産管理、EC販売、総務などの各部門担当者と定期的にR PA化について会議を

行っております。2019年度から開始したR PA化は、（1）導入部門数は、4部門から11部門と約3倍に、（2）適用業務数は、12業

務から48業務と約4倍となりました。それを支える（3）R PA人材育成人数は、12人から25人と約2倍に増え、活動規模を徐々

に拡大しています。また、（4）導入部門あたりの創出時間は、200時間から945時間と約4.7倍に増加し、創出時間の総計は

800時間から10,395時間と約13倍になりました。

制度 概要 対象

時差出勤制度の

導入

【目的】

①業務効率・生産性の向上、および時間外労働の削

減

②働き方の選択肢の拡大によるキャリア形成の再考

【内容】

所定労働時間は一定のまま、事前の申請・承認によ

り、決められた範囲の中で出退勤時間を選択可能と

する

社員・契約社員（販売職、ゴールドウ

イン開発（株）、G W L、n aを除く）

中抜け有給休暇

制度の実施

【目的】

①業務効率・生産性の向上

※1日有休、半日有休を使用せずとも所定労働時間

の間に時間有休を取得することが可能

②働き方の選択肢を増やす

【内容】

現状の始業時間からの取得、終業時間からの遡りで

の取得のみならず、就業時間中のどのタイミングでも

取得可能として運用する。

なお、時間有休の取得可能時間は現状と同じく2h /日

もしくは1h /日とする。

社員・契約社員
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主な事例

（１）展示会終了後の受注数の集計処理業務

半年に一回開催される展示会終了後の受注数の集計は、これまで手作業で記入していました。担当者は通常の業務を行いな

がら約5万行のデータを集計するため、約4か月程度の作業時間を要しており、業務負荷増の原因になっていました。受注デー

タ検索から集計処理をR PA化することで担当者の作業負荷軽減を実現しており、適用効果としては年間約400時間程度の時

間創出効果が出ています。

(２)  出退勤状況確認業務

新型コロナウイルスの影響によりテレワークが推奨されましたが、適正な勤務管理を実施するために、従業員のパソコンのロ

グイン・ログアウト時間と、各個人から申告される業務開始・終了時刻との乖離を確認することが必要となりました。人事部で

は、これまで行っていなかったこの勤怠管理をR PAにて実現し、従業員の正確な業務開始・終了時間を確認することができる

ようになりました。適用効果としては年間約4,800時間程度の時間創出効果が出ています。

（３）修理品（リペア）の管理業務

弊社ではお客さまが大切に使われていた自社製品の修理に力を入れており、お客さまから届いた修理品を管理するためのシ

ステムを新規導入しました。このシステムは従来使用していたリペア品のデータベースからデータの取り込み作業を毎日行う

必要があり、1回に20分程度の作業時間を要していました。これをR PAで夜間自動処理できるようにし、作業負担軽減に成功

しました。適用効果としては年間約165時間程度の時間創出効果が出ています。

定年退職後の生活設計立案のサポート

人生100年時代と言われる中、定年退職後も充実したライフスタイルを送るためには生活設計を立て実践することが大切だ

と考えており、ゴールドウインでは、50歳以上の従業員に向けて、隔年でライフプランセミナーを開催しています。

おもな指標 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（1）R PA導入部門数 4部門 7部門 9部門 12部門 11部門

（2）R PA適用業務数 12業務 22業務 31業務 40業務 48業務

（3）R PA人材育成人数 12人 17人 20人 29人 25人

（4）導入部門あたりの創出時

間

200時間 /

部

641時間 /

部

830時間 /

部

719時間 /

部

945時間 /

部

創出時間  総計 800時間 4,491時間 7,471時間 8,941時間
10,395時

間
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ライフプランセミナー

生活資金の現状を把握し、将来に向けての生活設計を考え実践することを目的に、当社の企業年金等諸制度の説明や社会保

険・公的年金のあらましとその手続きの説明に加え、定年退職後の家計プランをワークショップ形式で算出します。充実したラ

イフスタイルを送るための生活資金を算出し、在職中から将来の生活設計立案のサポートを行っています。2022年度はオンラ

イン形式で開催し、50名が参加し、後日、アーカイブ配信もしました。

その他の福利厚生等

ゴールドウイン健康保険組合の取り組み

健康保険組合においても、健康保険組合に加入している従業員とその家族の健康維持・増進ならびに生活向上の支援を目的

として、さまざまな福利厚生と保健事業を実施しております。

予防接種補助

インフルエンザの予防接種の補助を行っていますが、2022年度より、予防接種法で規定する疾病まで対象を拡大しました。補

助回数は1疾病につき年間1回。

家庭常備薬補助

家庭常備薬の割引販売斡旋品（栄養剤、衛生用品、健康食品、冷却材、絆創膏等を除く医薬品）の半額（上限5,000円）を補助

しています。補助回数は年間2回。

インフルエンザ

ジフテリア

結核

急性灰白髄炎（ポリオ）

Hib感染症

麻しん（はしか）

肺炎球菌感染症

風しん

ヒトパピローマウイルス感染症

日本脳炎

水痘

破傷風

ロタウイルス

百日せき

B型肝炎

流行性耳下腺炎（おたふくかぜ）
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不妊治療費補助

2022年度から、不妊治療の自己負担相当額 (保険適用分 )の全額を補助しています。補助回数は一子ごとに、女性の年齢40歳

未満は通算6回まで、40歳以上43歳未満は通算3回まで。

オンライン健康相談サービス「HELPO」開設

2022年度から、オンライン健康相談サービス「H E L P O」を導入しました。医師や薬剤師等の医療専門家に24時間365日無料

で相談できます。また、近くの医療機関の基本情報の検索や医療機関のオンライン診療を利用することができます。

若年層保健指導

2022年度から、健康診断時に生活習慣病健診の対象者（35～39歳）に特定保健指導を実施しています。

スポーツ施設利用補助

2022年度から、全国のスポーツ施設を利用した利用料の半額（上限3,000円）を補助しています。2024年度より事業を拡大

し、補助回数は年間4回。

無料歯科健診

歯科健診センターと提携する全国の歯科医院にて無料歯科健診やカウンセリング（年間1回）を受けることができます。

今後の課題

ゴールドウインは、多様な従業員にとっての働きやすい職場環境の実現に向けて、今後も取り組みを強化していきます。K P Iや

具体的な目標を明らかにすることで、当社が何を重視し、どのような支援活動に注力しているかを従業員に示していくことが

重要と考えます。これまで整備してきた制度を分かりやすく発信し、対象となる従業員が必要なタイミングで確実に利用できる

よう運用体制を整え、利用者数を拡大していきます。
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Sustainability

公正な評価・処遇

基本的な考え方

ゴールドウインでは、人的資本の最大化を目指すことが、経営上の最重要項目となっており、当社で働くすべての従業員が、自

身が期待されている役割をしっかりと認識し、職務の確実な遂行により組織の目標達成に貢献する仕組みが重要と考えてい

ます。この仕組みとして公正な評価・処遇決定を行う基幹人事制度を整備し、従業員とのコミュニケーションを通じて透明性

の高い運用を行っています。また当社では「人権方針」に基づき、一切の差別を禁止しています。賃金制度においても性別によ

る差別等は一切行わず、同一労働同一賃金に関する法令を遵守した処遇決定を行っています。

人事制度

当社では2022年度に人事制度を改定しました。新たに導入した人事制度は「事業の成長を推進する人材を輩出できる仕組

み」「ゴールドウインのD N Aを生かし、しっかり伝承できる仕組み」「シンプルで納得感がある仕組み」であることを基本コンセ

プトとしています。また、ジョブ型人事制度として、会社が従業員に期待する事項を明確に示すとともに、それに基づくキャリア

パスを提示することを重視しています。

当社の人事制度は、等級別に求める職務内容・能力・経験等を明確化した「等級制度」と、評価基準を定めた「評価制度」、等

級別の職務評価結果から報酬を決定する「報酬制度」の3つからなる基幹人事制度が骨格となっています。ジョブ型人事制度

として、担当する仕事と役割である「職務」を基準とした人事制度であり、当社では①職務の質・難易度、②職務の領域・範囲、

③協働・管理・指導の3軸で各等級や評価基準、報酬体系を定めています。

人事制度の改定により、各職務に対する役割が明確となり、納得感のある評価を実現するだけでなく、戦略的な人材ローテー

ションや人材育成が可能となります。さらに、これまで60歳以上の再雇用者は一律の賃金でしたが、ジョブ型人事制度に移行

したことにより職務に応じて評価されることになり、性別や年齢による差別等のない、同一労働同一賃金を遵守した制度と

なっています。

2023年度は評価軸の共有のため、評価者勉強会とフィードバック面談の説明会を対面で実施しました。対象者は全員参加

し、後日アーカイブでのフォローアップも行いました。この評価者説明会は、今後も毎年実施していきます。また、上長との面談

を4回行うことにより、従業員のキャリア形成をバックアップする体制を整えました。2024年度以降は、従業員満足度調査から

見えてきた制度の課題点を整理し、評価の透明性、納得性を高めるよう具体策を実行し、安定運用を目指します。
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基幹人事制度

職務の構成要素

①職務の質・難易

度

業務を通じて創出する成果の質の違い

業務の難易度

②職務の領域・範

囲

業務の領域（専門分野）と範囲

③協働・管理・指

導

職責を果たす上で管理する必要がある事項と、その

範囲

（例） 安定・確実な業務遂行～効率的な業務遂行

～新たな価値の創造　等

（例） 誰でも容易に遂行可能～数年の訓練で遂

行可能～社内で限られた人材のみが遂行可能　

等

領域の例）開発／設計／製造／営業／経理／人

事・・・・等

（範囲の例）既存定型業務／既存非定型業務（突

発対応など）／新規非定型業務

（管理対象の例）自身の担当業務／部下の担当業

務／部下の勤務状況　等

（管理スパンの例）自分ひとり／数名のチーム／

数十名のチーム　等
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公正で競争力のある処遇決定

当社では「人権方針」に基づき、一切の差別を禁止しています。賃金制度においても性別による差別等は一切行わず、同一労働

同一賃金に関する法令を遵守した処遇決定を行っています。また、処遇決定においては法令で定められた最低賃金を遵守す

るだけでなく、各地域の労働賃金の動向や同業の競合他社の賃金水準を常に把握し、当社の業績等を鑑みながら判断し、生

活賃金以上の競争力のある支払いに努めています。人事制度での報酬は、基本給は前年度の個人の評価結果に連動し、夏季

の賞与は組織の一体感醸成を目的に前年度の全社業績、部門業績の評価に連動します（職務によって異なります）。個人の評

価については、評価者である上長と年4回の面談を通じ従業員への理解を深めながら公正な評価に努めています。これによ

り、男女の賃金差異の縮小に向けて取り組んでいます。

報酬決定プロセス

平均給与（円）（単体）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

平均給与 6,810,469 6,072,614 6,377,448 6,958,261 6,172,007

正社員 7,849,157 6,513,754 6,860,204 7,393,948 6,453,634

契約社員（内勤者） 5,342,443 5,418,713 5,680,879 6,484,777 5,824,897

契約社員（販売職） 4,143,953 3,859,979 3,916,816 4,041,056 3,774,714
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従業員満足度調査

当社では、2023年度から従業員満足度調査を実施しています。2023年11月に実施した調査では、全体の評価はBとなりまし

た。総合満足度は高い方から「会社」、「仕事」、「職場」、「上司」の順となりました。

従業員の期待値および満足度が高い項目は「自社の事業の成長性や将来性」、「オープンでフランクな姿勢」、「行動指針の共

有」、「部下への傾聴姿勢」となりました。一方で、「業務環境の充実度」、「評価・給与の妥当性」、「階層間の意思疎通」などの

項目は高い期待値に対して満足度がそれほど高くないという課題が見られました。

2024年5月の新社屋移転による業務環境の改善、引き続き取り組みを進めている人事制度の勉強会や1o n1面談の定期実施

による従業員への理解浸透、2024年度から始めるピープルマネジメント分野の管理職研修の実施などの対策を講じ、課題改

善を進めていきます。

男女の賃金の差異（男性の賃金に対する女性の賃金の割合）（単体）

2021年度 2022年度 2023年度

全従業員 62.0％ 65.4％ 66.8％

うち正規労働者（正社員） 59.1％ 64.4％ 68.1％

うち非正規労働者（パート・有期社員） 73.5％ 75.1％ 74.9％

＊「男女の賃金の差異の算出および公表の方法について」（厚生労働省）をもとに作成
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企業年金制度

当社グループでは、従業員の老後の生活の安定を目的に、企業年金制度を運営しています。制度は、確定給付型年金制度

（D B）と、確定拠出型年金制度（D C）で構成されており、等級に応じた金額を毎月拠出しています。なお、確定拠出型年金制度

（D C）については、当社が拠出している額と同額を上限とするマッチング拠出制度（従業員拠出）を導入しています。

従業員持株会制度

当社では、従業員に対する持株会制度（ゴールドウイン従業員持株会）を導入しています。

ゴールドウイン従業員持株会は、従業員（グループ会社含む、正社員、契約社員）の中長期的な財産形成に資する目的で福利

厚生制度の一環として設立されました。持株会へ加入した従業員は、一定金額（1口1,000円から最大50口までの任意の口

数）を給与や賞与から天引きすることで持株会に拠出し、当社からの10%の奨励金を合わせて、当社の株式を無理なく買付け

ることができる制度です。あわせて、当社経営に対する意識が一層高まることで企業価値の向上につながることを期待してい

ます。売却する際は、インサイダー取引管理規定に従い「自社株売却申請」に必要事項を記入後、総務部長の承認を得てから

売却することとしています。2024年3月時点の加入者は、1,020名となっています。

今後の課題

公正な評価・処遇決定と、従業員とのコミュニケーションを通じた透明性の高い運用を継続していきます。2024年度も従業員

満足度調査を継続的に実施し、課題の把握と改善に向けた具体的な施策の推進を進めていきます。新制度の課題点を整理し

たうえで評価の透明性、納得性を高め、安定運用を目指します。導入した新制度により生産性の向上を目指し、各制度改革と

ともに従業員満足度の向上や組織の活性化を図ります。

企業年金制度の状況

加入者

数

2021年度拠出

額

加入者

数

2022年度拠出

額

加入者

数

2023年度拠出

額

確定給付型

年金（DB）
912 547,317,540 888 544,738,080 973 317,842,340

確定拠出型

年金（DC）
912 59,610,243 887 58,969,843 971 67,946,135
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Sustainability

健康経営

基本的な考え方

ゴールドウインでは、従業員の健康維持・増進が持続的な企業成長には欠かせないと考えています。従業員の心と身体の健康

を守ることは、安定的な人材確保の基盤になるとともに、個人のパフォーマンスや生産性、会社へのエンゲージメントを高め、

組織の活性化につながります。”スポーツを通じて、豊かで健やかな暮らしを実現する”という創業理念を大切にし、従業員が

仕事以外の場でもいきいきと活動的に過ごせること、その家族も一緒に健康であることを重視し、2021年3月には「ゴールド

ウイングループ健康経営宣言」として表明し、経営トップの主導によりさまざまな取り組みを強化しています。

ゴールドウイングループ 健康経営宣言

ゴールドウイングループは、コーポレート・ステートメントを実現し会社と従業員が共に成長を遂げるためには、従業員

の心と身体の健康が必要不可欠であると考え、全ての従業員が安心・安全に就業し健康を保持・増進するための環境

づくりを、会社・健康保険組合・従業員・家族が一体となって、積極的に取り組むことを宣言します。

2021年3月
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健康経営に関するトップメッセージ

私たちゴールドウインは、従業員が誇りと喜びを持って働ける企業でありたいと考えています。

その前提には、従業員と家族の心と身体の健康保持・増進があり、楽しみを感じながら仕事を続けることで新しい発想や感動

が生まれるとともに、一人ひとりの個性や能力が最大限に発揮され、企業の発展や社会への貢献に繋がるという思いがあり

ます。

私たちは、“人を挑戦に導き、人と自然の可能性をひろげる”  P u r p o s eのもと、仕事と遊びに境界を引かない暮らしを営むた

めにも、会社・健康保険組合・従業員・家族が一体となって、健康づくりを推進していきます。

代表取締役社長

渡辺  貴生

ゴールドウイングループ健康経営戦略マップ

ゴールドウイングループでは、経済産業省が策定した「健康投資管理会計ガイドライン」で公表されている「戦略マップ」を参考

に、健康経営の推進により解決したい課題を特定し、その課題を解消するための取り組みに落とし込んでいます。

課題から取り組みまでの健康経営戦略をストーリー表現し、従業員の心とからだの健康を守り、その家族も健康であるため

に、さまざまな取り組みを強化しています。
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従業員の業務パフォーマンスの評価と分析

当社では、健康診断やストレスチェック等を通じて従業員の業務パフォーマンスを定量的に評価・分析し、健康経営の推進に

活用しています。

「プレゼンティーイズム（出勤はしているものの健康上の問題によって完全な業務パフォーマンスが出せない状況）」、「アブセ

ンティーイズム（傷病による欠勤）」に加え、2022年度からは「ワーク・エンゲージメント（仕事へのポジティブで充実した心理

状態）」も数値化しました。

これらの指標を毎年出すことで評価を分析し、継続して従業員の心とからだの健康を守る施策を行います。
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推進体制

代表取締役社長を健康経営責任者、総務部総務グループ健康推進チームを事務局とする推進体制を整備しています。安全衛

生委員会やゴールドウイングループ委員会（従業員代表）、ゴールドウイン健康保険組合と連携し、産業医や公認心理士とも

相談しながら、さまざまな施策を実行します。また、各施策については経営会議を通して経営層へ報告しています。

健康経営推進体制

具体的な取り組み

ゴールドウインでは、従業員が心身ともに健康に働ける環境づくりに向けて、グループ全社において以下の取り組みを推進し

ています。

従業員の業務パフォーマンスの指標

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

ワーク・エンゲージメント（点）　※1 – – 2.7 2.7

プレゼンティーイズム（点）　※2 17.71 23.46

アブセンティーイズム（日）　※3 1.45 1.43 2.95 1.59

※1　新職業性ストレス簡易調査票（短縮80項目版）

※2　SPQ（Single- Item Presenteeism Question 東大  1  項目版）を用いたアンケート調査

※3　傷病休暇届出件数の全従業員平均日数
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産業医面談、カウンセリング

従業員一人ひとりの心の健康に寄り添うため、産業医・公認心理士による相談体制を整えています。メンタル不調の事前防止

や適切なフォローを目的に面談・カウンセリング機会の拡大に取り組んでいます。これらの面談やカウンセリングにより、休職

する前に就業制限をかけるなどでメンタル不調の事前防止に役立っています。また、当事者だけの問題として終わらせないよ

う、メンタル不調者の上長への相談体制も整備しており、2023年度からは店長職を対象としたメンタル不調に関する理解の

向上を目的とした研修も行っています。

禁煙施策

喫煙は生活習慣病にもつながり得るものであり、受動喫煙により本人だけでなく周囲にも影響を及ぼします。ゴールドウイン

では、禁煙は健康を守るための基本と考えて、禁煙を目指す従業員を全面的にサポートしており、2023年度はサポートした従

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

産業医面談実施回

数
291 357 394 366

カウンセラー面談

実施回数
19 19 19 19

2023年度施策

施策 利用者数 内容

対面とオンライン

を組み合わせたカ

ウンセリングの全

国展開

19名（計19回）

従来、東京・富山・大阪で実施していた対面面談に加えて、オンライン

面談を導入し、全国のグループ従業員が場所を問わずに相談できる

環境を確立。

メンタル不調者を

抱える主管者へ産

業医面談を推進

9名（計9回）
メンタル不調を当事者だけの問題で終わらせないよう、当事者の上

長への相談体制を整備。

復職支援プログラ

ムの確立
28名

メンタル不調者へのフォロー体制を明確化。復職後も産業医や人事

部と連携しサポートを継続。

メンタル不調に関

するリテラシー向

上研修

200名（計1回）
店長職を対象に、メンタル不調に対する理解を促し、職場での予防や

コミュニケーション方法を産業医から学ぶ研修。
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業員の禁煙率が100%となりました。

また2022年4月以降は、グループ全従業員を対象に就業時間内（休憩時、出張・外出時、早出・残業時を含む）を禁煙としまし

た。

ストレスチェック

従業員自身にストレスへの気づきを促し、職場改善につなげていくため、毎年グループ全従業員にストレスチェック受検を呼

びかけています。ストレスチェック実施後、高ストレス者には産業医面談を受けることを指導しています。また、部門ごとの集団

分析でストレスの度合い・傾向を把握し、カウンセラーと部門責任者による職場改善のための面談を行っています。

健康診断

年一回、全従業員を対象とした法定の健康診断に加え、40  歳以上の従業員には人間ドック、35～39  歳以下の従業員には生

活習慣病健診を行っています。また希望者には胃カメラ（人間ドック対象）、脳ドック（48歳、54歳）、婦人科検査（子宮がん：18

2023年度施策

施策 内容

オンライン禁煙外来の設置※ オンライン診療と禁煙補助薬で段階的に禁煙をサポート。

禁煙治療支援※ 保険医療機関による禁煙治療をサポート。

ニコチネルパッチの無償提供※ 保険医療機関の診療を受けずに禁煙したい方へのサポート。

メールマガジン配信
受動喫煙の問題などについて取り上げるメールマガジンをグループ

全従業員に配信することで、ヘルス・リテラシーを向上。

※ゴールドウイン健康保険組合に加入している従業員が対象。個人負担なしの制度です。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

ストレスチェック受検

率（％）
97.8 98.6 96.5 96.3

高ストレス保持者率

（％）
8.8 10.5 9.7 9 .8
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歳以上／乳がん：30歳以上）を実施するなど、充実したオプション検査も全額会社負担とし、健康診断に要する時間は出勤扱

いとしています。

従業員の健康促進プログラム

オンライン健康相談サービス「ＨＥＬＰＯ」

2022年度に、従業員の健康維持・増進を目的に、健康上の悩みを気軽に相談できるオンライン健康相談サービス「H E L P O」

を導入しました。仕事や職場環境の変化による体調変動や、日々の軽微な体調不良等、気になったことを相談するセルフケア

ツールとして、グループ従業員が活用しています。

2023年度実施イベント

ヨガスタジオとの法人契約

コロナ禍での働き方や生活様式の変化などにより、運動不足やストレスを抱える人が増えています。ゴールドウインでは2023

年1月より、従業員の心身のリラックスや集中力・意欲向上などを目的に、ヨガスタジオと法人契約をしました。グループ従業

員かつゴールドウイン健康保険組合員は法人会員として入会することができます。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

健康診査受診率

（％）
100 100 100 100

精密検査受診率

（％）
28.2 28.3 26.8 46.7

特定健康診査実施

率（％）
88.9 88 90.3 96.7

特定保健指導受診

率（％）
43.9 45.8 42.5 46.5

ウォーキングキャンペーン（年2回）

食事コラムの掲載（12コラム）

歯の健康に関する情報配信（1回）
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運動会の開催

毎年、東京・富山の2拠点で社内運動会を開催しています。従業員とその家族が参加する大規模イベントとして熱戦が繰り広

げられ、参加者にはM V P賞やハッスル賞などが授与されます。

2023年度は東京地区では約400人が参加。富山地区は新型コロナウイルス感染拡大を受け、開催を見送りましたが、今後も

運動機会を増やし、社内の一体感を深める活動として継続していきます。

部活動の推奨

ゴールドウインでは、従業員のクラブ活動への参加を積極的に推奨しています。野球やサッカー、ウォーキング、釣り、マリンス

ポーツ、ゴルフ等、約30クラブが活動しており、延べ665名の従業員（2023年度実績・兼部を含む）がスポーツを通して部署や

立場を超えたコミュニケーションの輪を広げています。また、2023年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響で実施できてい

なかった、富山親善大会を再開しました。部活横断で100名以上の従業員が参加しました。

ゴールドウイン健康保険組合の取り組み

ゴールドウイン健康保険組合では、加入している従業員とその家族の健康維持・増進ならびに生活向上の支援を目的として、

さまざまな福利厚生と保健事業を実施しています。
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予防接種補助

インフルエンザの予防接種の補助を行っていますが、2023年度より、対象を予防接種法に規定する疾病にまで拡大しました。

補助回数は1疾病につき年間1回です。

家庭常備薬補助

家庭常備薬の割引販売斡旋品（栄養剤、衛生用品、健康食品、冷却材、絆創膏等を除く医薬品）の半額（上限5,000円）を補助

しています。補助回数は年間2回です。

不妊治療費補助

2022年度から、不妊治療の自己負担分の全額を補助しています。補助回数は女性の年齢40歳未満は6回、40歳以上43歳未

満は3回です。

若年層保健指導

2022年度から、健康診断時に生活習慣病健診の対象者（35～39歳）に特定保健指導を実施しています。

スポーツ施設利用補助

2022年度から、全国のスポーツ施設を利用した利用料の半額（上限3,000円）を補助しています。補助回数は年間2回です。

対象施設：

インフルエンザ

ジフテリア

結核・急性灰白髄炎（ポリオ）

Hib感染症・麻しん（はしか）

肺炎球菌感染症

風しん

ヒトパピローマウイルス感染症

日本脳炎

水痘

破傷風

ロタウイルス

百日せき

B型肝炎

スポーツジムプール、体育館、競技場、道場、スキー場（リフト券）、ゴルフ場、ゴルフ練習場、ボーリング場、スケート

場、バッティングセンター、テニスコート、キャンプ場等のスポーツをするための施設
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感染症予防対策

新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、2023年度は感染予防のために以下の施策を実施しました。

健康経営に関する社外評価・認定

ゴールドウインは、健康経営を積極的に推進する企業として、さまざまな外部機関から高い評価を受けています。

健康経営優良法人2024  ホワイト500

経済産業省による「健康経営優良法人制度」は、地域の健康課題に即した取り組み

や日本健康会議が進める健康増進の取り組みをもとに、特に優良な健康経営を実

践している大企業や中小企業等の法人を顕彰する制度です。大規模法人部門で

は、上位法人に「ホワイト500」の冠が付加されます。

ゴールドウインは、制度が開始された2017年から通算7回、健康経営優良法人に

認定されています。また、6度目となる「ホワイト500」に選ばれました。

スポーツエールカンパニー認定

スポーツ庁による「スポーツエールカンパニー」は、従業員の健康増進のためにス

ポーツの実施に向けた積極的な取り組みを行っている企業を認定する制度です。

ゴールドウインは、制度が開始された2017年度から7年連続で、スポーツエールカ

ンパニーに認定されています。

全従業員へのマスク配布

全事業所および、全店舗への手指消毒用アルコール・体温計の設置

全従業員への毎朝の検温徹底

テレワーク推進

新型コロナウイルスワクチン職域接種の実施

PCR受検機関の確保と早期受検徹底

不安払拭での抗原検査・PCR検査実施

飛沫防止パーテーションの設置

疑いのある場合の早期消毒措置
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東京都スポーツ推進企業認定

「東京都スポーツ推進企業認定制度」は、従業員のスポーツ活動の推進、スポーツ

分野における社会活動を実施している企業を東京都が認定するものです。

ゴールドウインは、制度が開始された2015年度から9年連続で、スポーツ推進企業

認定を受けています。

今後の課題

従業員のさらなる健康増進と健康経営の深化に向けて、今後も取り組みを継続、発展させていきます。各指標・データの分析

を踏まえて、それぞれの施策で数値目標の設定を進め、より効果的な実施を目指します。健康リスクの高い個人に対応する「ハ

イリスクアプローチ」と、組織全体として健康リスクの予防に努める「ポピュレーションアプローチ」の両輪でのアプローチを重

視しています。

今後強化していく取り組み

研修・セミナーを通した健康経営の全社への浸透

社員食堂メニューの健康志向化

健康管理アプリの新規導入

ストレスチェックにおけるプレゼンティーズムの測定とその後の対応強化

喫煙率低減に向けた取り組みの強化

健康診断やストレスチェック結果等のデータ化

健康経営における従業員の満足度調査
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Sustainability

労働安全衛生

基本的な考え方

ゴールドウインは従業員の安全、健康を第一に考えた経営の継続を掲げ、労働安全衛生規定を定め、従業員の業務上の災害

および疾病を未然に防止するとともに、積極的にその安全と健康とを確保し、働きやすい快適な職場環境の形成を促進してい

ます。

推進体制

当社では、従業員が安心・安全に働ける環境を確保するため、「安全衛生委員会」を設置しています。この委員会は、職場環境

の改善や労働災害の防止、従業員の健康管理を目的としています。従業員自身が主体的に健康に取り組み、改善提案を行う

場として、労働安全衛生法に基づき、従業員50名以上の事業所である東京地区、富山地区、大阪地区にそれぞれ設置されてい

ます。

各地区の安全衛生委員会には、各部署から1名ずつ委員が選出され、月に1回の委員会を開催し、職場の安全と健康に関する

議題を審議しています。

全国の店舗における労働安全衛生は販売推進部が統括しており、店頭で発生した事故や災害に関する情報は、総務部が集約

しています。これらの情報は、東京地区安全衛生委員会の委員長を務める管理本部副本部長を通じて、経営会議に報告され、

全社的な対策が講じられます。

体制図
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労働災害事故防止の取り組み

当社では、各地区の安全衛生委員会が中心となって、労働災害事故防止に取り組んでいます。当社の事業特性からも創業以

来、死亡事故は発生していません。直営店舗が拡大する中、店舗における危険箇所の発見やヒヤリハットなどは関係者で共有

され、事故防止に役立てられています。

富山地区においては、コンプレッサー・自動裁断機・グラインダー・有機溶剤・ボイラー、フォークリフト等、危険を伴う作業につ

いては、定期的に実習を行い、安全管理を徹底しています。

安全衛生点検

当社では、職場における労働衛生面の問題を早期発見するために、委員会活動を通じて「職場巡視チェックリスト」を用いた

社内環境の点検を行っています。「職場巡視チェックリスト」は週ごとの巡視ポイントと、月ごとの巡視ポイントを定め、社内を

巡回して職場環境のチェックを行っています。さらに富山地区においては、リスクアセスメントを実施し、2023年度は31か所を

要注意個所として評価対応を実施しました。また、コンプレッサー・自動裁断機・グラインダー・有機溶剤・ボイラー、フォークリ

フト等、特殊機器を使用する業務があり、こうした機器の使用に際して、安全手順を明記したマニュアルを作成して管理してい

ます。

会議体 時期 構成 内容

安全衛生委員会

東京地区

富山地区

大阪地区

月1回

委員長（管理本部副本部長）、

副委員長（総務部長）、事務局

（総務部）、従業員代表委員（各

部門担当者）

労働者の安全と健康を守るため、「安

全衛生管理計画」を策定し、労働者の

危険又は健康障害を防止するための

基本となるべき対策（労働災害の原

因および再発防止対策等）などの重

要事項について十分な調査審議を行

う

Goldwin ESG Databook   140



今後の課題

今後も引き続き、従業員の安全、健康を第一に考え、労働災害発生の事前防止や再発防止を徹底していきます。現状は関係者

により適切に情報共有されていますが、従業員一人ひとりの意識向上のためにも、事業所単位で管理している情報を横展開

し、再発防止のために役立てます。

労働災害発生件数（単体）

 

2019年

度

2020年

度

2021年

度

2022年

度

2023年

度

労働災害発生件数

（件）

業務上災

害
9 8 5 9 10

通勤災害 4 0 7 3 1

合計 13 8 12 12 11

うち、労災による休業災害数（名） 0 3 1 4 4

うち、労災による不休災害（名） 13 5 11 8 7

うち、労災による死亡者数（名） 0 0 0 0 0

休業災害度数率（%） 0.00 0.68 0.23 0.87 0.87

休業災害強度率（%） 0.00 0.01 0.01 0.04 0.01
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Sustainability

地域社会への貢献

基本的な考え方

ゴールドウイングループでは、創業の地である富山を中心に、地域社会に貢献する活動を行っています。スポーツ用品メーカー

として蓄積してきた技術と経験をもとに、企業理念に基づき、子どもから大人までスポーツを通じて多くの人たちに豊かで健

やかな暮らしを提案しています。

社会貢献活動支出

当社グループでは、「人を挑戦に導き、人と自然の可能性を

ひろげる」というパーパスのもと、自然と人間が共存し、豊

かな未来をつくり出せるよう社会貢献活動を行っています。

2023年度の社会貢献活動の総支出額の実績は2億6,637

万円でした。

寄付だけでなく、大会協賛、製品での支援等も含まれてい

ます。

創業の地・富山県との包括連携協定

2024年6月27日、当社は富山県と、県民サービスの向上および地域社会の活性化を目的とした包括連携協定を締結しまし

た。

2023年度社会貢献活動支出額

2023年度実績

2億6,637万円
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包括連携協定の主な内容

本協定に基づき、相互の知見や資源を有効活用し、県民サービスの向上および地域活性化を図ります。とりわけ、2027年夏に

富山県南砺市にオープン予定の「P L AY  E A RT H  PA R K  N AT U R I N G  F O R EST」を活用した地域振興・地球環境のサステナビ

リティ推進・子どもの育成支援を推進します。

当社は「P L AY  E A RT H」というコンセプトのもと、未来の子どもたちに向け、人と自然が繋がり、想像力を刺激し合える場所づ

くりの取り組みを富山県で広域的に展開し、豊かな自然など、富山県の「幸せの基盤」に触れていただく機会づくりと関係人口

の拡大を目指し、相互に連携します。

「富山マラソン」に特別協賛

創業の地である富山県で開催されている「富山マラソン」に、ゴールドパートナーとして特別協賛しています。 世代を超えて多

くの人が参加するこの大会を、当社が行っている循環型社会の実現に向けたさまざまな取り組みを社会に発信しステークホ

ルダーとコミュニケーションがとれる機会と捉えており、2015年の第1回大会からゴールドパートナーを務めています。

2023年度は、継続してリサイクル素材でつくった参加賞Tシャツを提供。

1. 地域振興に関すること

2. 地球環境のサステナビリティ推進に関すること

3. 観光振興に関すること

4. こどもの育成支援に関すること

5. スポーツ振興に関すること

6. ものづくり産業に関すること

7. 災害支援に関すること

Goldwin ESG Databook   143



大会前日の「富山マラソンE X P O2023」では、スポーツウエアを長く使うこともサステナブルな取り組みのひとつであるとの考

え方から、「G O L D W I N  P O P  U P  FACTO R Y」を展開し、初めてとなる「スポーツタイツ修理サービス」と「リペアコンシェル

ジュへの相談会」を実施。また、例年通りメーカーやブランド問わず不要なウエアの回収も行い539.0㎏の衣類を回収しまし

た。

また大会当日は、運営スタッフが当社製のウエアを着用し、当社社員もボランティアによる給水所サポートを実施。運営スタッ

フのウエアとキャップは任意で回収され、クリーニングの上、次回の大会で再利用される予定です。

当社では、この大会を通じて地域の人々が環境改善に向けて意識を高めていただけるよう活動しています。

「カターレ富山」の支援と協働

ゴールドウインの創業の地、富山県のプロスポーツチームであるカターレ富山は、「サッカーを通じて、青少年の健全育成やス

ポーツの振興、地域の活性化などに貢献し、ふるさと富山が一層元気になることを目指す」クラブです。ゴールドウインは、

2008年のチーム誕生時から、ユニフォームサプライヤーとしてチームのサポートを続けています。

2022年シーズンよりカターレ富山のホームゲームでサポーターからの不要衣類の回収を開始し、2023年度はホームゲーム

会場にて9回、合計1,091.1kgの衣服の回収を実施しました。また新たな取り組みとして2023年度は「羽毛布団の回収」も実

施。循環型社会構築にむけて地域の人々と一緒に、環境を改善するアクションに取り組みます。
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「寬仁親王記念杯　北陸ウェルフェアゴルフトーナメント」に協力

当社は、毎年富山県小矢部市のゴルフ倶楽部ゴールドウインで開催される「寬仁親王記念杯北陸ウェルフェアゴルフトーナメ

ント」に第1回（1999年）より毎年協力しています。

大会を通じて障がい者福祉への正しい理解を深めることを目的としており、多くの従業員がボランティアスタッフとして協力し

ています。

コース内4カ所のショートホールをウェルフェアホールとし、スコアにあわせて募金をいただいており、大会の純益金は北陸の

障がい者福祉に役立てています。

寬仁親王記念杯　北陸ウェルフェアゴル

フトーナメント
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環境省との「国立公園オフィシャルパートナーシップ」

当社は2020年より、環境省と「国立公園オフィシャルパートナーシップ」を締結して

います。 「国立公園オフィシャルパートナーシッププログラム」とは、日本が世界に

誇る国立公園の美しい景観と、滞在する魅力を世界に向けて発信し、国内外からの

国立公園利用者の拡大を図ることで、国内外の人々の自然環境保全への理解を深

めるとともに、国立公園の所在する地域の活性化につなげるためのプログラムで

す。

当社は、全国各地に展開する直営店舗やアウトドアスポーツを中心としたイベント

などに関する知見を活かし、日本の国立公園の認知向上と利用促進に寄与してい

ます。

2022年7月に国立公園の持続可能な「保護と利用」の実現に向け、「N a t i o n a l  Pa r ks  of  Ja p a n」プロジェクトを開始。オリジ

ナルの限定商品「N a t i o n a l  Pa r k  C o l l e c t i o n」を販売し、その売り上げの一部を国立公園エリア保全管理のために継続して

寄付をしています。また「P L AY  E A RT H  A DV E NT U R E」として、国立公園を舞台に各地に伝わる歴史や文化を学び、 地元の

人々と触れあうツアーを9つの国立公園を舞台に10コースで企画しました。さらに代官山蔦屋書店や知床自然センター、新宿

御苑アートギャラリーの3か所では、企画展「D i s c o ve r y  of  N a t i o n a l  Pa r ks  of  Ja p a n  Po we re d  b y  G O L D W I N  Vo l .1  知

床国立公園+石川直樹」を実施するなど、日本が成果に誇る国立公園の魅力を提案しました。

今後も、当社の全国各地に展開する直営店舗やアウトドアスポーツを中心としたイベントなどに関する知見を活かし、日本の

国立公園の認知向上と利用促進に寄与していきます。

「National Parks of Japan」特設Webサ

イト
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北海道斜里郡斜里町との包括連携協定

2021年10月9日、当社と斜里町は、「アウトドアを、文化に」という理念を継承し、知床国立公園の魅力向上、未来を担う子ど

もたちへの自然体験の場の充実、サステナビリティの追求などを目標に掲げ、来るべき時代への方向感を共有し、知床を

フィールドにした取り組みを進めていくために「地域活性化に関する包括連携協定」を締結しました。

締結に先立ち2019年には、知床自然センター内にゴールドウインの直営店「ザ・ノース・フェイス／ヘリーハンセン 知床店」を

オープンし、旅行者や地元住民へのウエアやギアの販売を行うとともに、斜里町や町内団体、事業者などとアウトドア振興や

産業振興、環境保全に関する事業連携を進めてきました。

2023年度は、10月にお取引先の企業様を対象とした環境研修プログラムを実施や、12月にザ・ノース・フェイスのアスリート

が一堂に会する「アスリートサミット」を実施。知床の自然を体験するプログラムや環境保全活動に関するグループワークなど

を行いました。

今後も斜里町との連携をさらに進め、知床が持つ多様で開かれたアウトドアフィールドにおいて、アウトドアアクティビティ促

進に関する支援や子どもたちの自然体験の場の創出などの取り組みを行います。

神奈川県箱根町町との包括連携協定

2022年3月9日、当社と箱根町は、当社のもつアウトドアを通じた体験や学びに関する知見と箱根町のもつ自然環境など双方

が持つ資源を有効活用し、連携して事業に取り組むことで地域活性化を推進し、自然環境の保全と次世代を担う子どもたち

の明るい未来の実現を目指すため、「地域活性化に関する包括連携協定」を締結しました。

この包括連携協定の目的は、「ゴールドウインのもつアウトドアを通じた体験や学びに関する知見と箱根町のもつ自然環境な

ど双方が持つ資源を有効活用し、連携して事業に取り組むことで地域活性化を推進し、自然環境の保全と次世代を担う子ど

もたちの明るい未来の実現を目指すためのもの」としており、箱根町と連携した取り組みを実施しています。

2023年度は、4月28日、箱根町に開業した新たな施設「H A KO N AT U R E  BA S E」内に「T H E  N O RT H  FAC E箱根」をオープン

し、そこを拠点にさまざまな活動を行いました。

7月25日から27日に、小学3年生から6年生を対象としたアウトドアイベント「H A KO N E  TO W N×G O L D W I N  K I D S

S U M M E R  C A M P  2023」を開催し、プロスキーヤーであり医学博士でもある三浦豪太氏と一緒に歩くネイチャーハイキング
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や冒険講座、芦ノ湖漁業協同組合の養魚場見学などを体験しました。

また9月25日には「H A KO N E  TO W N×G O L D W I N  H A KO N E  O u td o o r  E x p e r i e n c e  C l a s s」を開催し、箱根町の幼稚園・保

育園・こども園に登園している子どもたち41名が参加し、箱根の間伐材の薪を用いた焚火での料理を楽しみました。

その他にも、登山道補修ボランティア活動への参加や、箱根の自然や文化、歴史を学ぶハイキングイベントなども行なうなど、

今後も箱根が擁する自然の魅力や可能性をより広域に発信するなど、箱根D M O（一般財団法人  箱根町観光協会）と連携して

実施する予定です。

神奈川県葉山町、葉山マリーナと当社との3者による地域包括連携協定

2023年3月29日、当社と葉山町、葉山マリーナと当社は、次世代へ向けて海や山林など葉山町の自然環境に親しみ、守り育

てる大切さの理解を促進するため、「連携と協力に関する包括協定」を締結しました。

この連携の項目は

であり、葉山町の魅力である海や山林などの自然環境に親しみ、それを守り育てることの大切さへの理解に向けて、それぞれ

が有する資源を緊密な相互連携と協働により有効に活用して事業等を推進することで、町民生活の質の向上および地域活性

化を図ることを目的としています。

2023年度は、5月20日に葉山町在住の小学生90名を対象に、稚魚放流とクルージング体験を実施。イベント内では海洋浮遊

ゴミ回収機「S E A B I N」を使いながら、子どもたちに海の環境問題について考えるきっかけとなる機会を創出しました。

また、11月1日に葉山マリーナに、人々のライフスタイルを豊かにしていくフィールド型店舗の「H E L LY  H A N S E N  O C E A N

H AYA M A  M A R I N A」をオープン。ショップを活動の拠点とし、定期的にさまざまなワークショップを開催しています。

1. 海の生物等に親しむ事業の推進に関すること。

2. 里山管理や山の動植物等に親しむ事業の推進に関すること。

3. 町内の自然環境の保全活動事業の推進に関すること。

4. その他本協定の目的の達成のために必要と認められること。
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今後も葉山町の子どもたちを対象に、葉山の海や山に親しむイベント等を開催し、葉山町が持つ自然環境という資産を、次世

代を担う子どもたちに知ってもらうきっかけづくりの場としていきます。

THE NORTH FACEと山梨県北杜市の包括連携協定

当社が展開するアウトドアブランド「T H E  N O RT H  FAC E」は、子どもたちに北杜市の魅力を知ってもらうこと、登山道の整備

などの環境保護、鉄道の駅からアウトドアフィールドまでのアクセスなどの課題解決にともに取り組むことを目的に、2020年

1月に山梨県北杜市と包括連携協定締結しました。

2021年7月からはJ R小淵沢駅から八ヶ岳と南アルプス甲斐駒ヶ岳などの登山口へのタクシー移動をサポートする

「M O U NTA I N  TA X I」の運行の協力を行っています。

2023年度も引き続き「M O U NTA I N  TA X I」の運行の協力を行うとともに、子どもたちを対象に市内の山々に触れていただき、

山を知っていただく取り組み「ほくと山の学校2023」や、登山道整備のイベント「Tra i l  M a i n te n a n c e  2D a y s  i n  H O K U TO」、

障がいを持つ方と健常者の方が一緒にコミュニケーション取りながら行うクライミングイベント「C H A L L E N G E

C L I M B I N G2024  I N  H O K U TO」も開催しており、今後もさまざまな取り組みを実施してまいります。
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渋谷区との「シブヤ・ソーシャル・アクション・パートナー協定」

当社は渋谷区と「シブヤ・ソーシャル・アクション・パートナー協定」（以下、S-S A P協定）を締結しています。「S-S A P協定」は、

渋谷区と渋谷区内に拠点を置く企業や大学等が協働して地域の社会的課題を解決していくために締結する公民連携制度で

す。

当社と渋谷区は「共生社会の実現」という同じ目標達成に向けスポーツを通じた活動に取り組んでおり、主に子どもたちに向

けて、さまざまな機会を提案しています。

協定の内容：ゴールドウインと渋谷区は、以下の項目について協働します。

2023年度の活動はありませんでしたが、今後も引き続き支援を行う予定です。

国際トレイルランニング大会  「ULTRA-TRAIL Mt.  FUJI」に協賛

当社では、160k m以上のトレイルを走る国際的なトレイルランニングレース、U LT R A-T R A I L  M t .  F UJ I（ウルトラトレイル・マ

ウントフジ）に協賛しています（2024年より大会の名称変更し、「M t .F UJ I100」）。 この大会は富士山の山麓、登山道、歩道、

林道などを走りつなぐもので、当社は第1回大会から協賛しています。

1. スポーツを通じた共生社会の実現に関する支援

2. 次世代育成に関する支援

3. 環境保全に関する支援

4. 災害対策に関する支援

5. その他、相互に連携協定することが必要と認められる支援

過去の活動の様子
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2023年は4月21日～23日に開催され、当社従業員も運営スタッフとして、アスリートサポート、装備確認、ウォーターステー

ション運営、誘導などの業務を担当しました。

今大会も株式会社J E P L A N、ウルトラトレイル・マウントフジ実行委員会とのパートナーシップにより会場内に設置された特

設ブースで不要衣類の回収を行いました。

また、不要シューズの回収も実施。回収されたシューズは、パートナー団体を通じてリユースシューズとして新たな役割を与え

られます。
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Sustainability

スポーツを通じた共生社会の実現

基本的な考え方

ゴールドウイングループでは、性別や人種、国籍や社会的地位、障がいの有無など、人それぞれの違いを受け入れ、誰もがあた

りまえに生活し、地域の構成員の一員として尊重される社会の実現を目指しています。こうした共生社会の考え方を広く世の

中に理解してもらうことを目指し、スポーツ用品メーカーとして蓄積してきた技術と経験をもとに、スポーツを通じた貢献を進

めています。

パラスポーツを「する人」「見る人」「支える人」の支援

スポーツ用品メーカーとして蓄積してきた技術と経験をもとに、当社はパラスポーツ支援活動を積極的に行っています。健康

な人にも障がいのある人にも分けへだてなくスポーツを楽しむ機会が与えられるよう、「する人」「見る人」「支える人」の三者

を等しく支え、誰もが健やかに暮らせる「共生社会の実現」に寄与することを、この活動の指針としています。

する人への支援

2015年4月より日本パラスポーツ協会とオフィシャルパートナー契約を締結し、継続的に誰もがスポーツに参加し、楽しめる

環境づくりをサポートしています。

また各競技団体とも契約し、当社が企画・生産するブランドで日本代表のウエアを提供しています。

2023年度は、当社がユニフォームを提供する各競技団体の日本代表チームが好成績を収めています。提供するユニフォーム

は、ヒアリングや着用テストを繰り返し、選手の要望に沿って開発しているもので、選手の活躍を陰でささえています。

また、2022年度から一部の競技団体と協働で、着用しなくなったユニフォームやウエアを回収し、再生させる

「GREENCYCLE」の取り組みをはじめ、2023年度も継続しています。
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車いすラグビー日本代表をサポート パラ水泳日本代表  鈴木孝幸（当社従業員）

ボッチャ日本代表（火ノ玉JAPAN）のユニフォームを提供 日本障害者スキー連盟　日本代表5チーム（アルペン、ノル

ディック、スノーボード）をサポート
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見る人への支援

パラスポーツを盛り上げるため、当社では従業員や家族による競技観戦の誘致を積極的に行っています。子どもを含め、家族

ぐるみで競技を観戦してもらうことで、「共生社会の実現」にとって重要なパラスポーツへの理解や親近感の醸成を目指してい

ます。2023年度は各種イベントが有観客で開催され始め、社員・家族観戦動員や体験会の参加など、継続して機会創出を行っ

ています。

支える人への支援

「共生社会の実現」をめざすパラスポーツの支援には、「支援を行う人」をさらに支援する仕組みが欠かせません。当社では各

協会・団体へのスタッフユニフォーム提供や大会運営のお手伝いなどを行っています。

視覚障がい者クライマーへの支援（モンキーマジック）
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また2023年度は当社従業員でパラ水泳選手の鈴木孝幸がシンポジウムや学校での公演会、イベントなどに出演し、さまざま

な世代の方に向けて共生社会への考え方や多様性を受け入れることの大切さを伝えました。

支援先団体

特定非営利活動法人モンキーマジック

公益財団法人日本パラスポーツ協会

一般社団法人日本車いすラグビー連盟

一般社団法人日本パラ水泳連盟

公益財団法人日本障害者スキー連盟

一般社団法人日本ボッチャ協会
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Sustainability

次世代育成

基本的な考え方

ゴールドウイングループでは、スポーツ用品メーカーとして蓄積してきた技術と経験をもとに、未来を担う子どもたちに向け

て、さまざまな活動を通じて支援をしています。競技スポーツで世界へ挑戦する子どもたちの夢を支援する他、大自然の中で

のアウトドア体験や自然の中の素材を使ったアート作品作りなどを通じて、子どもたちの可能性を引き出し、美しい未来を形

づくるための閃きと機会を提供します。

「ゴールドウイン FIS ユース ジャパンカップ」への特別協賛

当社では、アルペンスキー競技者の裾野であるユース世代の環境作りと選手拡大のためのアルペンスキー大会（主催：ナス

ターレース協会）を、2000年から協賛しています。この大会での上位入賞者には、「F I Sチルドレン ウィスラーカップ出場権」を

与えており、世界へと羽ばたくきっかけ作りを行っています。2020年からは国内では初めて「U14」と「U16」クラス（※）のF I S

（国際スキー連盟）公認大会となり、世界各国からエントリーしてきた選手と競い合う機会を提供しています。（※U14： 12-13

歳／U16： 14-15歳）

2023年度は、3月8日～9日に苗場スキー場において開催する予定でしたが、開催会場地域の気温上昇と降雨の影響により大

会を安全に実施できる積雪量が確保できないことから中止となりました。 しかし、3月に北海道美唄市で開催された「ゴールド

ウイン ナスターレース  ユース  ドリームグランプリ 2024」において選ばれた8名のチルドレンレーサーは、カナダで行われた

「F I Sチルドレン 31s t  ウィスラーカップ  2024」に派遣され、日本代表選手は優勝を含め優秀な成績を収めました。
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自然を体感しながら親子で学ぶ「THE NORTH FACE KIDS NATURE

SCHOOL」

当社では、親子が自然の中で楽しみながら学ぶ「T H E  N O RT H  FAC E  K I D S  N AT U R E  S C H O O L」を2014年から開催してい

ます。このスクールでは子どもたちの冒険心を呼び起こし、自然に触れることで得られる体験や知識、仲間とともに学び成長

する喜び、そして自分の限界に挑戦する探究心を育てます。多くの子どもたちが自然に寄り添い「生きる力」を育み未来へ夢を

繋げるような時間を提供します。

2023年度は、東京都内、北海道、長崎など日本各地のフィールドで7回、オンラインで1回、開催しました。

NPO法人ナスターレース協会

FISチルドレン 31st ウィスラーカップ 2024の様子

THE NORTH FACE KIDS NATURE

SCHOOL
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「ゴールドウイン ジュニアチャレンジゴルフ大会」を開催

グループ会社のゴールドウイン開発では、ゴルフ倶楽部ゴールドウイン（富山県小矢部市）において「ゴールドウイン ジュニア

チャレンジゴルフ大会」を2010年より開催しています。この大会は、小学生から高校生までのジュニアゴルファーを対象に、競

技力の向上だけでなく、大会を通じてルールやマナーを学んでもらうことを目的として開催しています。

2023年度は8月10日、富山県、石川県の23名のジュニアゴルファーが集まり、第14回大会を開催。

18ホールのストロークプレーで競技が行われる予定でしたが、当日は富山県観測史上最高の気温39度を記録したため急きょ

ハーフプレーに変更。熱戦が繰り広げられ、年代・性別のクラスごとに上位の選手が表彰されました。
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PLAY EARTH KIDS

子どもと地球の未来を「遊び」を通して考え、創るプロジェクト「P L AY  E A RT H  K I D S」。世界や環境のことを、自由な遊びのな

かで捉える子どもたちの想像力と行動力を尊重したいと考え、世界を新鮮な見方で捉えるアイディアや方法論を提案していま

す。

当プロジェクトは、2022年11月に恵比寿ガーデンプレイス(東京都渋谷区 )センタープラザ1階にオープンした、 “自然／子ど

も／遊び”  をテーマにキッズアイテムを横断的に取り扱う初のエディトリアルショップ「P L AY  E A RT H  K I D S」を拠点として、多

様な活動を行っています。

ショップでは、サイズが合わないなどで着なくなったキッズ製品を買取り、世界で１点物の製品としてリペアし販売するサステ

ナブル・レーベル「G R E E N  BATO N」の第一号製品の販売を開始したほか、子どもの遊びを創造し、自然との関わりを豊かに

広げるP L AY  E A RT H  K I D Sオリジナルの商品も取り揃えています。

2023年度は、7月28日～7月30日にかけて、恵比寿ガーデンプレイスでは2回目の開催となる、P L AY  E A RT H  K I D Sによる子

どものための遊び場「P L AY  E A RT H  PA R K」を実施したほか、年間を通じて、子どもたちの創造性を引き出す、さまざまなワー

クショップを行いました。

PLAY EARTH KIDS
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Sustainability

財団活動

「ゴールドウイン西田育英財団」と「ゴールドウイン西田東作スポーツ

振興記念財団」について

ゴールドウイン西田育英財団

2020年8月、アスリートをサポートするスポーツ関連分野、または服飾・ファッション関連分野を学ぶ学生と、創業の地・富山

出身の学生の奨学援助を実施することを目的に、本財団を設立いたしました。本財団の活動を通じて、スポーツアパレル業

界、地域社会の発展を目指します。こうした活動は、当社の企業理念の実現に資するものであり、また、中長期的な観点から

も、業界の発展、ひいては、当社の企業価値向上に繋がるものと考えております。

ゴールドウイン西田東作スポーツ振興記念財団

本財団は、2017年5月に、当社がスポーツの振興に関する事業の推進をはかり、すべての人がスポーツを等しく楽しめる共生

社会の実現に寄与することを目的として設立いたしました。

この目的を達成するために次の事業を行っています。

公益財団法人ゴールドウイン 西田育英財

団

1. 障がい者スポーツの振興に関する事業に対する助成

2. 青少年スポーツの振興に関する事業に対する助成

3. 富山県におけるスポーツ振興に関する事業に対する助成

4. その他、この法人の目的を達成するために必要な事業

公益財団法人ゴールドウイン西田東作ス

ポーツ振興記念財団
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Sustainability

コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方

当社はタグライン「SPORTS FIRST：スポーツ・ファースト」のもと、スポーツを通じて豊かな健康生活を実現することを使命

としています。こうした企業としての社会的責任、すなわち法令等の遵守、内部統制の確立、顧客対応の向上、環境の重視、労

働安全・衛生の徹底、人権擁護、社会貢献などを全うし、すべてのステークホルダーから信頼され、収益力の拡大並びに経営

体質の強化・改善を図り、長期的かつ安定した利益還元を維持することが、事業活動において不可欠であると認識しています。

この基本的考えのもと、コーポレート・ガバナンスを強化し充実させるため、経営の公正性と透明性の向上、的確かつ迅速な

意思決定と効率的な業務執行に努めています。その考えは経営指針「強い、速い、きれいな経営」として、すべての役職員に徹

底されています。

強い経営

選択と集中を強め、財務体

質を強化するとともに、中長

期視点で積極投資し、企業

価値を高める

速い経営

顧客ニーズの変化に俊敏に

対応し、商品企画から調達・

販売までの プロセスを最適

化し、実需型ビジネスを推進

する

きれいな経営

ワークライフバランスを重視

するとともに、環境に配慮し

た事業運営と、情報の透明

性を堅持する
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コーポレート・ガバナンス制度

機関設計：監査役会設置会社

※2024年6月26日現在

社外取締役

5名／12名

社外監査役

3名／4名

女性取締役

2名／12名

各機関の概要

機関 構成 活動

取締役会
議長：代表取締役会長

取締役12名、監査役4名

指名・報酬諮問委

員会

議長：社外取締役

社内取締役4名、社外取締役5名

重要案件の審議、経営の監督、経営方針の議論

を行う

役員（取締役、監査役）と執行役員のあるべき姿

（役割・権限等）の定義付けと選任・解任審議

役員の報酬制度の検証

役員の後継者育成策の検討
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取締役・監査役、執行役員の選任

取締役・監査役候補の指名にあたってはその経歴、識見および人格等を取締役会で充分に検討し、取締役会の諮問機関であ

る指名報酬諮問委員会で審議された内容に基づき、取締役会で選任の適否を判断しています。また取締役会は、取締役に法

令・定款違反、その他職務を適切に遂行することが困難と認められる事由が生じた場合には、解任又はその他処分を審議の

上決定します。

執行役員は、当社の企業価値を中長期的に向上させることに資する人材を取締役会の決議により選任しています。また、執行

役員の解嘱については「執行役員規程」に解嘱の要件を規定しており、その要件に合致した執行役員は、取締役会の決議を

もって解嘱されることになります。

機関 構成 活動

ガバナンス委員会

議長：社外取締役

社内取締役4名、社外取締役2名、常

勤監査役1名

経営会議

議長：代表取締役社長

取締役5名、執行役員4名、常勤監査

役1名

監査役会
議長：常勤監査役

常勤監査役1名および社外監査役3名

サステナビリティ諮

問委員会

取締役12名、監査役4名、執行役員2

名、諮問委員（外部有識者）2名

コーポレートガバナンスコードの要求事項の実

効性向上

ガバナンス上の重要リスク対策の検討

業務執行の決定と業務の執行を実施

監査に関する重要な事項について報告を受け、

協議を行い、又は決議をする。

中期経営計画の掲げるサステナビリティ経営の

推進に関わる重要課題を審議し、進捗の確認を

する。
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現在の取締役の備える主なスキル

取締役

企
業
経
営

財
務
・
会
計

人
事
・
人
材
開
発

ガ
バ
ナ
ン
ス
・
法
務

研
究
開
発

製
造
技
術

営
業

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

グ
ロ
ー
バ
ル
経
験

社
会
・
環
境

Ｉ
Ｔ

ス
ポ
ー
ツ
リ
テ
ラ
シ
ー

西田　明男　（代表

取締役会長）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

渡辺　貴生　（代表

取締役社長）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

西田　吉輝　（取締

役相談役）
〇 〇 〇 〇 〇

本間　永一郎（取締

役副社長執行役員）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

白崎　道雄　（取締

役専務執行役員）
〇 〇 〇 〇 〇 〇

森　 光　 （取締

役専務執行役員）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

金田　武朗　（取締

役常務執行役員）
〇 〇 〇 〇 〇 〇

秋山　里絵　（社外

取締役）
〇 〇 〇

好本　一郎　（社外

取締役）
〇 〇 〇 〇 〇

為末　大　 （社外

取締役）
〇 〇 〇 〇 〇 〇

土谷　明　 （社外

取締役）
〇 〇 〇 〇 〇

井本　直歩子（社外

取締役）
〇 〇 〇 〇
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社外役員の選任

当社は、社外役員の独立性に関する基準を定め、当社と利害関係のない独立した社外役員を選任することとしており、すべて

の社外取締役、社外監査役を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ています。なお、社外役員の独立性に関する基準

においては、当該社外役員が次の各項のいずれにも該当してはならないとしています。

※1：主要株主とは、当社の直近の事業年度末において、自己又は他人の名義をもって議決権ベースで10％以上を保有す

る株主をいう。

※2：業務執行者とは、会社法施行規則第２条第３項第６号に定める業務執行者をいう。

※3：主要な取引先とは、取引金額が当社の連結売上高又は相手方の連結売上高の２％を超えるものをいう。

※4：多額の金銭その他の財産とは、個人の場合は過去３事業年度の平均で年間1,000万円以上、法人等の場合は当該

法人等の連結売上高の２％以上の額をいう。

※5：多額の寄付とは、過去３事業年度の平均で年間1,000万円を超える金額又はその他の財産を言う。ただし、当該寄付

を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体の総収入または経常利益の2％のいずれか大きい方の金額

を越える金額を言う。

※6：重要な者とは、取締役、執行役、執行役員および部長格以上の業務執行者又はそれに準じる権限を有する業務執行

者を言う。

1. 現在又は過去10年間において、当社および当社の連結子会社（以下、併せて「当社グループ」といいます。）の取締

役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、又は使用人に該当しない者。

2. 現事業年度を含む過去３年間において、就任前に以下のいずれにも該当していないこと。

a. 当社の現在の主要株主 (※1)又はその業務執行者（※2）

b. 次のいずれかに該当する企業等の業務執行者

i. 当社グループの主要な取引先 (※3)

i i. 当社グループが総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者、もしくはその業

務執行者。

c. 当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者

d. 当社グループから多額 (※4)の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計士、税理士、弁護士、司法

書士、弁理士等の専門家

e. 当社グループから多額の寄付 (※5)を受けている者

f. 当社グループの業務執行者を役員に選任している会社の業務執行者

3. 上記２のいずれかに該当する者が重要な者 (※6)である場合において、その者の配偶者又は二親等以内の親族

4. 前各項の定めにかかわらず、その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められた者
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コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取り組み

当社は株主共同の利益を向上させ、持続的な成長と企業価値の向上の実現を図るためには、経営の効率化、健全性、透明性

を高め、コーポレート・ガバナンスを充実させることが重要課題であると認識し、その体制を強化しています。具体的には、業

務の執行を迅速かつ効果的に行うため、内部統制機能の充実、職務権限規程等の運用を行うことにより、その実効性を図ると

ともに、コンプライアンス体制を構築し、リスク管理、経営の透明性確保や公正な情報開示等の取組みを行っています。

社外役員の活動状況(2024年3月期)

取締役 森口祐子

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回出席し、プロスポーツ選手と

して長年培った豊富な経験、見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行って

います。指名・報酬諮問委員会の委員として、代表取締役・取締役の人事ならびに

報酬構成等について客観的視点から審議を行いました。

取締役 秋山里絵

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回出席し、主に法律の専門家と

しての豊富な経験と深い見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行ってい

ます。また、ガバナンス委員会の議長として、ガバナンス体制の強化を行っていま

す。指名・報酬諮問委員会の委員としても、代表取締役・取締役の人事ならびに報

酬構成等について客観的視点から審議を行いました。

取締役 好本一郎

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回出席し、企業経営者として長

年培った豊富な経験、見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っていま

す。指名・報酬諮問委員会の議長として、代表取締役・取締役の人事ならびに報酬

構成等について客観的視点から審議を行いました。

取締役 為末　大

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回出席し、アスリートとして長年

培った豊富な経験、見識に基づき、適宜質問、意見表明等の発言を行っています。

指名・報酬諮問委員会の委員として、代表取締役・取締役の人事ならびに報酬構

成等について客観的視点から審議を行いました。

監査役 塩原明之

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会16回のうち16回に

出席し、大手商社出身で主に関連業種で培ってきた豊富な知識・経験等に基づき、

適宜質問、意見表明等の発言を行っています。

監査役 世一秀直

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会16回のうち16回に

出席し、大手商社出身で主に関連業種で培ってきた豊富な知識・経験等に基づき、

適宜質問、意見表明等の発言を行っています。

監査役 森田　勉

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会16回のうち16回に

出席し、主に銀行経営者としての豊富な経験と深い見識に基づき、適宜質問、意

見表明等の発言を行っています。
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当社の取締役会について

取締役会は株主に対する受託責任・説明責任を踏まえ、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を図るため、重要な業

務執行の決定を行うとともに、社外取締役5名を中心とした業務執行の監督を行っています。また、各取締役の経営責任を明

確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制とするため、取締役の任期を１年とし、株主の皆さまの意思が速やかに

反映されるようになっています。

2023年度は、取締役会において、以下の点について、重点的に審議を行いました。

【事業計画および中期経営方針】

事業計画および中期経営方針の策定、業務執行に関する重要事項の審議を行いました。

指名・報酬諮問委員会の設置

当社は、取締役および執行役員の指名ならびに報酬の決定について、公正性および透明性を確保するため、指名・報酬諮問委

員会を設置しています。指名・報酬諮問委員会は、その過半数を社外取締役とし、取締役会の諮問に応じて取締役および監査

役候補者の指名に関する事項等を審議し、その内容を取締役会へ答申しています。

2023年度は、指名・報酬諮問委員会において、以下の点について重点的に審議を行いました。

【2023年６月以降の取締役・監査役の報酬】

取締役報酬等の総額、基本報酬、また業績連動報酬について審議しました。

【スキル・マトリックス】

当社の取締役に必要なスキル・経験を改めて議論し、スキル・マトリックスを更新しました。

【役員トレーニング】

取締役の役割、コーポレート・ガバナンスについて、Webセミナーを受講しました。

【2024年６月以降の取締役候補者の指名】

更新したスキル・マトリックスをもとに、2024年６月以降の取締役候補者を審議しました。

指名・報酬諮問委員会設置の目的

取締役の指名、報酬などに係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化し、コーポレート・ガバナンスのさ

らなる強化を図ることを目的として、取締役会の任意の諮問機関として「指名・報酬諮問委員会」を設置しています。

指名・報酬諮問委員会の権限・役割

指名・報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の事項について審議し、その原案を決定します。
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指名・報酬諮問委員会の構成

当社の指名・報酬諮問委員会は３名以上で構成し、その過半数は独立社外取締役とします。今期の指名・報酬諮問委員

会は9名で構成し、そのうち5名を独立社外取締役としています。

取締役会の実効性評価

当社は、毎年、取締役会の実効性の評価を行うこととしています。2023年度は、以下のプロセスにより取締役会の実効性を評

価しました。また、アンケートの分析にあたっては外部機関からの助言を得ることで評価の透明性を高めています。

2023年度は2023年12月にアンケートを実施し、2024年1月のガバナンス委員会でディスカッションを行いました。その結果、

一部改善の余地はあるものの、実効性は概ね確保されていることを確認しました。

評価プロセス

アンケート項目

取締役・監査役のトレーニング

当社は、社内取締役および社内監査役に対し、新しい考えの習得や生きた情報に触れた自己啓発等を目的として外部セミ

ナーへの出席、外部団体への加入および人的ネットワーク（異業種交流）への積極的な参加を促し、研鑽を積ませることとし

1. 取締役候補者の指名に関する事項

2. 取締役の解任に関する事項

3. 取締役の報酬に関する事項

4. 上記1から3にかかる基本方針・基準に関する事項

5. 取締役の後継者計画 (育成を含む)に関する事項

6. 上記のほか、取締役会が指名・報酬諮問委員会に諮問した事項

1. 取締役および監査役全員からアンケートの回収

2. アンケート結果の分析

3. 分析結果に基づくガバナンス委員会でのディスカッション

取締役会の構成

取締役会の運営

社外役員に対する情報提供

前年度からの改善状況

総合評価
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ています。また、社外取締役および社外監査役に対しては、就任時に当社グループの会社概要や基本使命、経営計画等につい

てのレクチャーを実施するとともに、就任後においても、外部セミナーへの出席、事業内容に関する説明会や当社グループ関

連物件・施設等の視察等を実施しています。なお外部セミナーへの参加等に関する費用は会社負担としています。

役員報酬

当社の役員報酬制度は、各役員の役割や責任に応じた公正な報酬体系とし、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の

向上を促すものとすることを基本方針としています。また、客観性の観点から経済情勢や当社業績、他社水準等を踏まえての

報酬体系、水準の見直し、あわせて取締役候補者の指名と解任について、社外役員を過半数とする指名・報酬諮問委員会の審

議を経て、取締役会において決定しています。

具体的には、社内取締役の報酬は基本報酬、業績連動報酬および非金銭報酬により構成し、種類別の報酬割合については、

指名・報酬諮問委員会の諮問を経た上で取締役会にて決定するものとしています。なお、種類別の報酬割合の目安は ,基本報

酬 :業績連動 (金銭報酬 ) :業績連動 (非金銭報酬 )=70:15:15としています。監督機能を担う社外取締役については、その職務に

鑑み、基本報酬のみを支払うものとしています。また、個人別の報酬額については、指名・報酬諮問委員会の諮問を経た上で、

取締役会で、株主総会にて決議された報酬限度額の範囲内において、決定するものとします。

役員報酬等の内容

報酬の種類
給与方式

（固定／変動）
報酬の内容

基本報酬
金銭

（固定）

当社の取締役の基本報酬は月例の固定報酬であり毎月均等に支給

します。基本報酬は職位・職責に応じた金額としています。

業績連動報酬
金銭

（変動）

業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるこ

とを目的として、社内取締役に対して、翌期に毎月均等に支給します。

業績連動報酬の額は、各事業年度の全社業績に応じて決定するもの

としています。目標とする業績指標は、適宜、環境の変化に応じて経

営企画室にての検討を踏まえて見直しを行うものとしています。

株式報酬
非金銭

（変動）

非金銭報酬は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上への動機

付け、および株主との価値共有の強化を目的として、社内取締役に対

して譲渡制限付株式を付与します。付与株式数は、職位・職責を勘案

して決定するものとしています。

なお、具体的な報酬等を与える時期や条件については、指名・報酬諮

問委員会の諮問を経た上、取締役会で決定するものとしています。
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政策保有株式に関する考え方

当社が今後成長を続けていくためには開発、生産および金融面においてさまざまな企業との協同関係が必要と考えています。

そのため、事業戦略、取引先との事業上の目的などを総合的に勘案し、中長期的な企業価値の向上に必要と判断した場合に

投資目的以外での株式を保有することがあります。

一方で、保有の意義が希薄と考えられる政策保有株式は縮減していく方針のもと、現在保有している株式についても、毎年取

締役会で個別に検証しています。その結果保有目的が適切であり、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っている銘柄

については引き続き保有いたしますが、そうでない銘柄については株価や市場動向等を考慮して速やかに売却することといた

します。

政策保有株式に係る議決権行使は、その議案が当社の企業価値の向上に資する場合もしくは発行会社の効率かつ健全な経

営に役立ち、企業価値の向上を期待できると判断した場合は賛成としています。

2023年度の状況  （2023年4月1日〜2024年3月31日）

役員区分

報酬等の総

額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

対象となる

役員の員数

（名）固定報酬
業績連動

報酬

退職慰労

金

左記のう

ち、非金

銭報酬等

取締役

（社外取締役を除

く）

364 300 64 － 53 6

監査役

（社外監査役を除

く）

18 18 － － － 2

社外役員 66 66 － － － 7
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Sustainability

コンプライアンス

基本的な考え方

ゴールドウイングループでは法令遵守はもちろんのこと、社会的規範、倫理を遵守し、誠実かつ公正な方法で事業活動を行う

ことにより、社会的責任を果たし、ステークホルダーから信頼される企業グループでありたいと考えています。そのためには、

従業員一人ひとりが高いコンプライアンス意識を持ち、行動することが必要不可欠であると認識しています。

従業員が適切な行動を選択する際の規範となるよう、「企業行動規範」「従業員行動基準」を定め、これを周知徹底すること

で、不正を許容しない企業風土を醸成しています。

推進体制

当社では、コンプライアンス室を主管部門とするコンプライアンス推進体制を構築しています。コンプライアンスに関する各施

策は経営会議で報告し、取締役会から監督・指示を受けています。

また、内部通報制度の運用や従業員への意識啓発などで内部監査室が連携しているほか、研修の企画や実施、法令の確認・

対応などで情報セキュリティ委員会（システム部）、人事部、総務部、法務室が連携しています。

企業行動規範・従業員行動基準
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体制図

コンプライアンスの推進

当社グループでは、内部通報制度の運用や、社外取締役・社外監査役が取締役会および監査役会において、独立かつ客観的

な立場から意見を述べることで、職務執行の適法性・妥当性を確保しています。また、各種研修の際に法令や経営理念、行動

規範などの周知徹底を行い、内部監査や内部統制評価を通じて、各拠点で業務手順やマニュアルの遵守状況について確認を

行っている他、月次で売上や支払い等の財務データをモニタリングすることで、不正の未然防止に取り組んでいます。

さらに、「コンプライアンス研修」を毎年実施することに加え、全従業員に内部通報制度の仕組みや行動規範・行動基準等行動

の指針となる携帯用の「コンプライアンスカード」を配布して常時携帯を指導するなど、日頃から従業員のコンプライアンス意

識向上・啓発に努めています。

2023年度は、ゴールドウイングループのメールアドレス保有者1,599名に対し、コンプライアンス意識調査アンケートを実施し

ました。回答結果を踏まえ、コンプライアンス研修などコンプライアンス意識徹底に関わる施策に反映し、コンプライアンス意

識の醸成に役立てています。グループ会社を含む富山地区の従業員518名と、全国の販売職842名に対して、コンプライアン

スの設問を含むセルフチェックアンケートを実施しました。コンプライアンスに対して意識高く取り組まれており理解も深まっ

ていることが回答結果から伺えました。

今後もこのような活動を通じ、従業員のコンプライアンス意識の現状を把握し、改めて研修や施策に繋げていきます。

コンプライアンス教育

グループ会社を含めた全従業員を対象とした「コンプライアンス研修」を毎年実施しています。2023年度は、コンプライアン

ス、組織的不正の防止、内部通報制度の周知徹底を目的に研修を実施し、3,284名（受講率100％）の従業員が受講しました。
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また「職場で嫌がらせを放置していませんか？」「気軽にS N Sに投稿していませんか？」「あなたのその発言って大丈夫？」など

身近なテーマでコンプライアンスについて考えてもらうために「コンプライアンス便り」のメールマガジンを12回発行しました。

管理職向けにはパワーハラスメント研修をオンラインで実施し、202名が受講しました。さらに、販売職に対しては郵送でコン

プライアンス通信を発送し、内部通報制度の周知に加えて、コンプライアンスへの考え方を共有し、従業員一人ひとりの意識醸

成を図っています。2023年度も内部監査の結果とともに、従業員のコンプライアンス意識が向上してきていることを共有し、

改めて各店舗における推進を要請し、支援しています。

内部通報制度

当社グループにおける職務執行に関して、不正行為、法令

違反、企業倫理違反、またはそれらの疑義行為について相

談・通報を受け付ける内部通報制度（企業倫理ホットライ

ン）を運用しています。法令、会社の各種内部規定等の違反

を対象としており、いじめ・ハラスメント・腐敗防止・贈収賄

禁止・不法就労・人権侵害などを網羅しています。受付は社

内窓口と、社外窓口の弁護士と社会保険労務士事務所が

行っており、匿名での相談・通報が可能となっています。

寄せられた相談・通報については、内容に応じた十分な調

査・検討を行い、相談者へのフィードバック、対応を実施し

ています。また、いずれの場合も相談したことによって、相

談者が不利益を被らないように「公益通報者保護規程」に

則り、個人情報の保護、守秘義務の遵守がなされています。

2023年度も引き続き内部通報制度・窓口の周知に注力

し、コンプライアンス意識調査では92.2％の従業員が内部

通報制度を知っていると回答しました。また「コンプライア

ンス違反の疑い」「ハラスメントの疑い」「職場の人間関係」

「その他」の4つの項目において47件の相談・通報を受けて

おり、すべてに適切に対応しています。
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内部通報制度の仕組み

腐敗防止・贈収賄禁止への取り組み

当社グループでは企業行動規範に基づき、組織的に贈収賄防止に取り組む体制を整備しています。

腐敗防止については、近年のコンプライアンス事件に関する研修を行い、役員・従業員の意識向上を図っています。

今後の課題

引き続き、法令遵守はもちろんのこと、社会的規範、倫理の遵守を徹底し、社会的要請に応えていきます。そのために、法令や

経営理念、行動規範などの周知徹底、内部監査や内部統制評価の実施、内部通報制度の運用、腐敗防止の徹底、コンプライア

ンス研修の実施に取り組み、従業員一人ひとりのコンプライアンス意識の醸成に取り組みます。また、今後の事業領域拡大に

向けた体制の整備、強化も進めていきます。
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Sustainability

企業行動規範・従業員行動基準

企業行動規範

当社は経営指針として「強い、速い、きれいな経営」を掲げ、社会に開かれた企業を目指しています。当社および当社ブランド

が市場から期待される高度な倫理水準および業務水準に基づき、国際基準を支持し、各国法令ならびに、社会的規範、倫理を

遵守し、誠実かつ公正な方法で事業活動を遂行し、持続可能な経済成長と社会的課題の解決を図ることを目的とし、その基

本的な原則を「行動規範」として定め実行します。

なお、本行動規範は、その所有する施設の運営・管理の在り方も含め、ゴールドウイン、その子会社、および関連会社に対して

適用されます。

１．法令の遵守

労働、人権、安全衛生、環境保全、倫理に関し、当社の遂行する事業に適用される法令を遵守し、倫理的な企業活動を行いま

す。また国際的な事業活動においては、事業を展開している国・地域の法令および国際法規を遵守します。

２．公正な取引

取引は、公正かつ自由な競争ならびに適正な取引、責任ある調達を行います。また、政治、行政との健全な関係を保ちます。独

占禁止法・下請法・金融商品取引法・その他関連法令および社内規程および適用される、インサイダー取引、マネーロンダリン

グ、贈収賄、取引強要等不正取引の禁止に関わるすべての法令を遵守し、当該法令違反となるいかなる行為も行いません。

３．情報公開・情報の保護

株主・投資家、顧客、取引先等へ企業情報を積極的、効果的かつ公正に開示し、企業をとりまく幅広いステークホルダーと建

設的な対話を行い、企業価値の向上を図ります。また、個人情報・顧客情報をはじめとする各種情報の保護・管理を徹底しま

す。

４．製品の品質・サービスの向上

社会的に有用で安全な製品・サービスを開発、提供し、消費者・顧客に対して、商品・サービスに関する適切な情報提供、誠実

なコミュニケーションを行い、満足と信頼を確保します。

５．人権の尊重・労働環境

人権に関する国際規範を常に支持し、すべての人の多様性、人格、個性を尊重します。人種、肌の色、性別、年齢、出身、宗教、

性的指向、婚姻の有無、国籍、障がいの有無、その他法的に保護されている要素による一切の差別はしません。

また、事業を展開する国および地方自治体が定める職場の安全衛生に関する法令を遵守し、すべての従業員の能力を高め、

多様性、人格、個性を尊重する働き方を実現し、健康を保持・増進するため、清潔、安全で働きやすい環境を提供します。

６．スポーツの振興・社会貢献

企業活動を通じてスポーツ文化の発展に寄与し、積極的に社会貢献活動に取組みます。

７．環境保護
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環境問題の取組は人類共通の課題であり、企業の存続と活動に必須の要件であることを認識し、事業を展開する国および地

域における環境保護法令を遵守し、エネルギー、排出ガス、水、廃棄物、危険物、その他の環境リスクについて、環境への影響

を最小化するための行動指針と実施策を策定し、持続可能な改善施策を行います。

８．反社会勢力排除

市民社会や企業活動の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固として対決し、資金提供若しくは他の支

援または継続的取引など一切の関係遮断を徹底します。

９．企業統治

経営トップは本行動規範の精神の実現が自らの役割であることを認識して経営にあたり、実効あるガバナンスを構築して、

ゴールドウイン、その子会社、および関連会社にその徹底を図るとともに、サプライチェーンにも本憲章の精神に基づく行動を

促していきます。また、社内外の声を常時把握し、実効ある社内体制を確立します。

１０．重大な事態

本行動動規範に反するような事態が発生したときには、経営トップ自らが問題解決に当たる姿勢を社内外に明らかにし、原因

究明、再発防止に努めます。また、社会への迅速かつ的確な情報の公開と説明責任を遂行し、権限と責任を明確にしたうえ、

自らを含めて厳正な処分を行います。

従業員行動基準

1. コンプライアンス重視の事業活動

a. 法令遵守はもちろんのこと、社会秩序に反さず公正・公平に事業活動を行います。

b. 取引は、公正・透明性を確保し、独占禁止法、金融商品取引法等の法令および社内規程を遵守するとともに、取引

先における法令遵守、品質、安全性、環境保全、情報セキュリティ、公正取引・倫理、安全衛生、人権・労働などにも

注意を払い、各々が社会的責任を果たしていけるよう努めます。

c. 知的財産権を尊重するとともに、国内外においてそのための風土作りに努めます。また、知的財産権の創造・保護・

活用にあたって、企業価値の最大化を図ると同時に、知的財産法を遵守し、公正かつ自由な競争の促進を図ります。

d. 輸出入取引は、相手国の関係法令、わが国の不正競争防止法、輸出入関連法を遵守します。海外事業展開に当たっ

ては、当該国・地域の法令および国際法規を遵守します。

e. サプライチェーンについても、基本方針となるコンプライアンス・品質の保証・環境への取り組み・人権／人格  ／個

性の尊重に則ることを前提とした「ゴールドウインサプライヤー行動規範」を定めており、当社との取引に際して、こ

の基本方針を遵守いただくことを定めた「ゴールドウインサプライヤー行動規範に関する同意覚書」の締結を実施

します。

f. 取引先に対して、社会通念の範囲を超えた接待・贈答・金銭などの授受は行ないません。特に、国内外の公務員等

に対しては、法令遵守を徹底するのみならず、疑義を招く行為を行いません。

g. 自社や取引先に関する重要情報を職務上知りえても、その公表前に株式、証券などの取引行為をするインサイダー

取引は行いません。

2. 積極的情報公開・個人情報の保護

a. 株主・投資家に、タイムリーで適正な情報開示を積極的、効果的に行い、企業活動に対する理解促進に努めます。

b. ステークホルダーにとって有用な情報を経営・財務的側面の情報だけではなく、環境的側面や社会的側面などの非

財務情報についても、社会から求められる企業活動の重要な情報として認識し、積極的、効果的に開示します。
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c. 個人情報の保護については、重要度を十分認識し、法令および社内規程を遵守します。また、機密情報についても管

理を徹底します。

3. 製品の品質・サービスの向上

a. 開発部門、販売部門（代理店・小売店様を含む）､お客さま相談窓口などの連携を図り、お客さまのニーズを把握し、

地球環境を考慮した製品・サービスを開発・提供します。

b. 製品・サービスの提供にあたり、安全性と品質の管理のために、開発から販売、消費にいたるすべてのプロセスにお

いて、守るべき基準・手順を明確に定め、品質・安全性管理体制を構築し、不具合が発見された場合には適切かつ

迅速な対応をします。

c. お客さまが合理的に製品・サービスを選択できるように、不当景品類および不当表示防止法（景品表示法）その他

の法令にしたがって適切に表示します。

4. 従業員の働きがい・人権の尊重

a. 仕事のやりがい、生きがいを実感できる働き方を推進するとともに、国籍、性別、年齢、宗教、障がいの有無、などを

理由に差別せず雇用機会の拡大に努め、同時に納得性と公正性のある人事・処遇制度を構築します。

b. 安全に就業し健康を保持・増進するために、安全衛生活動につとめ、健康づくりを積極的に支援し、適正な労働時

間の維持を図り、快適な職場づくりに取組みます。

c. すべての人の多様性、人格、個性を尊重します。人種、肌の色、性別、年齢、出身、宗教、性的指向、婚姻の有無、国

籍、障がいの有無、その他法的に保護されている要素による一切の差別はしません。また従業員のキャリア形成や

能力開発を支援し、多様な就労形態を導入し、ワーク・ライフ・バランスの充実に努めます。

d. 会社は企業の状況、経営環境、経営課題などについて、適切な情報を従業員に提供し、労使が共通の認識を持つこ

とできる環境を整え、労使共同で社業の発展に努めます。

e. 従業員の労働基本権を尊重するとともに、如何なる場合も強制労働、児童労働、その他非人道的な扱いは行いませ

ん。

5. 社会との係わり・環境保護

a. 社会の発展に寄与する、文化・芸術の支援、地域社会への協力、ボランティア活動、国際社会への貢献などの社会

貢献活動を継続的に実施し、企業市民としての役割を果たします。

b. 海外において事業活動を行う場合は、当事国の法令、文化、慣習を尊重し進めます。

c. 反社会的勢力および団体とは関係を一切持ちません。また、反社会的勢力による不当要求は断固拒絶します。

d. 地球環境改善のための脱炭素社会の実現に向け、温室効果ガス削減や生物多様性など環境に配慮した行動をしま

す。また、循環型社会実現のために環境配慮商品開発や循環型ビジネスモデルの構築に努めます。
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Sustainability

リスクマネジメント

基本的な考え方

ゴールドウインでは、危機の発生により企業活動に多大な影響を及ぼす恐れがあるとして、リスク管理は極めて重要であると

考えています。危機の発生を未然に防ぐこと、かつ危機が発生した際も当社への影響を最小限に止め早期に復旧することを目

的に「リスク管理規定」を定め、さまざまなリスクに備えています。

2023年度に「リスク管理規定」を改定しました。昨今の社会情勢に合わせたリスク分類の再定義や、B C P（事業継続計画）の

策定に伴う内容を追記し、社内で共有しています。

推進体制

当社は、B C M委員会や情報セキュリティ委員会をはじめとする各種の社内委員会を設定し、常に起こりうるリスクを想定した

リスク管理に努めています。また、危機管理の情報は一元的に集中して総合的に判断することが重要であるため、管理本部を

危機管理の統括部署とし、平時においては総務部が防災・減災・初動対応の実務を実行する体制としています。B C M委員会

は管理本部長が委員長を務め、各本部から委員を選任しています。B C Pの運用体制、教育訓練、対策の進捗確認などを年2回

開催する委員会にて共有の上、必要な対策を協議しています。

有事の際には、取締役を中心とする経営層に速やかに報告され、発生した事案への危機管理本部が設置されます。危機管理

本部は、情報収集・分析を行い、対策および再発防止策を検討し、危機解決に必要な行動を役職員に指示・命令する体制を確

立することとしています。
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体制図

BCM（事業継続マネジメント）

地震、大型台風、噴火などの自然災害や、感染症、広域長期停電など経済活動の継続に影響を与える事象、また情報漏洩など

のインシデントが発生すると、当社の企業活動にも中長期にわたって多大な影響を被る可能性があります。当社ではこうした

緊急事態をあらかじめ想定し、危機発生時においても従業員とその家族の安全確保を最優先としつつも、社会と地域の安定

に寄与し、事業継続による社会的責任を果たすために、2021年度よりB C P（事業継続計画）を策定し、運用しています。

B C Pの策定、事前対策や教育訓練の推進、および定期的な点検・是正を平常時から行う体制として、経営層の下にB C M（事

業継続マネジメント）体制を構築し、B C M推進事務局が平常時の運用体制における事務局を担っています。B C M責任者を代

表取締役社長が担当し、B C M事務局として管理本部長が責任者となりB C M委員会の運営を通じて、B C M進捗状況の把握や

経営層への報告、予防処置や是正処置のフォローアップ、教育訓練の計画と実施などを行っています。

2023年度はeラーニングを実施して従業員の意識向上を図ったほか、B C Pを現状の組織に即した内容にアップデートしまし

た。また、RTO（目標復旧時間）として定めている業務のインデックス手順書の作成と周知や、グループ会社へのB C P展開、安

否確認システムの入れ替えに取り組みました。B C P発動訓練は2回実施しています。

2024年1月1日に発生した能登半島地震では、緊急時行動手順書に基づきB C M委員会と危機管理本部の設置・連動や、従業

員の安否確認を速やかに行うことができました。実運用による改善点も見えてきており、B C M委員会にて対応を強化していま

す。なお、家屋の損壊があった従業員への災害見舞金給付や、義援金の寄付、救援物資支援等の対応についても発災後速やか

に実施しています。
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基本方針

従業員の生命安全を最優先として捉えるとともに、スポーツを愛するすべての人に信頼され、期待されるスポーツアパ

レルメーカーであり続ける為、お客さまへの供給責任を果たし、社会的責任を遂行する。

また、社会の一員として国や地方自治体と連携を図り、従業員・家族の生活支援および地域住民の救助・救援にできる

限り協力するとともに、企業価値向上を目指し、持続的な成長発展のため事業継続力強化に継続的に取り組み社会に

貢献する。

目的

備えるべき脅威と想定リスク

大規模地震、感染症、噴火、火災、テロ攻撃などさまざまな脅威がある中で、当社として最も備えるべき脅威として優先的に大

規模地震および感染症に対するリスク評価を重点に実施しています。ただし、その他の脅威についても、今後の継続的改善の

中で必要に応じて検討を進めます。また、対象拠点単位にリスク状況を整理・分析し、課題や必要な事前対策を改善実施状況

として、課題管理表を作成し、進捗管理を行っています。

今後の課題

全社的リスクマネジメント体制の構築に向けて、社内の各種委員会・各部門との連携を強化します。また、子会社のB C Mへの

取り込みを検討し、最終的にはゴールドウイングループ全体のリスクマネジメント体制の構築を目指します。さらに、具体策と

して教育訓練を進めるとともに、全社的防災体制の強化に向けて、社内での認識の統一や情報伝達体制を強化していきます。

1. 人命第一を旨として、従業員とその家族および社会の安全を最優先とする。（感染症の場合、感染防止策や感染拡

大防止策などを含む）

2. 地域社会の安全に貢献する。(社会・経済の混乱防止 )  お客さまや社会への影響を極力少なくするため、出来る限

り早期に製品・サービスの提供を再開する。スポーツアパレルメーカーとしての支援活動を、製造活動、営業活動、

広報活動として意識して行うことで、企業価値の維持と向上に繋げる。

3. 有事の対応を決めておくことで、有事の際の権限委譲、早期対応を可能とし、企業・組織の存続と経営の維持・収

益の確保を行う。
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Sustainability

情報セキュリティ

基本的な考え方

企業が持つ情報資産は、常にセキュリティリスクに晒されており、万一の事故発生時には多くのステークホルダーに影響を及

ぼします。情報セキュリティの確保は企業の重要な社会的責任であるという認識のもと、ゴールドウインでは2008年3月に「情

報セキュリティ基本方針」を策定し、取り組んでいます。加速する事業のグローバル化やEコマースの拡大など昨今の流れを受

け、2021年10月には同方針を改定し、より変化に即した管理が行えるよう推進体制を整備しています。すべての役職員が多様

なリスクへの意識を高め、情報セキュリティの維持・向上に取り組み、社会に一層信頼される企業を目指します。

情報セキュリティ基本方針

当社は、事業活動を正常かつ円滑に行う上で、情報セキュリティの確保は重要課題のひとつであると考え、当社の情報

資産を保護する指針として、情報セキュリティ基本方針を策定し、実施いたします。

策定：2008年3月17日

改定：2021年10月1日

1. 情報セキュリティ体制の確立

a. 当社は、情報セキュリティの維持および向上のため、情報セキュリティ活動に必要な資源を確保し、推進体制

を確立します。

2. 情報資産の保護

a. 当社は、情報資産の機密性、完全性および可用性を確保するための適切な管理を行い、これらを脅かすすべ

ての脅威から情報資産を保護することに努めます。

3. 法令等の遵守

a. 当社は、情報セキュリティに関する法令、規則等を遵守します。

4. 教育、研修の実施

a. 当社は、役職員が情報セキュリティの確保に係る責任と義務について十分に認識するように、定期的に教

育、研修を実施します。

5. 継続的な改善

a. 当社は、情報セキュリティに関する法令、規則等の改訂や技術革新に伴うリスクの変化に対応するため、本

情報セキュリティ基本方針および関連する当社諸規程、管理体制の評価と見直しを定期的に行い、情報セ

キュリティの継続的な改善を図ります。

6. 事故への対応

a. 当社は、情報セキュリティに関する事故の発生予防に努めるとともに、万一事故が発生した場合は、事故対

応のみならず再発防止策を含む適切な対策を速やかに講じます。
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推進体制・責任者

当社では、2021年10月に発足した情報セキュリティ委員会を主管組織とする情報セキュリティ推進体制を整備しています。情

報セキュリティ委員会は、情報システム部門を統括する本部の本部長（管理本部長）が委員長を務め、重要事項は経営会議を

通して取締役会から監督・指示を受けています。委員会は原則として1年に2回開催することとし、必要に応じて委員長が随時

招集します。

情報セキュリティ委員会と各部門をつなぐ役割として、各部（室・事業グループ）の長が情報資産管理者を担い、情報セキュリ

ティ委員会からの指示を従業員に周知し、施策を実施しています。

体制図

情報セキュリティ教育

情報漏洩などのセキュリティインシデントの原因の多くは人的要因とされ、事故の未然防止には従業員一人ひとりが情報セ

キュリティへの意識やリテラシーを高めることが欠かせません。2023年度は、情報セキュリティの考え方やインシデント事例と

その対策、社内体制・ルールなどについて、Eラーニングまたは集合研修による従業員教育を行なっており、参加人数は1775

名、一人当たりの研修時間は45分程度で、全229店舗で受講が完了しています。

教育内容は適宜カリキュラムを見直し、変化の激しい情報技術の現状を踏まえて内容を更新していきます。
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標的型攻撃メール訓練の実施

2023年度は、従業員がサイバー攻撃をより身近なリスクとして捉えられるよう、標的型攻撃メール訓練（4回）を実施しまし

た。

近年、標的型攻撃メールにより特定の企業や組織を狙った重要な情報が盗まれる事案や身代金を要求される事案、ビジネス

詐欺メールにより、金銭が搾取される事案が頻発しており、当社においても同種のメールの受信が確認されています。その対

策の一環として、不審メール多数検知時やインシデントが発生した際に全従業員対象とした注意喚起メールを送信していま

す。加えて、情報セキュリティ委員会事務局より、訓練として模擬の標的型攻撃メールを従業員に送付することも行っています。

従業員が標的型攻撃メールに実際に触れることにより、「疑わしいメールは開封しない」「怪しいメールを受け取った場合に、

メール本文中のU R Lをクリックしない」「添付ファイルを開封しない」など判断できるようになり、ウイルス感染、情報漏洩等の

リスクを低減させる効果が期待されます。4回の訓練において2回以上開封した従業員には別途研修動画を用意し、受講する

教育を行っています。

情報資産管理の徹底

当社では、新体制のもと全社で情報資産の管理を強化していくため、管理ルールの再整備が重要と考えています。その第一歩

として、2021年度より社内で管理する情報資産の実態把握に取り組んでいます。各部門がそれぞれどのような情報を持ち、現

在どう管理しているかをヒアリングし、運用状況について分析を進めます。

ゴールドウインの文書取扱規程では「極秘」「秘」「社外秘」の三つの基準が定められており、2021年度はその中で最も厳格な

管理を必要とする「極秘」にあたる情報、および個人情報についての調査を行いました。2023年度は機密情報の保管場所とし

て、電子すかしや権限によりファイルダウンロード制御が可能な機密情報フォルダを全社で運用開始しました。あわせて、個人

情報・機密情報ファイルやU S Bメモリ機器の棚卸も実施しています。U S Bメモリ機器については管理対象範囲を各店舗にも

広げています。

情報セキュリティインシデント問い合わせ窓口

情報セキュリティインシデント発生時には、当該者から迅速な報告を受け、組織として対応していくことが極めて重要です。当

社では2021年8月、万一に備えた「情報セキュリティインシデント問い合わせ窓口」を新設し、運用を開始しています。2023年

度の問い合わせ件数は35件でうち33件はスパムメールの問い合わせでした。情報漏洩につながり得るインシデントが認めら

れた場合、自部署の上長への報告に加え、本窓口へ直ちに連絡することを、全従業員に周知徹底しています。
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情報セキュリティインシデント例

今後の課題

情報セキュリティの重要性が高まり続ける中、今後も技術面・運用面・体制面・教育面を合わせてマネジメントの高度化を目

指していきます。適切な管理指標を設定し、着実な推進に努めます。

次年度以降は、事業で使用する主要なコンピュータ、ネットワーク等のそれぞれのリスクを評価し、優先度をつけた対策の検

討を進めるほか、情報セキュリティのマネジメントを専属で行う人員の確保と、専管組織の立ち上げによるさらなる体制強化

に取り組む計画です。

PCなどの情報機器の紛失

迷惑メール、スパムメールの添付ファイル・URLへのアクセス

ウイルスファイルのインストール

会社で利用するSNSなどの ID乗っ取り

誤った操作による個人情報の流出

偽のセキュリティ警告 (サポート詐欺 )
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Sustainability

人権の尊重

基本的な考え方

ゴールドウイングループは、ビジネスが人権に与える影響の大きさを認識し、人権に配慮した活動を推進するため、国連「ビジ

ネスと人権に関する指導原則」をはじめとする国際基準に則り、人権尊重の取組みを推進しています。

当社グループのすべての役員・従業員をはじめ、関係するサプライヤーにおいても取組みを進める上での共通の価値観として

「ゴールドウイングループ人権方針」を定め、共有しています。

ゴールドウイングループ人権方針

ゴールドウイングループ（以下、当社グループ）は、「スポーツを通じて、豊かで健やかな暮らしを実現する」という

MISSI ON（企業理念）の考えのもとに、あらゆる多様性に配慮し、事業活動を通じて持続可能（サステナブル）な社会構

築を行い、企業価値の向上を目指しています。

当社グループは、人権の尊重がMISSI ONの実現に不可欠であると認識し、当社グループの人権尊重に対する基本的な

姿勢として「ゴールドウイングループ人権方針」（以下、本方針）を定めています。

本方針および当社グループの人権尊重の取組みは国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいたものであり、そ

の具体的な取組みは個別の文書（企業行動規範、従業員行動基準、ゴールドウインサプライヤー行動規範、その他ガイ

ドライン等）で定めます。

国際人権基準の尊重

当社グループは、事業活動を行う国や地域の法令を遵守することに加え、国際人権章典や国際労働機関（ILO）の「労働

の基本原則および権利に関する宣言」に記された人権を支持・尊重します。

万が一、国際的に認められた人権と事業活動を行う国・地域の法令に矛盾がある場合には、国際的に認められた人権

の原則を尊重する方法を追求します。

適用の範囲

本方針は、当社グループのすべての役員および従業員に適用されます。

サプライヤーの皆さまにも、本方針をご支持いただき、当社グループと協働して人権尊重の取組みを進めていただくこ

とを期待します。

人権尊重の実践
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当社グループは、関係するすべてのステークホルダーの人権を尊重するため、人身売買、強制労働、児童労働、あらゆる

差別やハラスメントを禁止し、結社の自由および団体交渉権を保証します。

このために、人権デュー・ディリジェンスを継続的に実施し、バリューチェーン全体における顕在的および潜在的な人権

リスクの防止・軽減を図ります。

本方針に基づいた人権尊重の取組みは、当社代表取締役社長執行役員が責任を持ち、業務プロセスに組み入れ、適切

に遂行します。

当社グループは、人権尊重の取組みには人権侵害を受ける可能性のあるステークホルダーの視点から対応することが

重要であると認識しています。そのため、本方針の一連の取組みにおいて、独立した外部機関の専門知識を活用すると

ともに、関連するステークホルダーと対話・協議を行います。

本方針を実行するために、役員および従業員に対しては教育を行うとともに、サプライヤーの皆さまに対しては本方針

をご理解いただくための周知活動を行います。

救済措置

当社グループは、社内外のあらゆるステークホルダーが人権に負の影響を与える行為を相談・通報できる、実効性のあ

る苦情処理体制を整えます。そして、人権に対して負の影響を引き起こす、もしくは関与したことが明らかになった場合

は、適切な手続きを通じてその救済に取り組みます。

情報開示

当社グループの取組みの進捗については、ウェブサイトや発行物で開示していきます。

2021年12月13日

株式会社ゴールドウイン

代表取締役社長執行役員

渡辺  貴生
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編集方針

ゴールドウイングループでは、ステークホルダーの皆さまに当社グループのサステナビリティの活動をご理解い

ただくために、積極的に財務・非財務情報を開示しています。サステナビリティサイトは、GRI （G lobal

Report ing Init iat ive）スタンダードや、S ASB等の国際的なガイドラインに則り、毎年見直しています。

報告対象期間

2023年4月1日～2024年3月31日

※一部に上記期間外の情報を含みます

報告対象組織

株式会社ゴールドウインを中心に、ゴールドウイングループの子会社16社、関連会社3社（2024年3月31日現在）の活動につ

いて報告していますが、一部はゴールドウイン単体について掲載しています。

対象期間中に発生した組織の重要な変更

特になし

更新年月

2024年10月（前回：2023年10月、次回：2025年10月予定）
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参考ガイドライン

G R I  （G l o b a l  Re p o r t i n g  I n i t i a t i ve）スタンダード

I S O26000（社会的責任に関する手引）

S A S B  スタンダード（米国サステナビリティ会計基準審議会）

報告に関するお問い合わせ先

お問い合わせ
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Sustainability

GRIスタンダード対照表

一般開示項目

項目 開示事項 掲載箇所

102  一般開示事項

組織のプロフィール

102-1 組織の名称 会社概要

102-2 活動、ブランド、製品、サービス ブランド紹介

102-3 本社の所在地 会社概要

102-4 事業所の所在地
国内外拠点・グループ会

社

102-5 所有形態および法人格 会社概要

102-6 参入市場 会社概要

102-7 組織の規模 会社概要

102-8 従業員およびその他の労働者に関する情報 雇用・ダイバーシティ

102-9 サプライチェーン
サプライチェーン・マネジ

メント

102-10
組織およびそのサプライチェーンに関する重大

な変化
編集方針

102-11 予防原則または予防的アプローチ

TC F D提言に基づく情報

開示

コンプライアンス

リスクマネジメント

102-12 外部イニシアティブ
TC F D提言に基づく情報

開示

102-13 団体の会員資格 環境コミュニケーション
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項目 開示事項 掲載箇所

102  一般開示事項

戦略

102-14 上級意思決定者の声明 トップメッセージ

102-15 重要なインパクト、リスク、機会

トップメッセージ

環境マネジメントシステ

ム

TC F D提言に基づく情報

開示

リスクマネジメント

倫理と誠実性

102-16 価値観、理念、行動基準・規範

P u r p o s e  /  V i s i o n  /

Va l u e

企業行動規範・従業員行

動基準

102-17 倫理に関する助言および懸念のための制度 コンプライアンス

ガバナンス

102-18 ガバナンス構造 コーポレート・ガバナンス

102-19 権限移譲
サステナビリティの考え

方

102-20
経済、環境、社会項目に関する役員レベルの責

任

サステナビリティの考え

方

環境マネジメントシステ

ム

102-21
経済、環境、社会項目に関するステークホル

ダーとの協議

環境コミュニケーション

サプライチェーン・マネジ

メント

お客さま満足の向上

人材戦略の考え方と人的

資本

102-22 最高ガバナンス機関およびその委員会の構成 コーポレート・ガバナンス

102-23 最高ガバナンス機関の議長 コーポレート・ガバナンス
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項目 開示事項 掲載箇所

102  一般開示事項

102-24 最高ガバナンス機関の指名と選出 コーポレート・ガバナンス

102-25 利益相反 コーポレート・ガバナンス

102-26
目的、価値観、戦略の設定における最高ガバナ

ンス機関の役割

コーポレート・ガバナンス

サステナビリティの考え

方

102-27 最高ガバナンス機関の集合的知見 コーポレート・ガバナンス

102-28 最高ガバナンス機関のパフォーマンス評価 コーポレート・ガバナンス

102-29
経済、環境、社会へのインパクトの特定とマネジ

メント

サステナビリティの考え

方

TC F D提言に基づく情報

開示

102-30 リスクマネジメント・プロセスの有効性 リスクマネジメント

102-31 経済、環境、社会項目のレビュー

サステナビリティの考え

方

TC F D提言に基づく情報

開示

102-32
サステナビリティ報告における最高ガバナンス

機関の役割

102-33 重大な懸念事項の伝達
コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメント

102-34 伝達された重大な懸念事項の性質と総数

102-35 報酬方針 コーポレート・ガバナンス

102-36 報酬の決定プロセス コーポレート・ガバナンス

102-37 報酬に関するステークホルダーの関与 コーポレート・ガバナンス

102-38 年間報酬総額の比率

102-39 年間報酬総額比率の増加率
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項目 開示事項 掲載箇所

102  一般開示事項

ステークホルダー・エンゲージメント

102-40 ステークホルダー・グループのリスト
サステナビリティの考え

方

102-41 団体交渉協定
人材戦略の考え方と人的

資本

102-42 ステークホルダーの特定および選定
サステナビリティの考え

方

102-43
ステークホルダー・エンゲージメントへのアプ

ローチ方法

102-44 提起された重要な項目および懸念

報告実務

102-45 連結財務諸表の対象になっている事業体 編集方針

102-46 報告書の内容および項目の該当範囲の確定 編集方針

102-47 マテリアルな項目のリスト
環境マネジメントシステ

ム

102-48 情報の再記述 （該当なし）

102-49 報告における変更 （該当なし）

102-50 報告期間 編集方針

102-51 前回発行した報告書の日付 編集方針

102-52 報告サイクル 編集方針

102-53 報告書に関する質問の窓口 編集方針

102-54
G R Iスタンダートに準拠した報告であることの

主張
編集方針

102-55 内容索引 G R Iスタンダード対照表
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経済

項目 開示事項 掲載箇所

102  一般開示事項 102-56 外部保証

103  マネジメント

手法

103-1 マテリアルな項目とその該当範囲の説明
環境マネジメントシステ

ム

103-2 マネジメント手法とその要素
環境マネジメントシステ

ム

103-3 マネジメント手法の評価

項目 開示事項 掲載箇所

201  経済パフォー

マンス

201-1 創出、分配した直接的経済価値

201-2
気候変動による財務上の影響、その他のリスク

と機会

TC F D提言に基づく情報

開示

201-3
確定給付型年金制度の負担、その他の退職金

制度
公正な評価・処遇

201-4 政府から受けた資金援助

202  地域経済での

存在感

202-1
地域最低賃金に対する標準新人給与の比率（男

女別）
公正な評価・処遇

202-2
地域コミュニティから採用した上級管理職の割

合

203  間接的な経済

的インパクト

203-1 インフラ投資および支援サービス

地域社会への貢献

スポーツを通じた共生社

会の実現

次世代育成

203-2 著しい間接的な経済的インパクト

204  調達慣行 204-1 地元サプライヤーへの支出の割合
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環境

項目 開示事項 掲載箇所

205  腐敗防止

205-1 腐敗に関するリスク防止を行っている事業所 コンプライアンス

205-2
腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケー

ションと研修
コンプライアンス

205-3 確定した腐敗事例と実施した措置

206  反競争的行為 206-1
反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により受

けた法的措置
（該当なし）

207  税

207-1 税務へのアプローチ

207-2 ガバナンス、管理、およびリスクマネジメント

207-3
税務に関連するステークホルダー・エンゲージ

メントおよび懸念への対処

207-4 国別の報告

項目 開示事項 掲載箇所

301原材料

301-1 使用原材料の重量または体積

301-2 使用したリサイクル材料

301-3 再生利用された製品と梱包材

302  エネルギー

302-1 組織内のエネルギー消費量 脱炭素社会の実現

302-2 組織外のエネルギー消費量

302-3 組織のエネルギー原単位

302-4 エネルギー消費量の削減 脱炭素社会の実現

302-5 製品およびサービスのエネルギー必要量の削減
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項目 開示事項 掲載箇所

303  水と廃水

303-1 共有資源としての水との相互作用

303-2 排水に関連するインパクトのマネジメント

303-3 取水 循環型社会の実現

303-4 排水 循環型社会の実現

303-5 水消費 循環型社会の実現

304  生物多様性

304-1

保護地域および保護地域ではないが生物多様

性価値の高い地域、もしくはそれらの隣接地域

に所有、賃借、管理している事業サイト

304-2
活動、製品、サービスが生物多様性に与える著

しいインパクト

304-3 生息地の保護・復元

304-4

事業の影響を受ける地域に生息するI U C Nレッ

ドリストならびに国内保全全種リスト対象の生

物種

305  大気への排出

305-1
直接的な温室効果ガス(G H G )排出量（スコープ

1）
脱炭素社会の実現

305-2
間接的な温室効果ガス(G H G )排出量（スコープ

2）

305-3
その他の間接的な温室効果ガス(G H G )排出量

（スコープ3）

305-4 温室効果ガス(G H G )排出原単位

305-5 温室効果ガス(G H G )排出量の削減 脱炭素社会の実現

305-6 オゾン層破壊物質 (O D S )の排出量 脱炭素社会の実現

305-7
窒素酸化物 (N O x )、硫黄酸化物 (S O x )、および

その他の重大な大気排出物
（該当なし）
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社会

項目 開示事項 掲載箇所

306  廃棄物

306-1 廃棄物の発生と廃棄物関連の著しいインパクト

306-2 廃棄物関連の著しいインパクトの管理

306-3 発生した廃棄物 循環型社会の実現

306-4 処分されなかった廃棄物

306-5 処分された廃棄物

307  環境コンプラ

イアンス
307-1 環境法規制の違反

環境マネジメントシステ

ム

308  サプライヤー

の環境面のアセス

メント

308-1 環境基準により選定した新規サプライヤー
サプライチェーン・マネジ

メント

308-2
サプライチェーンにおけるマイナスの環境イン

パクトと実施した措置

サプライチェーン・マネジ

メント

項目 開示事項 掲載箇所

401  雇用

401-1 従業員の新規雇用と離職 雇用・ダイバーシティ

401-2
正社員には支給され、非正規社員には支給され

ない手当

働きやすい職場環境の整

備

公正な評価・処遇

401-3 育児休暇
働きやすい職場環境の整

備

402  労使関係 402-1 事業上の変更に関する最低通知期間
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項目 開示事項 掲載箇所

403  労働安全衛生

403-1 労働安全衛生マネジメントシステム 労働安全衛生

403-2 危険性 (ハザード)の特定、リスク評価、事故調査 労働安全衛生

403-3 労働衛生サービス

403-4
労働安全衛生における労働者の参加、協議、コ

ミュニケーション
労働安全衛生

403-5 労働安全衛生に関する労働者研修
健康経営

労働安全衛生

403-6 労働者の健康増進 健康経営

403-7
ビジネス上の関係で直接結びついた労働安全

衛生の影響の防止と緩和
労働安全衛生

403-8
労働安全衛生マネジメントシステムの対象とな

る労働者
労働安全衛生

403-9 労働関連の傷害 労働安全衛生

403-10 労働関連の疾病・体調不良
労働安全衛生

健康経営

404  研修と教育

404-1 従業員一人あたりの年間研修時間 人材育成

404-2
従業員スキル向上プログラムおよび移行支援プ

ログラム
人材育成

404-3
業績とキャリア開発に関して定期的なレビュー

を受けている従業員の割合
人材育成

405  ダイバーシ

ティと機会均等

405-1 ガバナンス機関および従業員のダイバーシティ 雇用・ダイバーシティ

405-2 基本給と報酬総額の男女比 公正な評価・処遇

406  非差別 406-1 差別事例と実施した救済措置

407  結社の自由と

団体交渉
407-1

結社の自由や団体交渉の権利がリスクにさらさ

れる可能性のある事業所およびサプライヤー
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項目 開示事項 掲載箇所

408  児童労働 408-1
児童労働事例に関して著しいリスクがある事業

所およびサプライヤー

サプライチェーン・マネジ

メント

409  強制労働 409-1
強制労働事例に関して著しいリスクがある事業

所およびサプライヤー

サプライチェーン・マネジ

メント

410  保安慣行 410-1
人権方針や手順について研修を受けた保安要

員

411  先住民族の権

利
411-1 先住民族の権利を侵害した事例

412  人権アセスメ

ント

412-1
人権レビューやインパクト評価の対象とした事

業所

412-2 人権方針や手順に関する従業員研修

412-3
人権条項を含むもしくは人権スクリーニングを

受けた重要な投資協定および契約

413  地域コミュニ

ティ

413-1
地域コミュニティとのエンゲージメント、インパ

クト評価、開発プログラムを実施した事業所

413-2
地域コミュニティに著しいマイナスのインパクト

（顕在的、潜在的）を及ぼす事業所

414  サプライヤー

の社会面のアセス

メント

414-1 社会的基準により選定した新規サプライヤー
サプライチェーン・マネジ

メント

414-2
サプライチェーンにおけるマイナスの社会的イ

ンパクトと実施した措置

サプライチェーン・マネジ

メント

415  公共政策 415-1 政治献金

416  顧客の安全衛

生

416-1
製品およびサービスのカテゴリーに対する安全

衛生インパクトの評価
品質管理

416-2
製品およびサービスの安全衛生インパクトに関

する違反事例
品質管理
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項目 開示事項 掲載箇所

417  マーケティン

グとラベリング

417-1
製品およびサービスの情報とラベリングに関す

る要求事項
品質管理

417-2
製品およびサービスの情報とラベリングに関す

る違反事例
品質管理

417-3
マーケティング・コミュニケーションに関する違

反事例
品質管理

418  顧客プライバ

シー
418-1

顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛

失に関して具体化した不服申立

419  社会経済面の

コンプライアンス
419-1 社会経済分野の法規制違反 （該当なし）

Goldwin ESG Databook   199

https://about.goldwin.co.jp/sustainability/quality
https://about.goldwin.co.jp/sustainability/quality
https://about.goldwin.co.jp/sustainability/quality



